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1　イントロダクション
業績評価システムに関する研究はこれまで管理会計研究の主要トピックであり続けてき
たが,それは財務指標による測定/管理に主たる焦点を当てたものであった(Atkinson et
a1., 1997b)｡しかしながら, 1990年代以降,実務家や研究者の間で非財務指標に対する関
心が高まっていった｡こうした動向は,近視眼的行動の促進,過去志向/非タイムリー
さ/過度な集約,原価配賦や管理者判断などによる管理不能要因の包含といった財務指樵
の限界/問題点が広く認知されてきたこと(Dhavale, 1996 ;Johnsonand Kaplan, 1987 ;
ReesandSutclifEe, 1994),インターネットやERPなどの情報技術/イノベーションが進
展したこと(Bums andVaivio, 2001 ; Eccles, 1991), ¶∋MやJ汀などの先端的な品質管
理活動や生産システムが普及したこと(Bromwich and Bhimani, 1989 ; Howem and Soucy,
1987),ヨーロッパや極東で成功している企業がいわゆるアングロサクソンほど財務指標
には依存していないことが観察されたこと(HayesandGarvin, 1982)などに影響を受け
ているといわれている(Bultereta1., 1997)｡
特に,バランスト･スコアカード(BalancedScorecard;以下BSC)は, 20世紀にて最
も影響力のあったマネジメント手法の一つであったといわれているように(Sibbet,
1997),実践的にも学術的にも大きな影響を与えることになった｡また, BSCのシステム
上の特徴のみならず,その研究方法論にも高い関心が向けられた｡イノベーション･アク
ション･リサーチ(Kaplan,1998)は,革新的な管理会計システムの発掘/進展,実践的
処方葦の提案などの側面において,大きな貢献の可能性があり,導入研究などにおいても
注目された｡ただし,研究者が関与した管理会計システムの評価を研究者自身が行うため
に,サーベイ･リサーチなどと比べると研究結果の客観性や信頼性は低く(≡
夫, 2004),こうした研究アプローチによる研究成果が欧米の主要学術雑誌に掲載される
ことはない｡
Malmiand Granlund (2009)が指摘するように, BSCは科学的な意味で理論と呼べる
ものではないが,学術雑誌においては,多面的測定,因果関係,戦略的指標,戦略マッ
プ,インターラクションといったBSCを構成すると考えられる特徴が抜き出され,経済
学,経営学,社会学,心理学などの多様な領域の理論的パースペクティブに依拠し分析さ
れることが多い｡また, BSCを直接的に取り扱った研究も,多角的な視点(BSCの基本
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的想定, BSCの設計/利用方法,意思決定者への影響,成果への影響,導入上の諸問題
など)から実施され,業績評価や戦略マネジメントに関して多様な知見が蓄積されてい
る｡
本研究は,こうした先行研究によって何がどこまで明らかになったのかを明確にしたう
えで,まだ取り組まれていない,あるいは,さらに追究すべき研究課題を抽出することを
目的とする｡ただし,個々の具体的な研究課題の導出というよりはむしろ, BSCに関連
する先行研究を広く検討することを通じて, BSC研究の進むべき全体的な方向性を提示
することをより重要視している｡
本稿の構成は以下の通りである｡第2節では, BSC研究の進展の全体像について,論
文数などの側面から検討し,先行研究レビューのためのフレームワークを提示する｡第3
節から第8節までは,そのフレームワークで示された個々の論点に関して,先行研究の知
見を検討する｡第9節では本研究のまとめを行う｡
2　BSC研究の全体的動向
2.1 BSC概念の進展と多様性
KaplanとNortonが中心的役割を担い,実務との相互作用が何度も繰り返されながら,
BSCは進展してきた(Kaplan, 2009)｡そのため,新たな研究成果が公表されるたびに,
BSC概念は変化/進化してきたと捉えることができる｡ Kaplan (1998)はこうした研究
方法をイノベーション･アクション･リサーチと呼んでいる｡イノベーション･アクショ
ン･リサーチは, (彰革新的な実務の観察と記述, ②革新についての教育/スピーチ, ③論
文や著書の執筆, ④新たな組織でのコンセプトの実行という四つのステップを繰り返すこ
とで完成する｡
Kaplan (1998)によれば,このステップをBSC研究に当てはめると, 1巡目について
は, ①の段階がAnalogDevice社-の訪問であり, ②の段階がKaplan(1990)を教材と
して教育を行うのと同時に業績評価システムに関するプロジェクトを進めたことであり,
③の段階がKaplanand Norton (1992)の公表であり, ④の段階が新たなコンサルティン
グ会社をNortonが設立しBSCの導入を希望する企業に対応したことであるという.ただ
し, 2巡目以降については,四つのステップに該当するイベントは明確に示されていな
い｡
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こうしたステップから構成されるイノベーション･アクション･リサーチでは,そのサ
イクルが回るごとに理論が進展していく｡ BSCに関する著書はこれまでKaplanandNor
ton (1996b, 2001a, 2004a, 2006a, 2008a)の5冊が出版されている｡これらの著書がすべ
て③の成果物としての論文や著書の執筆の段階であると捉えると,イノベーション･アク
ション･リサーチは, KaplanandNorton (1992, 1993)を含めて全部で7巡していること
になる1｡つまり, BSCに関する理論は少なくとも6回は洗練されてきたことになる｡
各段階におけるBSCもしくはBSCによるマネジメントの特徴は,中心的に記述されて
いる内容から次のように捉えることができる｡
1巡冒(1992年) -総合的な業績測定の段階
2巡目(1993年)-戦略と指標とのリンケージの段階
3巡日(1996年)-戦略マネジメント･システムの段階
4巡冒(2001年) -戦略志向組織の創造の段階
5巡目(2004年)-戦略マップの構築とレディネス評価の段階
6巡目(2006年)-アライメントによるシナジー創出の段階
7巡冒(2008年)-循環型のマネジメント･システムの段階
ただし,私見では戦略マネジメント･システムとしてBSCを運用するという観点から
は, 5巡目以降の内容に関しては,大きな概念転換があったというよりも,戦略のマネジ
メント上問題となる個々の論点を補足する内容になっているように思われる2｡
このようにBSCに関する概念は繰り返し進展してきたので,実践されるBSCの多様性
がしばしば観察されている(Ax and BjOmenak, 2005 ; Bedford et a1., 2008 ; Malmi, 2001 ;
Speckbacher etal., 2003 ;横井, 2003)｡そのためBSC研究では,その実践度をタイプ/パ
ターン分けすることが多い｡たとえば,日本企業を対象とした実態調査からは,戟略の策
定と実行のシステム,報酬連動型の業績評価システム,経営品質向上ツールといった
BSCの利用日的/方法が明らかにされている(模井, 2003)0
BSCの導入状況に関するいくつかの調査結果を見ると,北米のみならず,ヨーロッパ
(特に北欧)やアジア地域においても導入企業数は増大している(Ax and B拍rnenak, 2005 ;
Bain & Company, 1999 ; Bukh and Malmi, 2005 ; Fdgo, 2001 ; Hendricks et a1., 2004 ;
Rigby, 2005, 2007 ; Silk, 1998 ; Speckbachereta1., 2003 ;乙政, 2004 ;横井, 2003 ;森沢他,
2005)｡こうした導入企業数の増大によって, BSC実践の多様性はさらに拡大する可能性
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を有しており, BSC実践/概念の多様性はBSC研究を検討する際には,ますます無視す
ることができない要因となっている｡
2.2　文献レビューの対象一研究進展の全体像一
本研究の主たる対象はBSCであるために, BSCが提唱された1992年度以降に刊行され
た研究を対象とする3｡個々の論点に関しては,次節以降にて詳細に検討するので,本項
ではまず,それら研究動向の全体像を概観することにしたい｡
前述したように, BSC実践には多様性が認められ,各社各様のBSCがあり得るが,最
も広く知られるモデルがKaplanとNortonによって提唱され解説されてきたものであろ
う｡ただし, KaplanとNortonによる見解は時とともに変化し, BSC概念も変化/進化し
ている｡では,学術研究としてのBSC研究は,どういったBSC概念/モデルを対象とし
て議論しているのだろうか｡厳密な形での確認や検証は困難ではあるが,本研究では
Kaplan and Nortonによって記述された論文/著書の引用という観点から検討を行うこと
にしたい｡
本研究においてサーベイの対象となった論文のうち, ｢Accounting, Organizations and
Society｣ , ｢nle Accounting Review｣ , ｢Behavioral Research in Accounting｣ , ｢1ne British
Accounting Review｣ , ｢ContemporaⅣ Accounting Research｣ , ｢European Accounting Re-
viewJ , rInternational Joumal of Accounting Information SystemsJ , rJournal of Account-
ing uterahre｣ , ｢Joumal of Accounting Research｣ , ｢Joumal of Accounting, Auditing &
図表l Kaplan and Norton引用論文数の推移
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FinanceJ , rJoumal of Accountingand EconomicsJ , rJournal of Accounting and Public
PolicyJ , rJournalof Applied Management Accounting ResearchJ , rJournal of Business
Finance & Accounting｣ , ｢Journalof Management Accounting Research｣ , ｢Leng Range
Planning｣, ｢ManagementAccounting Research｣に掲載4され,かつ,少なくとも一つ以
上のKaplan and Nortonによる論文/著書が引用されている研究(1992年以降刊行)を対
象にカウント作業を行った｡これらの条件を満たした研究論文総数は112本であった｡そ
して,これら論文数の年度推移を示しているのが図表1のグラフである｡査読に要する期
間とBSCが多くの関心を集めるのに要した期間が影響していると考えられるので, 96年
までは0本という状況だが,その後の毎年の論文数としては多少の増減はありつつも,あ
る程度安定的に推移しており, BSCに代表される戦略的業績評価システム(Strategic
Performance Measurement System ;以下SPMS)へ関心の高さを示唆しているといえよう｡
Kaplan and Nortonによる論文/著書別の引用回数を示しているのが図表2である｡回
数として多いのは,初めてBSCのアイデアが示された1992年の論文(70回),戦略的なマ
ネジメント･システムとしての位置づけが明確に示された1996年の著書(79回),戦略
マップなどの新たなツールによる体系的な戦略マネジメントや組織変革との関連性を提示
図表2　論文/著書別の引用回数(論文数)
引用回数 乖Hﾘr 
KaplanandNorton(1992)HBR 都62.5%   
KaplanandNorton(1993)HBR 25.0%   
KaplanandNoⅠ1on(1996)Book 都70.5%  
KaplanandNorton(1996)HBR R31.3%   
KaplanandNorton(1996)CMR 湯8.0%  
Kap1anandNorton(2000)HBR 湯8.0%  
KaplanandNorton(2001)AH 16.1%   
KaplanandNoⅠ1on(2001)Book 鼎36.6%   
KaplanandNorton(2004)HBR 釘3.6%  
KaplanandNorton(2004)Book 途6.3%  
KaplanandNorton(2005)HBR 1.8%   
KaplanandNorton(2006)HBR 1.8%   
KaplanandNorton(2006)Book 1.8%   
KaplanandNorton(2008)HBR 0.9%   
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HBR; HaJVard Business Review,
CMR; Califbmia Management Review,
AH; Accounting Hohozons,
Book;著書を意味する｡
なお, AHはN0.1とN0.2があるが,
合算してカウントしている｡
表中の割合は,引用論文112本に対する
パーセンテージを示している｡
図表3　各論文における引用本数に関する記述統計
引用本数 刔iB割合    
1本 B30.4%   
2本 25.0%   
3本 18.8%    
4本 8.9%    
5本 湯8.0%  
6本 迭4.5%  
7本 1.8%   
8本 1.8%   
9本 0.9%   
年数 刔iB最小値 俐YY&ﾂ平均値      
1997年 澱1 1.67    
1998年 2 釘2.67    
1999年 澱1 迭2.33   
2000年 迭1 釘2.60   
2001年 途1 澱2.71   
2002年 澱1 迭2.67   
2003年 途1 澱2.71   
2004年 b1 迭2.50    
2005年 湯1 澱3.33   
2006年 迭1 途2.40   
2007年 B1 釘1.93    
2008年 "1 唐3.33    
2009年 途1 澱2.71   
2010年 湯2 湯4,44   
合計 "1 湯2.74     
した2001年の著書(41回)である｡一方,直近の論文や著書が引用される回数は極端に少
ない｡すなわち,学術研究において想定されているBSCは, KaplanandNortonによって
示される｢最新のBSC｣ではなくなっている｡学術研究における査読に要する期間,研
究自体に要する期間,最新のBSC (直近に公表されたBSC)の普及スピードなどの影響
を踏まえたとしても, 2004年以降の論文や著書の引用回数は少ないといえよう｡
なお,先行研究における引用本数をまとめたものが図表3である｡ Kaplanらの論文や
著書の数が増大したとしても,引用本数は増大している傾向はなく,概ね2-3本の平均
値で推移している｡
図表4は先行研究の発表年度ごとの引用回数を示したものであるが, 0以外の数字が表
の(右)上方に集中していることが大きな特徴である｡表はやや煩雑であるので,特徴的
な点だけを抜き出しグラフ化したものを図表5に示している｡このグラフによれば,まず
四つの視点による多面的な業績測定としてのBSCを提唱した1992年の論文の引用回数は
最近の文献においても減少していないことがわかる｡同様に, 2005年以降の研究において
ち, 1996年の著書は2001年や2004年の著書よりも数多く引用されている｡このことは,学
術研究における関心とKaplan and Nortonが問題視して議論している内容とがズレている
可能性があることを示唆している｡たとえば, KaplanandNorton (2004a)では,戦略マ
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図表4　年度別の引用回数
1997 涛1999 2001 "2003 B2005 b2007 2009                             
KaplanandNorton(1992)HBR 澱3 迭4 釘6 釘7 澱2 澱6 8         
KaplanandNorton(1993)HER 1 2 3 2 釘1 3 2              
KaplanandNorton(1996)Book 2 釘4 澱3 澱14 途3 途10 迭8         
KaplanandNorton(1996)HBR 2 2 1 3 2 4 6               
KaplanandNorton(1996)CMR 0 1 0 2 1 1 0               
KaplanandNoⅠ1on(2000)HBR 0 0 1 1 1 2 2               
KaplanandNorton(2001)AH 0 0 1 2 迭1 6 白1             
KaplanandNorton(2001)Book 0 0 1 迭9 1 澱7 釘4            
KaplanandNorton(2004)HBR 0 0 0 0 0 1 3               
KaplanandNorton(2004)Book 0 0 0 0 0 0 2               
KaplanandNorton(2005)HBR 0 0 0 0 0 0 1               
KaplanandNorton(2006)HBR 0 0 0 0 0 0 2               
KaplanandNorton(2006)Book 0 0 0 0 0 0 I               
KaplanandNorton(2008)HBR 0 0 0 0 0 0 0               
図表5　主要論文/著書の引用回数の推移
-:- I: ::I :こ:-::一　二二㌦-I-::--I-:/:二十二:ここ
+Kaplanand Norton(1992) HBR
■トKaplanand Norton(1996) Book
一一Kaplanand Norton(2001) Book
}純一Kaplan and Norton (2004) Book
ネジメント･システムを設計し,そのスムーズな運用を支えるスタッフ部門である戦略管
理オフィスの必要性を指摘しているが,こうしたスタッフ部門が学術研究の対象とされる
ことはほとんどない｡
また,学術雑誌において, BSCの基本的概念や設計/利用方法などに関する異論や疑
問が示されたとしても,それは実践的処方婁というよりもむしろ将来の学術研究に対する
ものである(Baldvinsdo出reta1., 20105)場合が多い｡また, KaplanらのBSCに関する
研究成果は,専門職業人向け雑誌であるHarvard Business Reviewにて公表されており,
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学術雑誌上で異論や疑問点に対して反論することもない｡そもそも, KaplanらのBSCに
関する主張は,学術研究の知見に十分に基づいているものではなく,たとえば, 0dey
(1999)は, BSCからのフィードバックの役割,報酬,目標設定の問題に対して彼らが十
分に注意を払っておらず, BSCには未開拓の研究課題が多く存在していると指摘してい
る｡
こうした学術的なBSC研究と実務への直接的貢献を意図したBSC研究との間のギャッ
プは, BSCに関する体系的知識の形成を阻害している可能性がある｡二つの研究アプ
ローチは基本的目的が異なっているといえるが,大きく捉えれば研究対象が同一であるに
もかかわらず,対話不能な状況は望ましいとはいえないであろう｡本研究は主に学術研究
を対象としたレビューを行うが,実践への貢献可能性という側面にもできる限り配慮し,
先行研究の検討を行うことにしたい｡
2.3　研究フレームワークー文献レビューのために-
前項で示したように全体像としての研究動向は捉えることができるが,次節以降ではこ
れらの研究をいくつかの観点から分類し,それらの研究動向を要約し今後の研究課題を抽
出する｡どのような基準で先行研究を分類するのかは難しい判断を要するが6,本研究で
は, BSCの導入からその成果に至るまでのプロセスを図表6のように捉え,これに従い
先行研究のレビューを行う｡つまり, ①業績評価, ②報酬とのリンケージ, ③因果関係,
④コントロールとしての利用方法, ⑤導入決定/プロセス, ⑥成果という六つの領域に先
行研究を分･類して検討を行う｡
図表6　文献レビューのフレームワーク
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BSCの主たる設計上の特徴は,戦略に関連する複数の視点より構成される指標群によ
る業績評価とそれら視点(指標)間に因果性が想定されていることであろう｡そして,し
ばしば議論されるのがBSCと報酬とのリンケージの是非である｡これらの点を捉えてい
るのが, ①の｢業績評価｣, ②の｢報酬とのリンケージ｣, ⑨の｢因果関係｣である｡ ｢業
績評価｣では,先行研究の知見が比較的一貫して蓄積されてきた複数指標による評価バイ
アスの議論を取り上げる｡次に, ｢報酬とのリンケージ｣では,経済学や心理学に基づい
た先行研究を,インセンティブ･システムとしての設計/運用要因に即して取り上げる｡
そして, ｢因果関係｣では,視点(指標)間の関係性に関する統計的検証を行っている実
証研究と組織的プロセスの観点から視点(指標)間関係の意義/役割を検討している研究
を取り上げる｡
戦略と管理会計との関連性の捉え方は,戦略の策定/実行活動を公式に構造化されたプ
ロセスとして捉える規範的見解と,戦略と会計の相互依存的関係を重視し複雑でダイナ
ミックなプロセスとして捉えようとする記述的見解に分かれている(Bhimaniand
hng丘eld-Smith, 2007)｡実務家向けのBSCに関する記述では,概ね,前者の規範的概念
が採用されることが多いが, BSCの利用方法に関するプロセスの記述や解明を意図した
研究では後者の概念的前提に立っていることが多い｡こうしたBSCの運用面を検討した
研究において,注目されることの多い概念がインターラクテイブ･コントロールやコント
ロール･レバー(Simons,1995)であり, ④の｢コントロールとしての利用方法｣では,
これらの概念に依拠し長期的プロセスに着目したフィールド･スタディやコンテクスト要
因/成果との構造的関係性を検証した定量的研究を取り上げる｡
BSCの設計/運用上の特徴を何とするのかに関しては,議論の余地があるが,本研究
では先行研究の蓄積度も考慮して,この四つの点を取り上げることにしたい｡なお当然な
がら,これらの各要素は相互に関連している内容でもあるため,最終的にはこれらの各要
素を統合的に検討する視点が必要になってくる(Fe汀eiraandOdey, 2009)｡ただし,こ
れらの領域ごとに先行研究が蓄積されている傾向があるので,本研究ではひとまずこれら
の個々の領域について検討を行う｡
そして, ⑤と⑥は, BSCに限らず,その他の管理会計システムにおいても検討される
ことの多い研究テーマである｡ ⑤の｢導入決定/プロセス｣では,昨今精力的に研究が行
われている導入研究の知見について検討を行い, ⑥の｢成果｣では, BSCと成果との関係
-　EJl　｣
についての定量的研究を取り上げる｡
3　BSCにおける評価バイアスに関する研究
一般にBSCでは客観的業績評価が行われるとされているが,これはあくまで個々の指
標に関して定量的測定が適用されるということに過ぎない｡ BSCによる業績評価の大き
な特徴は複数指標による総合的な評価にある｡そうした複数指標間のウェイト配分に際し
ては,評価者に自由裁量が与えられることもある｡このようにBSCによる業績評価
(ウェイト配分)に主観性が持ち込まれることで,いくつかの評価バイアスが発生する可
能性があることが一連の実験研究により検討されてきたテーマであった(図表7)0
3.1共通指標バイアス
upeandSalterio (2000)は, BSCを用いてビジネスユニットのマネジャーの業績を評
価する際に, Slovicand MacPhillamy (1974)によって示された評価バイアスが生じるの
かどうか検証した｡実験の結果,評価者は異なるビジネスユニットに共通した指標に依存
しており,個々の事業に特有な指標を無視してしまう共通指標バイアスがBSC利用のも
とでも生じることを確認した7｡この結果は,各事業部固有の独自指標によって評価を行
うことは認知的に困難であるので,評価者は単純化戦略(simplib,ing strategy)に従うこ
とで,事業部間で共通した指標に基づいて評価を行うと解釈されている8｡
彼らは,この分析結果が,ユニットマネジャーの意思決定には共通指標が大きく影響を
及ぼし,ユニットの戦略目標の達成が阻害されること9,さらに先行指標は一般的にカス
タマイズされ,遅行指標はビジネスユニット間に共通なものになりがちであるために,先
行指標である非財務指標が利用されなくなる(BSCが有効に機能しなくなる)ことを示
唆していると述べている｡
彼らの研究結果は,後にいくつかの追試と共通指標バイアスを緩和する装置に関する実
験研究によって補完されていくこととなった10｡具体的には,評価プロセスの説明責任の
付与あるいは第三者による保証報告の提供(Libby etal., 2004),戦略に関する詳細な情報
(説明文および戦略マップ)提供(Bankereta1., 2004),評価プロセスの分解11 (Roberts
et a1., 2004), BSCに関する教育訓練12 (Dillaand Steinbart, 2005a)などが,Lipeand Sal-
terio (2000)が示した｢独自指標が無祝される影響(共通指標バイアス)｣を緩和/解消
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図表7　評価バイアスに関連する実験研究
著者/雑誌* 儂ﾘﾋ｢｢主な分析結果    
LipeandSalterio(2000) 鉄洩ﾈ,ﾄﾔ$,ﾈｧyiYkﾆ[ﾘｼCYD闌3c2X*ｩ&ｩｲ共通指標と独自指標によって,複数の事業部長の楽節を評価をしようとしても,評価者は各事業部独自の指標を撫祝し,事業部間に共通            
TAR 凾ｵている指標に依存してしまう(共通指標バイアスの発見)o 
LipeandSalterio(2002) 都洩ﾈ,ﾄﾔ$,ﾈｧybYkｧ靈[ﾘｼCID篥c"X*ｩ&ｩｲBSCの一つのカテゴリー(視点)内の複数の指標が一貫した結果(たとえばEl標達成)である場合に,マネジャーの業馴))断はBSCによ          
AOS 凾髟帥tォーマットを使用するか否かによって異なるo  
Bankeretal.(2004) 鼎kﾈ,ﾄﾔ$,ﾈｧyb閏ﾘｼ驃俐篷Ykｬﾋ[ﾘｼCb紵D篦戦略に関する詳細情報(戟略マップ)が与えられるなら,戦略にリンクしない共通指標よりも戦略にリンクした独自指標に比重を置いた             
TAR 鼎湛*ｩ&ｩｲ評価が行われる(共通指標バイアスは評価者に戦略に関する詳細情報を提供することで抑制される)a   
Libbyetal.(2004) #ykﾈ,ﾄﾔ$,ﾈｧyb閏ﾘｼ驃津(ﾜ篷Ykﾆ[ﾘｼCR繧共通指標バイアスはプロセスアカウンタビリティの行使(マネジャーに自らの業齢評価の正当性を上司に説明させること)やBSCの指             
TAR 僖篥cb絣X*ｩ&ｩｲ標の認知上の質の改善(独立した第三者機関による保証報告の提供)によって抑制されるo   
Robertsetal.(2004) 塔kﾈ,ﾄﾔ$,ﾈｧyb閏ﾘｼ驃rﾃhﾜ篳kﾆ[ﾘｼCRﾃ共通指標バイアスは,分解-機械的張約という意思決定支援卿各(総合的な業耕rJ断をいきなりするのではなく,まず各指標別に評価を              して,次に事前に決定された各指標のウエイトを掛ナ合わせてすべて 指標の値を合計して算出される総合評価スコアを参考にして事業 
BRA 僖篥s2X*ｩ&ｩｲ部長の主観的評価を下すというアプローチ)によって抑制されるoなお,ボーナス配分の決定もこうした評価アプローチの影響を大きく受   
けるo 
DillaandSteinbart(2005) 鼎9kﾈ,ﾉXｧybYkﾆ[ﾘｼC2D篥c"ﾃ９*ｩ&ｩｲ共通指標バイアスはBSCに関する教育訓練によって濃和されるoただし,独自指標を考慮しないという意味でのバイアスは額和された            
BRA 凾ｪ,独自指標よりも共通指標により重きを置いた評価をするという意味でのバイアスは存在している○ 
DillaandSteinbart(2005) 3)kﾈ,ﾉXｧybYkﾆ[ﾘｼC"縱YD篥SRX*ｩ&ｩｲBSCによる業新評価タスクにおいて補完的な情報表示(表やグラフ)の利用は,必ずしも評価の一致度(評価著聞)や一文性(莱qt評価と             
UAIS 刄{ーナス配分)を改善するとは限らないoただし,表はグラフよりも効果的であるo 
Wong-On-Wingetal.(2007) AOS 田洩ﾈ,ﾄﾔ$,ﾈｧyb閏ﾘｼ驃ﾉYkﾆ[ﾘｼCb綺D篦cbX*ｩ&ｩｲ被評価者の努力や能力と比べて戦略の質を菜節の潜在的決定要素として軽視してしまうという不適切な注意によって,トップマネジメ               
ントと事業部長との間では評価の不一致が生じるoこの不一致は評価者であるトップに耽略の事業部菜坊への影響を考慮させる仕組みを 
設けることで蔵和される○ 
Liedtkaetal.(2008) 塔Ykﾈ,ﾉXｧxb閏ﾘｼ驃ﾜ篷Ykﾆ[ﾘｼC偵ID竰BSCの一つのカテゴリー内の複数指標の結果のバラツキの総合的菜掛け断への影響が,唆味さへの非耐性という評価者の質によって変               
BRA 刮ｻする○ 
KaplanandWisner(2009) sykﾈ,ﾄﾔ$,ﾈｧyb閏ﾘｼ驃づiﾉYkﾆ[ﾘｼCYD篦BSCを用いた業硫評価に関する判断(総合的な主観的判断やボーナス配分決定)に対するBSCのカテゴリ-(視点)数の影響が,概略El              
BRA 都X*ｩ&ｩｲ的/指標の重要性に関するマネジャーのコミュニケーションに左右されるo    
Tayler(2010) 3Ykﾈ,ﾄﾔ$,ﾈｧyb閏ﾘｼ驃ゅHﾜ篷Ykﾆ[ﾘｼCR概略的イニシアティブ選択に関与することによって生じる楽観的な戦略評価は,因果連鎖としてのBSCの構成とBSC指標選択プロセ              
TAR 佻cX*ｩ&ｩｲスへの関与の組み合わせによって綬和されるo     
CardinaelsandVanVeen-Dirks(2010) CIkﾈ,ﾉXｧsIDbYkﾆ[ﾘｼC2繪D篥cc2X*ｩ&ｩｲﾃ"BSCによる指標の組織化(フォーマット)と測定結果の提示方法は,業研評価における財務指標と非財務指標に対する評価者のウエイト             
AOS 弌,ﾈｫﾋX,ｸ.ｨ+ﾈ.｣CIkﾈ,ﾉNﾘﾋ/wづけに影零を及ぼす○           
*雑蕗の略誌名は次の通りである｡ AOS: Accounting. Organizations and Society, BRA: Behavioral Research in Accounting. TAR: The Accounting Review, UAIS: lnternationaりournal of Accounting Information Systems
**被験者に関する記述の詳細皮には差があるために,表には共通して記述されていることの多い項目を掲職しているo
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するのに効果的であることが示された｡
こうして検討されてきた共通指標バイアスを緩和/解消させるための仕組みは, BSC
の実践というコンテクストのもとでは必ずしも同一の結果を示唆するものではないことに
は注意が必要である｡つまり,防止策のなかには, BSCを設計/運用する際に当然に含
まれると考えられるものもあるので,実際にBSCを利用した際に共通指標バイアスが生
じるのかどうかという点でこれらの研究は必ずしも同じインプリケーションを有してはい
ないといえる｡
たとえば, Bankeretal. (2004)は,評価者にビジネスユニットの戦略についての詳細
な情報(説明文および戦略マップ)が与えられているときには,共通指標よりも独自指標
に依存し,戦略にリンクしない共通指標よりも戟略にリンクした独自指標により比重が置
かれた評価が行われることを発見した13｡ BSCによるマネジメントは必ずしも指標によっ
てのみ戦略が伝達されるのではなく,さまざまなメディア(面と向かったコミュニケー
ション,ビデオ会議, Eメール,タウンミーティング(形式ぼらない検討会議),イント
ラネット,ニュースレター,教育プログラム,レポート,ラーニング･マップなど)に
よってもそのメッセージは補強されている(KaplanandNorton,2001a)｡こうしたことか
らBankerらは,評価者が戦略について理解しているときには,戦略的にリンクした業績
評価指標に依存するために,必ずしも戦略を伝達するというBSCの役割が台無しにされ
ることはないと指摘している｡同様のことはBSCに関する教育訓練(Dillaand Steinbart,
2005a)にも指摘できる｡
一方,第三者による指標の信頼性に関する保証報告書の付与(ubbyeta1., 2004)は,
一般的なBSCの設計/運用プロセスには含まれないプロセスといえよう｡また,評価プ
ロセスの分解(Robertseta1., 2004)や評価プロセスの説明責任の付与(Libbyeta1.,
2004)は各社のシステム設計/運用方法によって違いが生じるプロセスであろう｡
このように,同じように共通指標バイアスを緩和/解消させる仕組みといっても,実際
のBSCの設計/運用プロセスに組み込まれているのか否かという点では異なっている0
また,これらの仕組みのすべてが必要なのか,あるいは特定の組み合わせが効果的なの
か,さらには逆効果が生じる可能性があるかなど14,個々の研究で検討されてきた仕組み
を総合的に捉えた場合には依然として不明確な点は数多い｡さらに,共通指標バイアスの
存在は基本的に｢人の評価｣に対して観察されたものであり,組織の評価や意思決定のた
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めの指標の利用でも同様の結果が得られるのかは不明である｡そのために,先行研究から
はBSC導入組織において,共通指標バイアスが生じているのか否かに関して理論的予測
を明示するのは困難であり, Krausandund (2010)やⅠ仕neretal. (2003a)15を除くと経
験的証拠もほとんどない状況である｡ KrausandLind (2010)は,スウェーデンの多国籍
企業(15社)のCFOなどの上級本社マネジャーへのインタビュー調査より,非財務的な
視点や指標を含む全社レベルのBSCが導入されていたとしても,単純さと比較可能性を
重要祝してしまい,トップマネジメントが少数の財務指標に専ら依存していること16を明
らかにしている｡ただし,彼らの調査は実験研究で検討されてきた共通指標バイアスを防
止する仕組みには十分に配慮していない｡
3.2　その他の評価バイアス
Lipe andSalterio (2000)はその後の研究の大きな方向性を提示したが,その2年後に
刊行された論文(Lipe and Salterio, 2002)もその後の研究に影響を与えているといえる.
LipeandSalterio (2002)は, BSCのような報告フォーマットを利用すること(カテゴ
リー化して分類すること)が評価者の主観的評価に影響を与えるのかどうか検証した｡実
験の結果,一つのカテゴリー(顧客の視点)内の指標の多くが目標値を上回っている(あ
るいは下回っている)場合には, BSCの報告フォーマットが評価者の主観的判断に影響
を与えることが明らかにされた｡
その後の研究においては,LipeandSalterio (2002)にて検討された報告フォーマット
やカテゴリー内の測定結果の一貫性に関連する内容の検討が行われた｡
Liedtkaetal. (2008)は, BSCの一つのカテゴリー(視点)内での複数の業績評価指標
間の結果のバラツキに対する反応に評価者の暖昧さへの非耐性が影響していること(暖昧
さに耐性のない評価者は,業績水準が相対的に高く,複数指標の測定結果にバラツキがあ
る場合に,暖味な情報を割り引くあるいは無視してしまうことで,低い評価を下してしま
う)を発見した｡
また, KaplanandWisner (2009)は, BSCを用いた業績評価に関する判断(総合的な
主観的判断やボーナス配分決定17)に対するカテゴリー(視点)数の影響が,戦略目的の
重要性に関するマネジャーのコミュニケーションに左右されるのかどうか,検証してい
る｡実験の結果,コミュニケーションが低い場合には, BSCのカテゴリー数は業績評価
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やボーナス配分などの重要な業績判断に影響を与える(新たな視点を追加したBSCの利
用は,業績判断に関連する情報を軽視させる)が,コミュニケーションが高くなると,こ
の影響が観察されなくなることが明らかとなった｡
さらに, CardinaelsandVanVeen-Dirks (2010)は,フォーマットと測定結果の提示方
法の影響について実験している｡彼らは,スコアカードのフォーマット(BSCによる四
つの視点を用いた分類)が評価者の財務指標への依存傾向を強めるが,測定結果の提示方
法(目標値に対する実績値の評価を示すマーカーの利用;目標達成時は+,未達成時は
-)といった単純な情報表示によって,評価者の情報処理負担が軽減され,非財務指標に
対してもウェイトを置いた形でのBSCの運用が可能になることを実証している｡
また,上記のようなフォーマットや測定結果の一貫性のみならず,その他の評価バイア
スの存在とそれを防止するための仕組みに関しても検証が行われている｡
たとえば, Wong-On-Wingetal. (2007)は, BSCを用いた業績評価において,行為者一
観察者バイアス(血e actorobseⅣer bias)18と対応バイアス(correspondence bias)19が生
じているのかどうか,そして,このバイアスを低下させる特定のメカニズムが有効である
のかどうかについて,実験研究を通じて検証している｡その結果,事業部長の業績評価に
関して,トップマネジメントと事業部長との間では評価の不一致が生じていること,この
原因の一つが事業部長の評価の際に戦略の質(有効/非有効)の業績への影響にトップマ
ネジメントが十分に注意を払っていないことにあること,そうした注意を払うことでトッ
プマネジメントと事業部長との間で生じる評価の不一致が緩和されること,ただし,評価
者であるトップマネジメントに戦略の事業部業績への影響を考慮させる仕組み20が必要な
ことなどを明らかにされた｡
さらに, Tayler (2010)は, BSCにおける戦略評価タスクにおいて生じる｢動機づけら
れた理由づけ(motivated reasoning)21｣の影響が,スコアカードの位置づけや導入プロセ
スへの関与によって緩和されるのかどうか,実験研究を通じて検証している｡分析の結
莱,まず,戦略的イニシアティブの選別に関与しているマネジャーは選別プロセスに関与
していないマネジャーよりも,そのイニシアティブを成功していると認識する動機づけら
れた理由づけの影響が生じていることが確認された｡そして,戦略的イニシアティブ選択
プロセスへの関与によって生じる楽観的な戦略評価を緩和するには,スコアカードを因果
連鎖としてフレーミングするだけでは不十分であり,スコアカードの指標選択(導入プロ
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セス)への関与と組み合わせることが必要であることが明らかにされた｡
このように,当初,共通指標バイアスのみに向けられていた研究関心は徐々に拡大して
おり, BSCにおけるさまざまな評価に関する問題の検討が行われている｡
3.3　まとめと今後の研究課題
BSCにおける業績評価バイアスに関する研究は,実験研究という方法論が採用される
ことが多く,その利点を生かしてきたことで,効率的に研究が展開/蓄積されてきたと考
えられる｡フィールド･スタディなどの他の実証的な研究方法と比較した際の実験研究の
利点としては,データの入手可能性(データが存在しないあるいは入手できない問題の検
討が可能),さまざまな人間行動の検討(ミクロレベルの情報処理行動からマクロレベル
の市場行動に至る人間行動が対象),高い内的妥当性/構成概念妥当性,経済学のみなら
ず社会学や心理学などの多様な理論ベースに基づいた検討が可能といった点が指摘される
(Maines et a1., 2006 ; Sprinkle and Wilhamson, 2007) 0
BSC導入組織において,評価者がどのように複数指標間にウェイトづけしているのか
について,実際のデータを入手することは容易なことではない｡現在ほどBSCの普及が
進んでいなかった状況下(2000年より以前)で, BSCの業績評価バイアスの検討が可能
だったのは,フィールド/アーカイバル･データが入手できない(あるいは入手に時間の
かかる)問題が検討可能という実験研究の利点によるところが大きかったといえよう｡
また,データ入手の困難性に加えて,表面化しない可能性のある現象を観察できること
も実験研究による大きな貢献であったであろう｡実践においては評価バイアスに影響を与
える要因は多岐にわたっていると考えられる｡そのため,いずれかの要因によって評価バ
イアスの発生が防止されている場合,フィールド･スタディではこれらの現象の観察は困
難といえる｡一般的にフィールド･スタディやケース･スタディは優れた実務を対象に実
施されることが多く,この傾向により一層拍車を駆ける｡
さらに,実験室実験による研究では,高い内的妥当性/構成概念妥当性を確保するため
に実験内容や手続きが引き継がれることが多い｡特に共通指標バイアスに関しては, upe
and Salterio (2000)によって設定された実験条件が各研究の焦点に合わせて若干修正さ
れただけで引き継がれ,頑健性の高い研究蓄積が可能であった｡
当初,共通指標バイアスに向けられた研究関心は,マネジャーの評価のみならず戟略評
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価のバイアスにまで拡大しており,横展開も進み研究の裾野は徐々に広がっている｡複数
の視点(指標)が因果関係として構築されるBSCにおいては,一部の情報の歪みや無視
による不適切あるいは部分最適な意思決定/業績評価の影響はより一層深刻になる｡その
ため,これら評価バイアスに関する知見は非常に重要視されるべき内容である｡また,先
行研究の多くは,評価者のバイアスが単なる利己主義や動機づけの問題ではなく認知上坐
じるものであることを示しており22,問題がインセンティブ･システムの整備だけでは解
決しないことを意味している点で重要である｡こうした点は,これらの研究のBSC設
計/運用に対するインプリケーションの重要性を示唆している｡
その一方,実験研究に対する批判として指摘されることの多い,現実的ではない想定/
被験者の問題などに関しては疑問の余地がある｡たとえば, 30歳前後のMBAの学生(5
年ほどの職務経験)や大学生といった被験者による事業部長評価という状況が実際の
BSCによる評価プロセスを検証するのに妥当といえるのだろうか｡特に, MBAによる教
育制度やその普及度が欧米とは異なる日本では,これら実験研究のインプリケーションの
解釈は慎重に行われるべきであろう｡
研究の実行可能性という意味では,被験者に関して選択の余地は少ないのかもしれな
い｡そのため,実験研究の結果が外的妥当性を有するのかどうかに関しては議論のあると
ころではあるが,こうした議論を深めるよりも現実の組織にもっと焦点を当てる方がより
生産的であろう｡つまり,実際のBSC導入組織においてこれらの評価バイアスが発生し
ているのか,あるいは発生していない場合には,それは発生を防止する仕組みが機能して
いるからなのかなど,現実のフィールドにおける観察が望まれる｡フィールド･スタディ
では,結果に影響を及ぼす条件を完全にコントロールすることができないために,当初は
意図していなかったが興味深い観察結果が得られる可能性がある｡こうした研究結果は,
実験研究にとっても価値あるインプットとなるであろう｡
4　報酬とのリンケージに関する研究
業績評価指標と報酬とのリンケージによる意思決定や行動への影響は,管理会計研究に
おける主たるテーマの一つである｡これまで,多くの研究において,戦略的重要性に基づ
いて選択された指標は報酬と結びつけられるべきであると提案されてきた｡たとえば
Kaplanらは, BSCと報酬をリンクさせることで, ｢戦略上最も重要な業績評価指標に従業
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員の注意を集中させ,従業員や組織がターゲットの達成に成功した時に彼らに報いること
で,外的なモチベーションを与える｣ (KaplanandNorton,2001a,p.255)効果があると
述べている｡ BSCと報酬とのリンケージは,彼らの指摘に示されるように, BSCの戦略
遂行機能を補強する点にウェイトが置かれている｡しかしながら,実践上は報酬決定のた
めのインセンティブ･システムとしてBSCを利用しているケースも比較的多いようであ
る(楼井, 2003)｡そこで以下では,業績連動型のインセンティブ･システムにおいて,
なぜBSCが有用であると考えられるのか, BSCの特徴を整理しながらまとめる｡その後
に, BSCと報酬とのリンケージに関する,いくつかの設計/運用要因について検討を行
う23｡
4.1 BSCに基づく報酬システムの正当性
金銭的報酬に関して,報酬格差を拡大することは,より強いインセンティブを与えるこ
とになる｡ただし,単純に報酬格差を拡大することが常に望ましいとはいえない｡それは
適切なインセンティブ強度の決定はさまざまな要因によって影響を受けるからである｡
まず,インセンティブを強めるには,そのインセンティブによって高められた努力水準
の分だけ利潤が増加する必要がある｡過剰な顧客満足や品質は,収益や利益の増大につな
がらないことが多いが,このような状況においてはインセンティブの強度を増大させるこ
とには意味がない｡ BSCと他の業績評価システムとの大きな違いの一つは,多面的な視
点間に因果性が想定されていることである｡つまり,視点間の因果性が強調されること
で,ある視点での努力水準の増大がどれほどの利潤の増大につながるかをある程度計量的
に把握できるようになる｡こうした業績測定が可能であれば,インセンティブの強度を高
めることが可能となる｡
さらに,インセンティブを強めるには,エージェントがインセンティブに十分に相応で
きるようにする必要がある｡組織成員に十分な自由裁量が認められていなければ,たとえ
強いインセンティブが与えられても,業績の改善は図れないであろう｡一般に, BSCに
基づいた報酬システムでは,報酬と結びつけられるのは成果指標であり,この指標は組織
成員にとって期中に管理できるものではない｡ただし, BSCにおいては,成果指標を誘
導するパフォーマンス･ドライバーが設定される｡この指標は成果指標に対する先行指標
であり,日常的に組織成員が自ら管理可能な指標である(伊藤, 2004)｡それゆえ, BSC
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に基づいた報酬システムでは,インセンティブへの対応は間接的に可能であるといえる｡
また,こうしたパフォーマンス･ドライバーの設定や複数視点による長期と短期のバラン
スは,結果だけを重視していると批判される成果主義にプロセスへの配慮を組み込むこと
ができる｡
さて,インセンティブが強化された場合,管理会計上最も強く関連する検討課題は,莱
績測定に多くの資源を費やす必要があるということである｡つまり,大きな報酬格差をつ
けるには,その格差を十分に説明できる業績の測定が必要となる｡
インセンティブ設計は,プリンシパルにとって望ましい行動とエージェントの行動との
乗離を防ぐために,エージェントの行動と関連があり,かつ観察できる変数に応じた報酬
契約をいかに適切に設計するのかという問題である(Holmstrom, 1979 ;Indjeikian,
1999)｡この点,財務業績のみを考慮した報酬システムにおいては,近視眼的行動や機会
主義的行動などが促進されることが問題視されてきた｡こうした問題に対して,将来の財
務業績の不完全な指標である非財務指標を報酬契約に組み込むことが本当に効果的なのか
という点を中心に先行研究では検討が行われてきた24｡数理モデルを使った分析の一般的
結論では,非財務指標を報酬に組み込むことがエージェントの短期主義によって引き起こ
される問題(戦略的活動に対する努力の過小提供)を克服するのに有用であることが示さ
れている｡さらに,これらの多くの研究では,企業成果(価値)との整合性,ノイズ,感
皮,雇用/契約期間などの要因が非財務指標の有用性やウェイトに影響を及ぼすことも明
らかにされている(Dater etal., 2001 ; Dikolli, 2001 ; Duttaand Reichelstein, 2003 ; Feltham
and Xie, 1994 ; Hawser et a1., 1994 ; Hemmer, 1996 ; Sliwka, 2002など)｡たとえば, Hauser
etal. (1994)は,顧客満足度指標が有用である時の条件25を実践的インプリケーションと
して提示している｡
インフォーマテイブ原理のみに従えば,エージェントの行動の推定に伴う誤差が小さい
指標を増やせば,それだけエージェントの行動に関する情報がより多く取得でき,インセ
ンティブ契約を改善するということになる｡しかしながら,ただやみくもに業績測定に多
様性を持ち込めばよいというものでもない｡あまりにも多くの指標が報酬契約に組み込ま
れてしまうと,報酬の算定は複雑になるし(Eccles, 1991),何が重要事項なのかを伝達す
る力は弱体化してしまう｡ BSCはやみくもに業績測定に多様性を組み込んでいるのでは
なく,一般的にはBSCの指標の数は2ダース以下26で,その指標は競争優位を獲得する
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ための戦略を明らかにする戦略的指標でなければならないとされる(Kaplan and Norton,
1996b)｡また, BSCと報酬とのリンケージは,報酬システムの改善だけではなく, BSC
実践の慣れを防止する仕組みとしても機能すると考えられている(伊藤, 2002)｡
BSCに基づく報酬システムの正当性に関しては,上記のような観点からの説明が可能
ではあるが,実際にシステムを適切に設計/運用することは容易ではない｡なぜなら,こ
うした報酬システムを設計/運用するにあたっては,非常に多岐にわたり,しかも決定が
容易ではない選択を迫られるからである｡その選択とは,たとえば,目標設定方法,視点
間のウェイトづけ,リンケージのタイミング,報酬の算定方法,リンクする報酬の種類な
ど非常に多様で複雑である｡以下では,こうした選択に関連する設計/運用要因のなかで
ち,ある程度研究成果が蓄積されていると考えられるテーマを中心に検討を行う｡
4.2　指標の選択基準
報酬システムの側面からは, BSCは報酬と結びつけられる業績評価指標を絞り込む/
決定するためのシステムであるといえるが,必ずしも望ましい指標が選択されるという保
証はない｡先行研究は,指標の選択や変更はさまざまな要因に影響を受け,その程度が指
標によって異なっていることを明らかにしている｡
Malina and Selto (2004)は,指標の選択行動が複数の指標属性27によって影響を受ける
ことを巨大製造企業の北米販売代理店向けのBSCを対象とした調査により明らかにして
いる｡また,必ずしもBSCを対象としているわけではないが,報酬に関連した非財務指
標の選択については,複数の組織階層を対象に研究が行われている｡たとえば, Ⅰ仕neret
al. (1997)は, CEOのボーナス契約において財務指標と非財務指標のウェイトに影響を
及ぼす要因について調査し,規制,イノベーション志向の戦略の採用,戦略的品質イニシ
アティブの採用,財務指標のノイズに応じて,非財務指標の利用が増大することを明らか
にしている｡一方, Ittnerandhrker (2002)は,従業員のインセンティブ･プランを対
象に,業績評価指標の選択が,インフォーマテイブ原理のみならず,プランのその他の採
用理由(組織変革の促進,業績と支払いのリンケージの改善,労働力の改善と向上)にも
影響を受けており,さらに特定の指標の利用に影響を与える要因が同じではないことを明
らかにしている｡
さらに,河合･乙政(2007)は, BSCと報酬システムとの連動が図られている状況に
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おいて,戦略進捗度のモニターと報酬決定のための業績評価という二つの役割を同時に果
たし得ない指標が本質的に存在するので,指標の選択が困難になるとともに,戦略進捗度
のモニターという役割が犠牲にされる危険性があると事例より得られた知見に基づいて指
摘している28｡指標の利用目的の違いによる影響はVanVeen-Dirks (2010)においても検
討されている｡彼女は,定期的評価と変動的報酬という二つの利用目的によって業績評価
指標(財務指標と非財務指標)の重要性が異なること,そしてこれら重要性水準が製品戦
略,部門間相互依存性,技術的複雑性などの製造関連要因によって影響を受けることを実
証している｡こうした利用日的の違いは評価村象の違いとも関連している｡ SchifEand
Hofhan (1996)は,巨大小売組織のエグゼクティブ･マネジャーを対象とした実験研究
より,部門評価の際には財務指標を相好的に重視した評価がなされるのに対して,マネ
ジャーの評価の際には非財務指標を相対的に重視した評価がなされることを示している｡
このように,指標の選択は複数の要因によって影響を受けており,その関係性はかなり
複雑である｡たとえば,指標の選択/変更に際して,正確性や客観性あるいは低コストと
いった属性が優先されると,報酬システム運用の有効性は向上するかもしれないが,戦略
に組織成員の関心を向けさせるというBSCにおいて最も重要であると考えられる効果が
低下する危険性がある｡さらに厄介なことに, BSCの視点によって指標の選択基準が変
わってくるかもしれないのである｡そのため,戦略目標に整合的で,定量的に測定でき,
測定コストが低い指標が常に発見できるという保証は必ずしもないので,実際の指標の選
択や変更に当たっては,トレードオフの選択が強いられる可能性が十分に考えられる｡し
たがって,指標の選択/変更基準は, BSCを導入したからといって単純に解決する問題
ではないといえる｡指標の選択/変更に際して,トレードオフの選択が強いられるのであ
れば,システム設計者の意思決定がどういった要因によって影響を受けるのか,最適な選
択肢は存在し得るのか,もしくは最適な選択はダイナミックに変化するのか,さらに測定
中止やウェイト変更などの修正がどのような要因によって促進/阻害されるのかなど,明
らかにすべき課題は多く存在している｡
4.3　目標設定と評価方法
BSCに基づいて報酬を決定する際には,指標の目標値や視点(指標)間のウェイトを
決定する必要がある｡これらの項目は目標のタイトネスと評価方法に関連したものであ
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り,報酬を決定するうえで非常に重要な決定事項である｡
Kaplanらによれば, BSCの目標値は意欲的な背伸びした目標が望ましいとされてい
る｡こうした厳格な目標水準の有効性は原価企画研究などにおいても主張されている(岩
潤, 1992)｡しかし, BSCと報酬を連動させる際に,この厳しいタイトネスを個人の評価
においても課すのかどうかは議論の余地がある29｡そもそも, BSCで推奨されている目標
水準がどの程度のものであるのか,先行研究の知見に基づいた明確な定義も示されていな
いし,研究の焦点が向けられることもほとんどなかった｡目標水準や目標設定プロセスを
取り扱った予算スラック研究などはBSC研究に対してもインプリケーションを有するで
あろうが,複数指標の目標水準のタイトネスの関係性など新たに検討すべきテーマも存在
していると思われる｡たとえば,厳しい目標設定が高い成果につながるために,目標コ
ミットメントが必要であることは単一目標の設定という局面では研究成果が蓄積されてき
たが, SPMSのような複数目標の設定という局面においては研究されていない(Webb,
2004)｡
基本的に,報酬連動は外発的モチベーションの改善を通じた成果の向上を意図してい
る｡ただし,こうした基本的な想定とは逆の｢成果-モチベーション30｣という関係性も
想定し得る｡たとえば,三品(2004)は,トヨタ生産方式を例に挙げて,成果が高ければ
モチベーションも上がるという因果が働いており,さらに,オペレーションズ･マネジメ
ントがこれら二つの変数に直接的に作用していると指摘している｡また,三枝(2003,
2006)は,経営改革の推進といった局面では,ある程度の結果が早期の段階で発現しなけ
れば(ア-リーサクセス; earlysuccess),改革のエネルギーは持続しか-と主張している｡
こうした逆方向の関係性については, BSCに関する先行研究でほとんど論じられてい
ないが, BSCの設計/運用に対して影響を及ぼす可能性があり,検討の余地がある31｡成
果がモチベーションに影響を及ぼす可能性を考慮すれば,比較的早期に結果が生じたと判
断できるような目標水準が望ましいかもしれない｡あるいは,最終的な目標水準に達して
いなくても,ア-リーサクセスを的確に評価する主観的評価が必要になるかもしれない｡
このように議論は単にタイトネスの枠内だけにとどまるものではなく,より根本的なマネ
ジメントのあり方も含めて展開される可能性があり,より広角的な研究視点が必要である
と考えられる｡
こうした目標のタイトネス自体のみならず,目標達成をいかに判断するのか,その方法
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も重要な研究テーマである｡近年では,事前に設定された目標水準に基づいて評価を行う
固定的な業績契約がゲーミングや逆機能的行動につながると強く批判され,外部ベンチ
マークや同僚に対する相対的評価が望ましいと指摘されている(Hope and Frazer, 2003)0
BSCの利用企業においても,相対的な業績が改善への指針とされる時に,マネジャーが
BSCに好意的に反応することが明らかにされている(Ma血aandSelb, 2001)｡ただし,
インフォーマテイブ原理によれば,業界全体の需要水準といった他の組織にも共通した要
因よりも各個人に固有の要因が業績により多くの影響を与えている場合には,報酬は絶対
的な業績基準に基づいている方が望ましい(Milgromand Roberts, 1992)｡それゆえ,多
数の指標が組み込まれたBSCに基づいた報酬システムでは,相対的な評価が常に効率的
で適用可能とはいえないであろう｡また,相対的な評価が望ましいといえる状況であって
もBSCにおいて選択される指標について,ベンチマークなどが常に利周できるとは限ら
ないし,比較対象のデータ収集には多額のコストを要するかもしれない｡こうした場合,
相対評価と絶対評価が併用される可能性がある｡しかし,二つの評価法が混在している場
令,システムがより複雑になるのは明らかである｡
また, BSCは複数の視点(指標)によって評価を行うアプローチであるので,視点
(指標)間のウェイトづけを行う必要がある｡これには,公式ベースで各視点(指標)に
ウェイトを割り当てる方法と評価者が主観的に決定する方法とがある0 BSCに関する先
行研究では評価者による主観的なウェイト配分に多大な関心を寄せてきた32｡
たとえば, Ⅰ仕neretal. (2003a)は, BSCによる報酬システムを実証的に検討した先駆
的な研究である｡彼らは,報酬を決定するのに利用されるさまざまな業績評価指標の相対
的なウェイトがどのように決定されるのかについて,銀行のBSCを複数年にわたって調
査している｡彼らは, BSCのいくつかのカテゴリーの評価と複数指標間のウェイトづけ
が評価者の主観的判断によって行われることで,えこひいきや報酬決定基準の不確実性に
関する多くの支店マネジャーの苦情につながり33,最終的にBSCが中止される状況を記
述している34｡
BSCにおいては,客観的指標による定量的測定が指標の重要な選択基準として想定さ
れている｡しかしながら,さまざまな要因によって指標の選択行動が左右されるので,必
ずしもこの基準が優先されるとは限らない｡そのため, BSCにおいても,客観的評価と
主観的評価が混在する可能性は十分に考えられる｡現に, Ⅰ仕neretal. (2003a)のリサ-
-24-
チサイトである銀行のBSCは六つのカテゴリーから構成されていたが,定量的な指標に
よって測定されたのは三つのカテゴリーのみであり,残る三つのカテゴリーは定性的に測
定されていた｡このように,ウェイト配分のみならず,測定/評価自体に関しても主観性
が利用される可能性がある｡
一般的には主観的なウェイト配分や測定/評価はバイアスにつながり,効果的な業績評
価システムを構築するうえでは望ましくない要因であると考えられることが多い｡なぜな
ら,主観性(上司(評価者)による自由裁量)は,レント･シーキング,バイアス,えこ
ひいきといった要素を報酬システムに持ち込み,マネジャーの動機づけを低下させるから
である(PredergastandTbpel, 1993)35｡この間題はかねてより検討されてきたものであ
るが,より現代的な業績評価環境においても検討が行われている｡たとえば, Moers
(2005)は,インセンティブ･プランにおける業績評価指標の主観性や複数の客観的指標
の利用に対する上司の自由裁量によって,より寛大な,あるいは圧縮された(差がつきに
くい)評価を上司が下すことを,アーカイバル･データを用いて実証している｡
しかしながらその一方で,主観的業績評価によって,評価対象者が直面している状況に
配慮した管理不能要素の除去,逆機能的行動や努力の歪みの緩和,適応的行動の促進,不
公平感の削減,データ改ざんの防止が可能になり,インセンティブ契約が改善されるとも
指摘されている36 (Austin and Gittell, 2002 ; Baker etal., 1994 ; Baiman and Rajan, 1995 ;
Bol, 2008 ; Gibbs eta1., 2004 ; Merchant andVan der Stede, 2003)｡ BSCを用いたインセ
ンティブ契約という場面においても, BSCのすべての指標が立証可能37ではない場合に主
観的業績評価が有用であることが理論的に示されている(Budde, 200738)｡また,主観的
評価の有用性は,戦略,エージェントの人数,主観的情報の精度,上司と部下の信頼,荏
職期間,客観的(成果)指標の結果,環境不確実性,タスク不確実性といった要因の影響
を受けることが,実証研究や理論的研究によって明らかにされている(Ghosh and Lusch,
2000 ; Gibbs et a1., 2004 ; Govindarajan, 1984 ; Govindar･aJan and Gupta, 1985 ; Rajan and
Reichelstein, 2006, 2009 ;梶原･谷, 2002) 0
なお,主観的評価と客観的評価の対立軸のみならず,主観的業績評価(判断)における
非財務指標の役割にも研究関心は向けられている｡たとえば, Bankerand Mashruwala
(2007)は,業績評価や意思決定において利用される主観的情報の補足に顧客満足度や従
業員満足度といった非財務指標が有効であること,競争度によってこの非財務指標の影響
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が異なってくることを明らかにしている｡
このように,各指標の目標達成の判断方法,複数視点(指標)間のウェイト配分方法,
指標の評価方法において,どういった方法が望ましいのかは先行研究からは明確に判断で
きない39.また,各要因の組み合わせも考慮すると,さらに複雑になる｡おそらく,単一
の要因によってシステムの特徴やその有用性が規定されるのではなく,複数の要因が複合
的に影響していると考えられる｡そのため,包括的なフレームワークのもと,理論的検
討/実証分析が必要である｡
4.4　補完的手段としての報酬連動
Kaplanand Norton (2001a)も警鐘を鳴らしているように, BSCの機能は報酬決定のた
めだけにあるのではなく,一般的には戦略マネジメントとしての役割期待が強調され,戟
酬とのリンケージはあくまで戦略マネジメント･システムとしてのBSCの補強手段とし
て考えられている｡そのため, BSCと報酬とのリンケージのみを取り上げるのではな
く,戦略マネジメント･システムとしてのBSCというコンテクストのもと検討する必要
もあろう｡
たとえば, Bruggem弧and Decoene (2002)は,デンマークの石油化学会社のベルギー
事業部に対するインタビュー調査と質問票調査を通じて, BSCと報酬とのリンケージの
有効性に関するマネジャーの認知について調査している｡その結果,業務マネジャーは
BSCの遂行がモチベーションに積極的な影響を与えていると認知していたが,モチベー
ションの主な源泉は, BSCと報酬とのリンケージではなく,戦略コントロールとしての
BSCの設計/利用, BSCによるビジョン浸透プロセス,目標設定やベンチマーキングに
あることが明らかにされた｡こうしたリサーチサイトにて,もし,報酬とのリンケージの
みを取り上げて検討していたならば,擬似相関であるモチベーション向上との関係を見抜
けない危険性がある｡
管理会計情報には, ①計画や意思決定に必要な情報の提供, ②個人の動機づけという二
つの重要な役割を果たすことが期待されている(Zimmerman, 2003)｡これらの役割はそ
れぞれ,意思決定促進役割(decision-facilitating role)と意思決定影響役割(decision-
in且uencingrole)と呼ばれる(Demskiand Fel血am, 1976)｡一般的には,インセンティ
ブ契約における非財務指標の利用は後者の役割を果たすものであるが,前者の役割も果た
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す可能性がある｡ Farrelletal. (2008)は,長期雇用の場合には,インセンティブ契約に
おける将来志向(forward-looking)の指標40がパフォーマンスを最大化するタスク戦略を
従業員が識別することができるようなシグナルを提供することで,意思決定促進役割を果
たすことを明らかにしている｡
また,リンケージの影響のみならず,両者を結びつけるタイミングについても,戦略マ
ネジメント･システムというコンテクスト下での検討が必要であると考えられる｡報酬と
のリンケージが補完的手段として捉えられる場合,戦略の伝達や測定といった機能を果た
すBSCが存在して初めて,報酬とのリンケージが検討されることになる｡両者を結びつ
ける場合には,報酬とBSCのリンケージをいつ図るのか組織は決定しなければならな
い｡ KaplanandNorton (2001a)によれば,最初のスコアカードは予備的であり(暫定的
な戦略を表明しているに過ぎず),報告される業績データの信頼性が十分ではないという
事実のため, BSCと報酬をあまりにも早く結びつけない方が望ましいという｡確かに,
彼らの指摘する方法は報酬とリンケージされる指標を的確なものとし,意図された動機づ
けを提供するためには妥当なものであろう｡しかしながら,両者のリンケージをいつ図る
のかというタイミングは,単に報酬との連動(外発的動機づけ)の有用性のみならず,戟
略マネジメント･システムとしてのBSCによって促進される内発的動機づけにも影響す
る重要な選択事項になる可能性がある(西居, 2005)｡つまり,戦略マネジメント･シス
テムとしてのBSC (インターラクション,戦略と個人業務の結びつきの明確化など)に
よって内発的動機づけが高められたとしても(渡連, 2009),報酬とのリンケージに関し
てKaplanらの提案に従うとなると,外発的動機づけの改悪効果(外的報酬による内発的
動機づけの低下効果; Deci, 1975, 1980)が生じる危険性がある41｡こうした現象は,報酬
とのリンケージという断片的な部分のみを取り上げただけでは,十分に検討できない｡そ
のため,報酬決定のためだけにBSCが利用されている状況以外では,報酬とのリンケー
ジ以外のBSCの機能や影響も同時に検討対象にする必要があると考えられる｡
4.5　まとめと今後の研究課題
BSCと報酬とのリンケージに関する論点は,インセンティブ･システムの設計/運用
に関連してくるので,非常に多岐にわたっている｡さらに,指標の選択基準,目標水準,
主観的評価と客観的評価,ウェイト配分などは相互に関連してくる可能性もある要因であ
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り,包括的な視点での検討が必要である｡また,報酬とのリンケージといった断片だけで
はなく, BSC本来の機能である戦略マネジメントとの関連性も踏まえた考察を行うこと
も重要であろう｡こうした複雑な関係性の解明は,インセンティブに関連した理論の精微
化のみならず,運用の困難さがしばしば観察/指摘されるBSCや非財務指標による報酬
システム(Bmggeman and Decoene, 2002 ; Ⅰ仕ner et a1., 2003a ; Smi血, 2002)に対する実
践的インプリケーションの導出という貢献も期待できよう｡ただし,こうした研究を蓄積
していくうえで,下記に示すような点には配慮が必要であると考えられる｡
まず,日本企業を対象とする場合,欧米を中心とした先行研究の知見の解釈には注意が
必要である｡成果主義に代表される業績連動型の報酬システムが多くの日本企業で導入さ
れたといっても,アメリカ企業と比較した場合にはその普及度やメンバーの受容度などに
違いが見られる可能性がある｡ Jansanetal. (2009)によれば,インセンティブ報酬が一
般的実践となる場合,コンテクスト変数のシステム設計への影響は横和される傾向にあ
る42｡こうした可能性を鑑みると,日本企業を好象とした研究を実践する際には,主に欧
米を中心に蓄積されてきた先行研究の知見のみに依存するのは望ましくないであろう｡た
とえば,能力や個人属性の評価を意図せずに仕事ぶり(パフォーマンス)の評価に焦点を
当てる欧米の人事評価とは異なり,能力や態度などの人物側面もあわせて測定を試みるこ
との多い日本企業(遠藤, 1999;金井･高橋, 2004)では, BSCと報酬とのリンケージ
やBSCによる個人評価を実践するうえで,欧米企業以上に不公平感や評価バイアスに配
慮する必要が高い可能性がある｡
次に,報酬とのリンケージに関する研究の多くは,エージェンシー理論に依拠したもの
であるが,より多様な理論的パースペクティブによる検言封まより豊かな知見をもたらす可
能性が高い(Bonner and Sprinkle, 2002 ; Otley, 1999)｡たとえば, Chong and Eggleton
(2007)は,伝統的なエージェンシー理論に行動理論の要素を統合することで,インセン
ティブベースの報酬スキームが重要なシステムになる場合とそうならない場合があること
を実証している｡また, Bou曙uignon (2004)は,個人の評価や報酬決定の議論はマネジ
メント･コントロールのみならず人的資源管理においても展開されており,実りある知見
を蓄積するためには二つの視点からの検討が重要になると指摘している｡
こうした理論的パースペクティブにも関連するが,方法論としては,研究領域的に数理
モデルによる理論的検討が多く行われてきた｡これら分析モデルによって提示された実証
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的インプリケーションは実証研究を通じて検証されるのが本来のステップであるが,現状
では両者の成果の間に矛盾が生じているテーマもある(たとえば, BSCにおける主観的
評価)｡その原因はおそらく,分析的研究にも実証研究にもあるのだろう｡分析的研究で
は実証的含意のある命題を証明し,実証研究では分析モデルによって予測される結果を検
証していくことが重要である(太田, 2010)｡ただし,現状では相対的にBSCと報酬のリ
ンケージに関する実証研究が不足している状況にあると思われる｡多期間モデルの分析結
果が示唆するように,インセンティブの影響はワンショットの観察で捉えきれるものでは
ない｡それゆえ,より長期的な視点に立ったフィールド･スタディを通じた経験的証拠の
蓄積が求められることになるだろう43｡
なお, BSCと個人のインセンティブとの関連性を扱った先行研究は専らボーナスなど
の金銭的報酬に焦点を当ててきた｡しかしながら,組織によって与えられるインセンティ
ブは多様であるので,研究焦点は金銭的インセンティブに限定されるべきではない｡たと
えば,財務的な業績のみならず,非財務指標による測定結果も昇進/降格の意思決定に影
響を及ぼす可能性があるので(Campbell, 2008),今後は人事評価との関連性なども検討
対象に加えていく必要があるだろう｡
5　因果関係に関する研究
四つの視点間の因果関係はBSCの鍵概念であり, BSCと他の業績評価システムとを区
別する際の重要な特徴であるとされてきた｡原因と結果の関係として理解される因果関係
が業績評価に組み込まれることは,予測,意思決定,コミュニケーション,学習,目標整
合性にとって重要である(Malinaetal., 2007)｡すなわち,先行指標による成果の予測,
認知負荷低減による戦略的/評価的決定への集中,重要な目標達成方法の伝達,指標間の
トレードオフに関する学習,成果に対するアクションの影響の理解といった側面に因果関
係の意義が認められる｡もちろん,これらの効果は業績評価システムにとって重要である
ので, BSCで想定される関係が本当に原因と結果の関係であるのかという点を中心に多
大な研究関心が向けられてきた｡
先行研究は大きく二つの方向に分けられる｡一つは視点(指標)間関係について統計的
検証を行っている研究である｡もう一つは視点(指標)間関係に関連づけて組織的プロセ
スに着目している研究である｡後者の研究群は, BSCの視点(指標)間関係が原因と結
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果の関係ではないという立場に立っている研究が多いのが特徴である｡以下では順に検討
を行う｡
5.1視点(指標)間関係の統計的検証
必ずしもBSCの提唱が契機というわけではないが,業績評価指標間の関係性,特に非
財務指標の改善が財務指標の向上につながるのかという点を中心に,統計的検証を試みる
研究が近年数多く行われている44｡ BSC実践にとって因果関係は鍵概念であるため, BSC
自体の有用性を検討するうえで,視点(指標)間関係の実証的検証は重要な研究領域であ
る｡
ただし,こうした経験的証拠は,その他のBSC研究にとっても重要なインプリケー
ションを有している｡なぜなら, BSCにおける因果関係の存在を仮定している研究が少
なからず存在しているためである｡たとえば,エージェンシー理論に依拠した研究では,
非財務指標は将来の投資リターンや財務業績に関して,ノイズが幾分あるにせよ,ある程
度の予測を提供する先行指標であるとされる(たとえば, Dikolli,2001など)｡また,共通
指標バイアスの議論においても,指標間に因果性があるからこそ,独自指標無視の影響は
より一層深刻になるので,バイアスの緩和/解消方法の検討が大きな研究意義を有してい
る｡このように,視点(指標)間関係の因果性の検証は理論的観点からも重要な研究領域
であるといえる｡
視点(指標)間関係の統計的検証は実に多様な観点から行われている｡これらの主な研
究に関して,分析村象,分析方法,分析結果などの観点からまとめたものが図表845であ
る｡一つひとつの研究結果について詳細に検討するほど紙幅に余裕がないので,以下で
は,こうした実証分析がより精教化することを狙って,いくつかの分析パースペクティブ
から先行研究の検討を行いたい｡
5.1.1対象となる視点
図表8の｢関連指標/視点｣欄は,検証された各指標がBSCにおけるどの視点に属す
るのかを示している｡ただし,実際にある指標がどの視点に属するのかは明確な基準があ
るわけではない｡そこで,各研究で明示されていない場合には著者が主観的に(BSC導
入ケースでの分類例を参考に)分類した｡その意味で限界がある分類ではあるが,全体的
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図表8　指標(視点)間関係の実証分析
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動向を把握するには参考になるであろう｡
取り上げられることの多い視点は,内部ビジネス･プロセスの視点,顧客の視点,財務
の視点の三つであるが,特に顧客と財務の二つの視点間関係に焦点が当てられていること
が多い｡一方,四つの視点すべてを同時に取り扱っている研究はBryantetai. (2004)以
外に見当たらない｡これは,研究関心が｢非財務指標が財務指標の先行指標であるのか｣
という点に主に置かれていること,研究領域的にマーケテイング研究の関心と重複するこ
と,タイムラグの相対的短さによるデータの入手可能性の高さなどが影響していると考え
られる｡
実証研究においでは,検証に用いるインディケーターがどういった次元,概念を想定し
ているのかは重要な問題である｡祝点間の関係性を中心に考えた場合には,たとえば,顧
客の視点が概念に相当し,ロイヤルティやブランドが次元に相当し,個別の測定指標がイ
ンディケーターといった捉え方も可能である｡しかしながら,必ずしもこうした概念の操
作化に関する議論が十分に行われずに,単に指標レベルでの関係性について言及している
研究も多い｡これは前述したように, BSC自体(すなわち,祝点間)ではなく指標間関
係(先行指標としての非財務指標)に研究関心が向けられていることが大きく影響してい
ると考えられる｡しかしながら,財務,顧客,内部ビジネス･プロセス,学習と成長の四
つの視点は雛形として周いられることが多いため, BSCや因果的な業績評価モデルの有
用性の検証という観点からは,指標間よりもむしろ視点間の関係性の検証が重要になる｡
なお,指標間関係に焦点を当てるにしても,指標の定義や測定方法は分析対象業界の影響
を受けるために(Lied放a, ZOOZ),各研究の比較検討や一貫した研究蓄積を可能にするに
は,概念定義や操作化などに関する十分な検討が必要となる｡
また, BSCでは四つの視点間のみならず,横の因果連鎖と呼ばれる関係も重要祝され
る｡各視点内では,行動の結果を測定する一般的な成果指標と成果のドライバーや原因に
関する情報を提供する独自指標が選択される(Bryanteta1., 2004)｡一般的に後者の指標
はパフォーマンス･ドライバーと呼ばれ,この指標間関係は横の因果連鎖と呼ばれてい
る｡成果指標とパフォーマンス･ドライバーとの関係は遅行指標と先行指標の関係に当た
り,両者は統制可能性という観点で大きく異なっている(伊藤, 2003)｡前者は事後的指
標であるために期中に組織メンバーによって管理できないのに対して,後者は組織メン
バーが日常的な業務を通じて管理できる指標でなければならない｡この二つの指標間に関
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連性が認められるために,戦略の実行が組織メンバーの日常業務と関連づけられることに
なる｡
Bryantetal. (2004)などを除くと,実証研究上,この二つの因果関係について明示的
に区別がなされていないことが多い｡前述したように,指標レベルでの関係性が分析され
ることが多く,各視点が明確に検討対象にされていないので,四つの視点を通じた縦の因
果性を分析対象としていたとしても,分析対象とされた指標にパフォーマンス･ドライ
バーが混在している可能性を否定できない｡ただし,この間題は表面化しにくい性格を有
している｡たとえば,内部ビジネス･プロセスの視点に関連したパフォーマンス･ドライ
バーと顧客の視点の成果指標との間には,両視点に因果性があるなら統計的に有意な関係
が観察される可能性があるからである｡縦の因果連鎖と横の因果連鎖とでは,分析結果の
インプリケーションが異なってくるために,分析上両者を明確に区分することが必要であ
ると思われる｡
5.1.2　想定される関係性
因果関係が認められるという分析結果が導出されるか否かだけに先行研究の関心がある
わけではない｡なぜなら,ある指標が他の指標の改善を導く原因になっているということ
は,その結果を導くのに要する期間がどの程度必要なのか,その原因によってどの程度の
結果が予測できるのか,その関係性は安定した直線的関係なのか,といった側面も同時に
明らかにする(必要がある)ことだからである｡たとえば, Bankeretal. (2000)は,ホ
テルチェーンを対象とした分析から,マネジャーの行動や意思決定に影響を及ぼすには,
財務業績と顧客満足との関係性の強さやタイムラグについて具体的に理解しておくことが
重要であると指摘している｡したがって,統計的分析をする際には,研究者が視点(指
標)間の関係性(タイムラグ,効果の持続性,発現形態など)についてどのような想定を
置くのかは重要な論点となる｡
先行研究において,どの程度のタイムラグが観察されているのかは,リサーチサイト,
対象とされる関係によって異なっている｡たとえば, Rileyetal. (2003)とBehnand
Riley (1999)の米国主要航空会社を対象とした分析結果は,マーケットシェアやキャパ
シティと財務業績との関係の方向性(正負)が全くの反対の結果ではあったが,これは焦
点となっている収益性の時間的長短の違いによって生じていると説明されている(Riley
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et a1., 2003) ｡
一般的論調としては, ROIなどの財務指標は結果指標であり短期主義的行動を促進する
傾向があり,プロセスを測定できる非財務指標はこうした短期志向を是正する効果を有す
ると考えられている｡しかしながら, Behn弧dRiley (1999)やWiersma (2008)の分析
結果に示されるように,財務指標と非財務指標とのタイムラグが極端に短い場合には,財
務指標が短期主義的行動を促進するとは限らない｡タイムラグが1ケ月といった短い期間
の場合には,仮に財務指標のみであっても非財務業績を犠牲にして財務業績を改善すると
いう行動は取られにくいであろう｡非財務指標が先行指標として行動的影響を及ぼすの
は,業績評価サイクルよりも指標間のタイムラグが長い場合であると予測される｡この点
に関して,これまでのBSC研究では,ステレオタイプ的に時間的長短を判断してきたと
いえる｡しかしながら,指標間のタイムラグにかなりのバラツキが見られることを鑑みれ
ば, BSCのような(因果性のあると予測される)複数指標による業績評価の行動的影響
を検討する際には,業績評価サイクルと指標間のタイムラグとの関係性を考慮に入れた分
析が必要であろう｡
タイムラグに関しては,効果の持続性も検討対象とする必要がある｡たとえば, ｢ある
指標の改善が半年後の他の指標の改善と関係しているという場合に,その効果がどの程度
持続するのか｣は重要な論点であろう｡また,持続性に関連して,効果がどのように発現
するのかも重要である｡たとえば,現在の顧客満足度の改善が半年後の財務業績と関連し
ているといった場合に,半年先の財務業績にいきなり大きな変化が生じるのか,統計的に
有意ではなくても1ケ月単位で財務業績に徐々に変化が生じているのかは実践上大きな違
いがあるだろう｡特に,新たな戦略の実行に伴う効果の検証のような状況下では,前者の
パターンではどの程度のラグがあるのか事前に特定されていない限り,戦略が失敗してい
ると判断されるリスクがある｡
こうした問題は,視点(指標)間の関係性を示す関数が非線形であるのか否かという観
点にも関連してくる｡非線形関係の説明には,ゼロックス社の｢顧客満足度調査にて5点
の満点(非常に満足)を付ける顧客は4点(満足)の顧客の6倍の再購入を行う｣という
事例UonesandSasser, 1995)がしばしば引用される｡こうした非線形関係を明らかに
している実証研究としては,Anderson etal. (1994) , Ittner and hrcker (1998a), Dikolli
andSedable (2007)などがある｡ただし,非線形といってもすべて同様の関係性ではな
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く,複数の形態が存在している｡たとえば, DikolliandSedatole (2007)は,非線形関係
を, (∋Curvilinear Function (関係性の強さが指標の水準によって変化する), ②Knked
Function (特定の領域のみで関係性が観察される) , ③Asymmetric Funcdon (正の効果と
負の効果の強さが異なる)の三つの形態に分類している｡これらの非線形関数はどれも,
理論的にも実践的にも有意義なインプリケーションを示唆している｡
さらに,視点(指標)間の関係を媒介あるいは調整する要因の検討も重要である｡たと
えば, Banker and Mashruwala (2007)は指標間の関係(顧客満足度/従業員満足度と財
務業績)が競争度によって調整されることを明らかにしている｡
5.1.3　分析対象
図表8の｢分析対象｣欄に示されるように,因果関係を検証する対象は,一つの企業を
対象とする場合と複数企業を対象とする場合の二つに分けることができる｡一見すると,
単なる分析対象の違いにしか見えないが,分析結果の意義には大きな違いがあるように思
われる｡
BSCの各視点の成果指標には,多くの戦略に共通した目標や多くの企業や産業に共通
する類似の構造を反映した一般的な指標(Rot,マーケットシェア,顧客満足度,新製品
導入など)が含まれていると説明される(KaplanandNorton, 1996b)｡しかしながら,一
般的とされる成果指標によって,各社の異なる戦略の進捗度が測定できている保証はどこ
にもない｡仮にKaplanらの提示する一般的な成果指標によって,多くの企業の戟略の進
捗度の大部分を測定できているとしても,少しのズレは大きな影響を及ぼすと考えられ
る｡なぜなら,四つの視点やそこに属する指標は関連性を持って理解されるのがBSCの
特徴であり,指標の欠如や余計な指標の追加による業績評価上の歪みが戦略の是非に関す
る判断に大きな影響を及ぼす可能性があるためである｡そのため,業界や国といったグ
ループを対象としたクロスセクショナルな研究では,戦略との関連性から視点(指標)間
関係を検討しているというよりもむしろ,複数企業間に共通して成立する視点(指標)間
関係の識別/明確化を意図した研究として捉えた方が望ましいであろう46｡
たとえば, SmithandWdght (2004)は,アップル,コンパック,デル,ゲートウェ
イ, HP, IBMというPC業界大手6社の24四半期間の時系列データを用いて,顧客ロイ
ヤルティの規定要因,顧客ロイヤルティと財務業績との関係について,分析を行ってい
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る｡パス解析の結果,企業の生命力,アフターサービスの質,製品品質によって顧客ロイ
ヤルティが規定されること,顧客ロイヤルティが財務業績に正の影響を与えていることが
明らかにされている｡しかしながら,この分析結果は, 6社全社が品質の改善から顧客ロ
イヤルティ,財務業績の向上を狙った戦略を展開していることを意味していない｡より厳
密にいえば,これらの指標によって戦略の進捗度を測定するのが最適とはいえない戦略を
実行している企業も存在している可能性がある｡このように,複数企業を好象とした場合
には,各社の戦略上の意図を反映したリサーチデザインとすることは困難である｡もしく
は,各社の戟略の違いをコントロールしたうえでの分析が必要となる｡
一方,単一企業を対象とした場合には,各社の戦略に配慮しての検証が可能である｡ま
た,分析対象企業がBSC導入企業1社であるなら,戦略を落とし込んだ視点(指標)間
関係が因果関係であるのかどうか観察することができる(Mahaeta1., 200747など).た
だし, 1社を対象とした検証の場合,あくまでその関係性の存在を結論づけることができ
るのは分析対象企業のみで分析結果の外部妥当性において限界を抱える｡方法論的に
は, 1社を対象とした分析の場合には,その後,複数企業を対象として結果の外部妥当性
を検証するのが通常のステップであろう｡しかしながら,戦略と因果関係の関係につい
て,研究者がどのような捉え方をしているかによって,この検証の必要性に対する見解は
変わってくると考えられる｡たとえば,戦略の議論と同様に,因果関係が各社それぞれ異
なる関係で存在していると考えることもできる｡このような捉え方は,複数企業をサンプ
ルとした場合とでは,かなり異なっているといえよう｡
こうした違いは,結局のところ,因果関係がどういった視点(指標)間関係であるのか
という研究上の基本的想定の違いに大きく影響を受けると考えられる｡後述するように,
因果関係にはHumeの指摘した科学的意味での定義を与えることもできるが,視点(拷
標)間の関係性という観点からは,業界内で平均的に見られる関係性48,ある企業が戦略
的に意図した関係性,ある企業において現状観察される関係性(戦略的な意図とは無関係
に),財務的成果に最も影響する関係性49など,その好象について複数の捉え方が可能で
ある｡実証研究上,どういった視点(指標)間関係を明らかにしようとしているのかが不
明確であることが多く,研究結果の解釈や蓄積にとって阻害要因になる可能性がある｡そ
のため,どういった関係性に焦点を当てるべきなのか,あるいは当てているのか,より明
確にしたうえでの分析が必要であろう｡
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なお,視点(指標)間関係の解明は実践的インプリケーションを有していると考えられ
ていることも多い｡ただし,持続的競争優位獲得につながる財務業績向上策に関する実践
的処方隻の発見/提供は,下記の理由から,学術研究としての実現可能性は高くないと考
えられる｡
まず,そのような関係は潜在的な関係50であるために,その関係を発見/検証するため
のデータが十分に揃っていないことが多いうえに,そもそも多くの人々が直感的に意外と
感じる関係である可能性が高いので(三品, 2004),検証対象とする関係の想定自体が困
難である｡
さらに,そうした関係性が見出されたとしても,その発見された知見が研究成果として
公表されれば,その効果は低減するであろう｡厳密な意味での因果関係の定義からすれ
ば,原因と結果が安定的に観察されるはずだが,同一の因果関係の知見に基づいた戟略に
よる同質的競争やその因果関係を崩壊させるような戦略採用といった行動は,その因果関
係に基づいた超過利潤の実現を疑問視させる｡
このように,戦略決定に有用な情報の予測といった意味での貢献可能性は限定的なもの
にならざるを得ない｡ただし,実践的インプリケーションがないわけではなく,分析手法
の洗練化や非線形関係の発見といった側面では示唆を与えることができると考えられる｡
実際の視点(指標)間関係が目的と手段の関係であるとしても,事後的にその関係の安当
性に関して,統計的分析を行う場合(KaplanandNorton, 2001a)があるので,分析方法
の精微化や非線形関数などの意外な関係性への注意喚起は,実践家にとって有益であろ
う｡
5.2　組織的プロセスとしての視点(指標)間関係の意義
実証研究の分析結果の一貫性欠如からも示唆されるように,因果関係を組み込んだ
BSCを実際に構築/維持することはかなり困牡である｡理論的には,こうしたBSCは予
測,意思決定,コミュニケーション,学習,目標整合性といった便益(Mahaeta1.,
2007)を引き出すうえで明らかに欠陥を抱えていることになるが,因果関係が欠如してい
るBSCであっても利用され続けている,あるいは成功していると社内で認知されている
実務が観察されている(Mahaetalリ2007 ; Sundineta1., 2010 ;Webb, 2004)｡そのた
め,研究関心は原因と結果の関係に限定されず,視点(指標)間の関係性がどのような関
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係であるのか(あるいは組織メンバーにどのように認知されているのか),そしてその意
義/役割はどういったものなのかといったより広範なテーマを対象としている｡
5.2.1 BSCにおける因果関係の意義
Nβrreklit (2000)は,因果関係に関するHumeの議論51を援用して, KaplanとNorton
が想定している因果関係が非常に不明確であり,論理的関係(logiCalreladonship)や目
的論関係(丘nalib'relationship)52が混在していると指摘している｡そして,この根拠のな
い想定のもと,フィードフォワードなコントロールを行うならば,道機能的な組織行動や
部分最適化を招いてしまうと批判している｡
確かに彼女の議論にあるように,厳密な科学的意味で原因と結果の関係として因果関係
を捉えた場合,こうした因果関係が維持された業績評価システムを構築することは容易で
はない｡ Humeによれば,原因と結果に関する推理は論理的(演樺的)に行われるのでは
なく,経験の積み重ねから導かれる(ヒュ-ム, 2006)｡そのため,先行経験の少ない新
規戦略といった場合には特に,四つの視点間の関係を原因と結果の関係によって構築する
ことは困難となる｡因果性を業績評価モデルに組み込むことの困難性は先行研究でも指摘
されている｡たとえば, EcclesandPybum (1992)は,品質,顧客満足,イノベーショ
ンなどの非財務指標を含む業績評価システムの構築の困難さを指摘したうえで,経験上の
諸関係を上手く捉えているモデルもあれば,実際には存在しない関係をマネジメントの信
念によって創造することができるほど強力に遂行されるモデルもあるとしている｡同様
に, OIveetal. (1999)は, BSCの各指標間関係はある程度検証可能な関係と何かを仮定
したときに成立する関係(その際の予想が正しいかどうかを示す研究がない関係)から構
成されると指摘している｡さらに, DeHassandmeingeld (1999)は,非財務指標と財
務指標(企業価値)の関係の証明が多くの場合なされておらず,仮になされていたとして
ち,それはせいぜい事後的に示されるにすぎないと指摘している｡
しかしながら, Kaplan and Norton (1996b, 2001a, 2004a)の主張からも分かるように,
BSCにおいては因果関係が中心的な役割を果たしているといえる｡彼らはHumeの定義
のような厳密な意味で因果関係という言葉は用いていないが(NfWreklit, 2000),戦略を
ストーリーとして措き,理解可能性と戦略的整合性を高めることに重点を置いた因果関係
の説明をしている｡その際,目的論関係とすべきところを因果関係としている可能性があ
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るが(Nβrreklit, 2000),修辞学的観点からは,五malib,よりもcausalib,の方がより一般に
知られた概念であり,因果関係という用語を用いた方が組織成員に対してより説得的で
あった(BukhandMalmi,2005)｡さらに,戦略マップの提唱もこうした因果関係の意義
を強化するものであったといえよう｡戦略マップの有効性の学術的検証(たとえば,
Bankeretal., 2004)は非常に限られてはいるが,戟略マップを使用することで戦略の理
解可能性を高めているケースは,多くのBSC導入企業の紹介文献において報告されてい
る｡このように,理解可能性や戦略的整合性の向上といった要因が因果関係の意義として
強調されている53｡
この点に関連して, Webb (2004)は, SPMSの因果関係の強さの知覚が目標コミット
メントに正の影響を及ぼしていること54を実験研究によって実証し,因果関係(の知覚)
の行動的影響のメカニズムを定量的に示している｡また, Sundinetal. (2010)は, ｢統計
的な指標間関係(因果関係)｣と｢組織成員が因果関係と考える信念/知覚｣とを区別
し,フィールド･スタディを通じて,自身の職務が組織の価値連鎖にどのように関係して
いるのか組織成員に理解させるうえで,後者の知覚が重要であることを指摘している｡こ
のように,モチベーションや目標整合性などの行動的影響という観点からは,原因と結果
の関係が実際に存在することよりもむしろ,たとえ実在しなくとも組織成員がそうした関
係が認められると知覚していることがより重要となる｡そのため,因果関係に関する経験
的証拠が欠如していることだけで, BSCまたは業績評価モデルの妥当性は単純には否定
できない(Malina et a1., 2007)0
5.2.2　インターラクションの重要性
BSC構築の一般的説明では,ビジョンや戦略の明確化/策定-戦略目標や因果連鎖の
設定-BSCの作成といったプロセスが示されている｡ただし実際には,このようにバト
ンタッチ的にプロセスが進むとは限らない｡たとえば,トップによって戟略が明確にされ
ていなかったり,戦略マップの雛形や成果指標設定によって現状の戟略に欠如/重複/矛
盾している要因が明らかになったりするので(Kaplmand Norton, 2001a;森沢他, 2005),
戦略策定や視点(指標)間関係/戦略マップ/BSCの構築が同時並行的に進む場合もあ
り得る｡
また,前述の先行研究に示されるように, BSCの視点(指標)間関係は厳密な意味で
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の原因と結果の関係でなく,その関係は相互依存関係,論理的関係,目的論関係,そして
因果的であると知覚されている関係といったように多様な関係である可能性がある｡
これらの状況下では,確定的ではない戦略の各要素を互いに統合/調和させる必要があ
るし,それらの各要素に関する組織成員の認知や理解の相違を埋める必要がある｡調和や
統合の程度を評価するうえで業績測定は重要な役割を果たすが,言語ゲームが生じる社会
的/文化的グループ,または組織階層が存在するために,組織成員にとって,選択された
指標の意味が必ずしも同じであるとは限らない(N伊rreklitandMitchell, 2007)｡そのた
め,単純に上位から下位へと一方向的であるトップダウン型の戦略伝達は機能せず,より
双方向型のコミュニケーション(好話/インターラクション)が求められる｡
視点/指標/目標/戦略などの個々の諸要素が全体としてどのように整合しているのか
は,先行研究では凝集(coherence)という概念によって説明されている(Chenh;札2003 ;
De Hass and Kleingeld, 1999 ; Ferreira and Otley, 2009 ; Jazayeriand Scapens, 2008 ;
NOrreklit, 2000 ; Seal, 2001 ;小林, 2000)｡凝集の定義は論者によって異なる場合もある
が,業績評価システムに関連した研究では,個々の要素が一貫して全体を形成しているこ
とを重視した捉え方がなされることが多い｡そのため,視点(指標)間関係を因果関係と
みなすことよりも,戦略とオペレーションあるいは個人と組織といった関係性55におい
て,個々の要素が全体としてどのように関連しているか理解し,整合あるいは補完関係を
構築することが重要視される　Uazayeriand Scapens, 2008 ; NOrreklit, 2000 ; Rouse etal.,
2002)｡たとえば,目的一手段関係においては,とられた行動(手段)が意図された目的
に対して適切であるのかどうかが重要祝される(Nwreklit and Mitchell, 2007)0
そして,こうした組織の凝集性を高めるうえで重要視されるのが対話である｡すなわ
ち,対話56によって,さまざまな戦略的領域に関する情報が共有/調整されることで,全
体としての相互依存関係57,目的論関係の理解が促進され,因果関係についての不十分さ
が補完される(De Hass and Kleingeld, 1999 ; N疹rreklit, 2000 ; Norreuit and Mitchel1,
2007;小林,2000)｡たとえば, MalinaandSelto (2001)は, BSCに関するコミュニケー
ションが一方通行(トップダウン/参加なし)であるときには,コンフリクトや緊張関係
が醸成され, BSCに対する認知に負の影響を与えることをフィールド･スタディより明
らかにしている58｡
ただし,凝集を高めるような業績評価システムの構築は容易いことではないので,対話
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を促進し,凝集を高めるには,どのような業績評価のフレームワークや運用プロセスが必
要であるのかは,重要な検討課題であろう｡たとえば, Ibuseetal. (2002)は,国際航空
企業のメンテナンスサービス事業部における統合的業績測定システムの開発/導入を対象
としたアクション･リサーチを通じて, DEA (DataEnvelopmentAnalysis)による業績
データの分析は生産性や継続的改善における経過的変化を定量化するうえで有用であった
が,凝集性を高めるうえで重要であると考えられた業績結果の原因探索や解釈の提供に
は,重要成功要因,指標,プロセス/コストドライバーの関連性を明示する業績フレーム
ワークの構築が重要であったことを明らかにしている｡このフレームワークは,計画とコ
ントロールのフレームワーク(Anthony,1965),パフォーマンス･ピラミッド(Lynch
andCross,1991),重要成功要因をプロセスに結びつける業績評価指標の必要性
(Beischel and Smi仇, 1991), BSC (Kaplan and Norton, 1992)59を参考にして構築されたも
のであった｡
このように, BSCにおける厳密な意味での原因と結果の関係の存在は批判的に検討さ
れてきた｡ただし,因果関係の欠如からBSC自体の有用性そのものが単純に否定されて
きたわけではなく, BSCに求められる役脅廟得やそのために必要な要素がより明確にさ
れてきたといえよう｡ NOrrekht (2000)はBSCに対してかなり批判的な検討を行ってい
るが60,たとえば,小林(2000)は彼女の見解を引用しながら,因果関係の不十分さを補
ううえでインターラクテイブ･コントロールとしてのBSCの運用の重要性を指摘してい
る｡
なお,対話といったインターラクションは,フィードバックの局面でも重要になる61｡
BSCの基本的説明では,統計的にある程度の因果性が認められるかどうか分析すること
で,戦略の妥当性の検証が可能になるとされている(Kaplanand Norton, 2001b)0 Camp-
belletal. (2002)は, BSCの指標のフィードバックや学習の役割についてストア24を対
象に調査を行い, BSCは単に戦略や戦略遂行を示す重要な指標を伝達するだけではな
く,戦略のパフォーマンスの統計的検証も可能であることを明らかにしている｡
しかしながら,こうした検証はそれほど簡単なプロセスではないと考えられる62｡過
常,各視点の成果指標の実績データを分析した際に,因果性が認められるという結果63が
得られた場合,戦略が正しく機能していると判断される可能性が高い｡ただし,この場合
でも,無数にあるともいえる影響要因を完全にコントロールしているわけではないので,
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先後関係に代表されるように,因果関係があると誤解してしまう危険性はある｡
また,因果性が認められないという結果の場合には,マネジャーは困難な判断を迫られ
ることになる｡というのは,指標間の因果関係に関して,どの程度のタイムラグが存在し
ているのかは事前に把握できないからである｡そのため,因果性が認められないという結
果が,タイムラグによるものなのか,もしくは戦略の失敗によるものなのか,明確な証拠
がないなかでマネジャーは判断を迫られることになる｡特に,これまでの経験による判断
は,戦略転換に伴いBSC導入を囲ったような,戦略に新規性があるケースほど困難にな
るだろう｡
さらに,いずれの場合でも,戦略の進捗度を測定する指標の選択を誤っている危険性が
あるので,指標間関係の統計的分析をそのまま受け入れることにはリスクを伴う｡また,
定量データによる検証が重要であることは否定しないが,現場の人々が個別の問題対応を
通じて感じたことや検討したこと(定性的内容)も同様に重要であろう｡それゆえ,こう
した分析結果を適切に解釈するには,垂直的/水平的なインターラクションは欠かせな
い｡
また,定量データによる検証が困難であるような企業(西居, 2004)では,よりいっそ
うインターラクションの重要性が高まるといえる｡たとえば,特許の年間取得件数,顧客
との年間新規契約数などのデータが数件といった少数で,これらの指標がBSCに含めら
れている場合,これらのデータを統計的に解析することにそれほど高い意義は見出せな
い｡このようなケースでは, BSCの四つの視点を通じた目標設定や戦略マップによる戟
略描写には意味があっても,わざわざ測定値として示さなくても,組織メンバーはその実
態を十二分に把握している可能性が高い｡こうした定量データがうまく適合しない,ある
いは定量データには現れてこない実態を捉えるには,情報提供や共有のためのインターラ
クションがより重要になってくる可能性が高い｡
5.2.3　戦略策定との関連性
先行研究では,戟略/戦略マップ/視点(指標)間関係を明確化していくプロセスにお
いて,組織(戦略)と個人のベクトルを一致させ,彼らの目標コミットメントを高めるた
めに,垂直的/水平的な対話の果たす役害は言重要視されている｡しかしながら,柑話と
いったインターラクションによる方法で十分であるのかは,慎重な検討が必要であると恩
-42　-
われる｡最後に,この点について検討しておく｡
日本企業の導入ケースでは, BSCや戦略マップが戦略実行のためのみならず戦略策定
のためにも利用されていると指摘されている(伊藤, 2002;裸井, 2003;森沢他, 2005)｡
また, Kaplanらの説明も徐々に包括的な戦略マネジメントとして展開されるようになっ
ている(Kaplanand Norton, 2008a/b)｡つまり,戦略策定にまで議論の好象が及ぶように
なり,それらの手順や具体的内容が標準化されてきている｡たとえば,戦略論の教科書
(沼上, 2009)では,顧客の視点にはポジショニング,内部ビジネス･プロセスの視点に
はポジショニングとRBV,学習と成長の視点にはRBV,一連の視点を因果関係として考
察する点には創発戦略やゲーム論的アプローチといったように, BSCは一つの戦略観の
みに縛られた手法ではなく,多様な戦略観に基づいた研究結果を多分に取り組んだ包括的
な戦略的計画の手法であると説明されている｡
一見すると, BSCの体系化が進み,包括的なシステムとして完成度が高まっているか
のように見えるが,果たして本当にそうなのかは疑問である｡というのは,戦略マップや
因果関係の具体例として示されるストーリーは多くの読者にとって常識的であるが,そう
した雛形にあまりにも引っ張られすぎて戦略を構築してしまうと,独自性の低い同質的な
戦略にたどり着く可能性が高い｡もちろん,戦略マップや四つの視点はあくまで雛形であ
り実際の中身を検討するのは実践家なので差別化が生まれる余地があるという反論は可能
であるが,巧みなレトリックによる戦略マップや四つの視点を通じた因果関係の説明が多
くの実践家に受け入れられやすいほど,独創的な発想は生まれにくくなるだろう｡三品
(2004)によれば,よき戦略とは,常理に照らせば非合理であると同時に,理外の理に照
らせば合理でなければならない｡さらに,理外の理を見抜くことは難しいうえに,周囲の
理解を得るとなると,さらに難しいという｡
このように｢よき戦略｣を捉えると, BSCとの関連性では次の二つの疑問が重要とな
る｡一つは,戦略マップや因果関係のフレームワークを参考にして策定される戦略が,
｢常理に照らせば非合理であると同時に,理外の理に照らせば合理である｣という特徴を
有することができるのかという点である｡もう一つは, ｢常理に照らせば非合理な戟略｣
を, ｢常理として分かりやすさや納得感が感じられる戦略マップや因果関係｣を通じて,
どこまで組織メンバーに適切に分かりやすく伝達することができるのかという点である｡
つまり,戦略自体の有用性という観点からは,一見すると非合理に見えるが,実は合理な
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視点(指標)間関係を構築しながらも,戦略の実行性という観点からは,非常に納得感の
高いストーリーを表現している視点(指標)間関係を構築する必要がある｡
しかしながら,先行研究では,組織成員と組織のベクトルが一致し,目標や指標に対す
る彼らのコミットメントを高めるうえで, BSCが有用であるのか否かという点に主に関
心を向けてきた｡それゆえ,具体的な戦略自体の内容も踏まえて議論が展開されることは
多くなく,戦略策定と実行の両面において,インターラクションによる戦略(マップ)/
因果関係の構築が有効であるのか,ほとんど検討されていない｡特に,三品(2004)に
よって指摘されるような特徴を有した｢よき戦略/因果モデル｣が,凝集の確立に貢献す
るインターラクションによって導出されるのかは興味深い検討課題であると考えられる｡
おそらく,インターラクションのみに依存した方法が望ましいわけではないであろう｡
Abeme血yetal. (2005)は,知識集約産業(例証されたフィールドは病院)において重要
となる業績マップを構築する方法として,コンピュータ支援によるアプローチ,エスノグ
ラフィック･アプローチ,インターラクテイブ･アプローチ64という三つの方法によるト
ライアンギュレーションを提示している｡こうした複数方法の組み合わせ以外にも,完全
なトップ主導のアプローチによって, ｢理外の理に基づけば合理な戦略や因果モデル｣が
導かれるのであれば,安易にトップダウン型のモデルを否定するのではなく,より慎重な
検討が必要であろう｡
5.3　まとめと今後の研究課題
本研究では,因果関係に関する先行研究を,視点(指標)間関係の統計的検証による実
証研究と組織的プロセスの観点から理論的/経験的に検討した研究とに分類し,レビュー
を行った｡
Norreklit (2000)に代表されるように, BSCの視点(指標)間関係は原因と結果の関
係ではないと批判されているが,因果関係の存在が多くのBSC研究の前提になっている
ことを踏まえれば,統計的検証による経験的証拠は重要な理論的インプリケーションを有
している｡また,分析方法の洗練化や意外な関係性への注意喚起のように,実践的なイン
プリケーションの導出も期待できる｡ただし,予測や意思決定に関する実践的処方隻とい
う意味での実証研究の貢献可能性は限定的なものにならざるを得ないだろう｡
先行研究によって示される経験的証拠を鑑みれば,分析対象/関係性を明確にし,梶
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介/調整要因の設定や非線形関数といった要素を考慮に入れることで,モデルのインプリ
ケーションや説明力を改善させる余地は十分にあり,今後取り組むべき課題であると考え
られる｡
なお, BSC導入企業において,実際にどのような統計的検証が行われているのかにつ
いては,十分に調査されていない｡視点(指標)間関係が戦略のマネジメントにどのよう
な影響を及ぼすのか明確にするうえで,誰がどのような統計的方法を用いどの程度の頻度
で分析を行い,その結果を誰にどのように伝達しているのか,より詳細な調査が必要であ
ろう｡
Humeの議論にあるような厳密な意味での原因と結果としての因果関係の存在は意思決
定を支援するうえで重要な役割を果たすと考えられるが,実際のBSC導入企業では原因
と結果としての因果関係が存在していないこともある｡また,因果関係という用語が不明
確に用いられているので,論理的関係や目的論関係が混在している場合がある｡しかしな
がら,原因と結果の関係が欠如しているだけでは, BSCの有用性そのものを否定できな
い｡なぜなら,たとえ目的一手段の関係であっても,組織成員の因果性の強さの知覚が戦
略的整合性を高めるといった行動的影響を有しているからである｡そして,これらの機能
を補完する役割として好話といった組織成員間のインターラクションが重要視されてい
る｡ただし,事前に策定された戟略との整合性を高めるのみならず,戦略策定にまで
BSCの役割期待は拡大されているので,今後の研究では,戦略自体の有用性も含めて,
因果モデルの構築方法/プロセスを検討する必要があると考えられる｡
6　コントロールとしての利用方法に関する研究
業績評価研究やマネジメント･コントロール･システム(ManagementControISystem;
以下MCS)研究の全体的な動向としては,システムの設計要因といった構造的特性より
もむしろ,システムの利用方法といったプロセス的側面に対して,より大きな研究焦点が
向けられるべきであると考えられている(Berryetalり2009 ;bngReld-Smith, 1997;
Stringer, 2007 ;Tuckeretal., 2009)｡この点に関して, BSC研究では,因果関係の存在を
明確にすることよりもむしろ,実際に因果関係が欠如したBSCが,なぜ,どのように利
用されているのかといった研究疑問に多くの関心が向けられている｡たとえば, Malina
etal. (2007)は,フォーチュン500のとある企業(規模が大きく成功している国際的企
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莱)の北米販売代理店チャネルにおいて,統計的証拠(グレンジャーの因果性の検証)で
はほとんど支持されないBSCが,なぜ利用され続け,今後さらなる拡大が計画されてい
るのか,指標間関係のコントロール-の影響という観点から説明している｡具体的には,
指標間関係が信頼できる成功のストーリーを伝達し,業績連動型の報酬文化を補完し,正
当で公平な結果コントロールとして構築されたことで,統計的に因果性が認められない
BSCであっても効果的なマネジメント･コントロールとして認識されたことを明らかに
している｡
こうしたプロセス的側面に関心を持つ研究では,どのような業績評価システムが利用さ
れているのか,淡々と記述するというよりもむしろ,特定のフレームワークや理論に基づ
いて解釈がなされたり,特定の利用方法と組織構造,文化,戦略などのコンテクスト要因
あるいは成果との構造的関係性について実証的に検討されたりしている｡特に, BSCに
関しては, Simonsによって示されたフレームワーク(なかでもインターラクテイブ･コ
ントロール)との関連で理解されることが比較的多い｡
インターラクテイブ･コントロールは,変化への適応を可能にしたり,イノベーション
を促進したりするという効果が期待されているので, BSCに限らず,業績評価システ
ム,アメーバ経営,原価企画,予算管理,プロジェクト･マネジメント･システムなど広
く管理会計システムを対象として研究が行われてきた(Aberne仇yand Brownell, 1999 ;
Bisbe and Otley, 2004 ; Davila, 2000 ; Henri, 2006b ; Tuomela, 2005 ; Widener, 2007 ;谷,
1991, 1992, 1994, 1997 ;三夫, 2003)｡ BSCのみでは先行研究がかなり限定されるので,以
下では非財務指標を含んだ業績評価システムを対象とした先行研究も含めて検討する65｡
6.1インターラクテイブ･コントロールの基礎概念
simonsによる一連の研究(1987a/b, 1991, 1995, 2000など)は,戦略の実現という観点
からマネジメント･コントロールのフレームワークを提示し,マネジメント･コントロー
ルと戦略との相互関係を示唆したことで,マネジメント･コントロールの役割拡大に大き
く貢献した(HartmannandVaassen, 2003)｡彼は,戦略をコントロールする66ためには,
それぞれ相互に関連し合う四つのコントロール･レバー(インターラクテイブ･コント
ロール,診断的コントロール,境界システム,信条システム)をバランスさせて利用する
必要があると主張した｡
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四つのコントロール･レバーはそれぞれ関連する戟略概念があるとされるが,戦略形成
のパラドックス67である計画とパターンという二つの戟略のコントロールに該当するの
が,診断的コントロールとインターラクテイブ･コントロールである(Simons,1995)0
診断的コントロールは,プロセスのアウトプットを測定し,それを事前に設定された基
準と比較し,その乗離を修正することで,当初に意図した戦略を実現した戦略-変換しよ
うとするものであり,いわゆる伝統的なマネジメント･コントロール(An仇ony,1965;
Anthony and Govindarajan, 2001)として位置づけられる｡
一方,インターラグテイブ･コントロールは,創発戦略の実現を可能にするために村話
や学習を促進する,変化への適応を重要祝したコントロールである｡当初に意図した戦略
と異なる戦略が脅威や機会のために実現することも少なくない｡このとき,サーモスタッ
トのように,一定の基準を設ければ,自動的に調節する診断的コントロールは機能しなく
なる｡診断的コントロールはマネジメントに注がれる時間や注意力の効率性を最大化させ
るために,焦点を当てる情報を制限するが,環境変化が激しい状況では,適切な情報の探
索を行い,重要な変化を察知し,対応しなければならない｡そのために活用されるのが,
インターラクテイブ･コントロールとなる｡インターラクテイブ･コントロールによっ
て,新たな戦略が創発する状況は,以下のように説明される(Simons,1995,pp.91-
124)｡
まず,事業戦略を遂行するにあたって,戦略的不確実性が認識される｡戦略的不確実性
とは,現在の戦略に脅威を与え効力を失わせる不確実性および不測事態のことで,トヅプ
マネジメントの認識(目標達成のために個人的にモニターしなければならないと信じるこ
と)によって規定される｡トップマネジメントが戦略的不確実性に基づいて,どのコント
ロール･システムをインターラクテイブに利用するのか選択することで,探索の優先順位
に関する信号を伝達し,組織ぐるみでの監視を維持し活性化する｡インターラクテイブ･
コントロールは,何らかの変化が発生していないかどうか,もし発生しているなら,それ
はどういった内容でなぜ発生したのか,そしてその変化への対応をどうすればよいかにつ
いて,各マネジャーに対して,部下や同僚を巻き込んだ対話を強制する｡そして,変化に
対応するための新たなアイデアが実験/検証され,成功した実験は繰り返されながら,紘
大される｡さらに,アイデアを検証した結果として得られた組織学習はさらなる機会とし
て取り込まれる｡このように,変化に対応するための行動が実験され,組織学習を通じ
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て,弾みをつけながら当初には意図されていなかった戦略へと発展していく｡
6.2　BSCのインターラクテイブ･コントロールとしての利用の可能悼
前節にて検討したように, BSCにおける因果関係の行動的意義は戦略をストーリーと
して措き,組織メンバーの戦略に対する理解可能性を高め,戟略に整合的な行動を彼らに
とらせることにある｡そのためには,インターラクテイブ･コントロールの構成要素の一
つともいえる組織メンバー間の対話が重要祝される｡
ただし, BSCの因果関係は,事前の存在,すなわち予測によって,その有用性が担保
されるわけではないので,実績の測定を受けて当初の戦略を修正する必要がある｡また,
戦略の実行にはしばしば不確実性やリスクが伴うので,実行される戟略が当初意図した戦
略であるとは限らない(Mintzberg, 1994)｡そのため,当初の計画と現実との間でズレが
生じた場合に,計画の根拠自体をも検証するような戦略のコントロールが求められる
(Goold and Quinn, 1990)｡外部環境の変化に対応し,戦略的変化を的確に実行する能力
は組織業績に大きな影響を及ぼす(Nyamorietalリ2001)｡こうしたことから, BSCを成
功裏に利用するには,インターラグテイブ･プロセスが重要であると認識されている
(Mooraj et a1., 1999)｡提唱者であるKaplanらも, Mobil NAM&R (NorthAmerica Mar-
keting and Re負ning)やNational Bank On批e Financial SeⅣiceの事例を, BSCが戦略の
創発に役立ったケースとして紹介している｡
しかしながら, Nβrrek批(2000)によれば,彼らのこうした指摘はトップダウン･コン
トロールの適用を前提とするBSCの説明とは相容れないという｡すなわち, Kaplanらの
コントロール･モデルは階層的でトップダウン型として示されているために,戦略的不確
実性を考慮することはできないし,外的コミットメント-のフォーカスが強すぎると測定
されるものに注意を集中させてしまい,創発的な問題解決には適さないという｡
このように, BSCをインターラクテイブ･コントロールとして利用し,戟略の創発を
促進できるのかどうかは,議論の余地がある｡先行研究も必ずしも一貫した経験的証拠を
蓄積しているわけではない｡
たとえば, Jazayeriand Scapens (2008)は, De Haas and meingeld (1999) , Norreklit
(2000), NOrreklitand Mitchell (2007)に依拠して, BSCでは戦略の創発を促進すること
は困難であるという見解のもと,イギリスの航空宇宙企業のBAEシステムズを対象とし
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た長期継続的フィールド･スタディを行っている｡同社において文化変革プロジェクトを
促進するために導入された業績評価システム(BVS ; Business Values Scorecardと呼ばれ
ている)は,当初から完壁なシステムとして設計/実行されたのではなく時間をかけて進
化してきたものであった｡そして, BVSはBSCとは異なり,因果関係よりも凝集の重要
性を強調し,戦略をドリルダウンする仕組みではなく,戦略の創発を可能にするツールと
して利用されていたことを明らかにしている｡
その一方で, Marginson (2002)は,英国の通信事業会社であるTelco社を対象とした
長期継続的ケース･スタディより,業績評価システムとして20のKPIから構成される
BSCが診断的にのみならず,インターラグテイブにも利用されていることを明らかにし
ている｡具体的には,トップマネジャーが戦略的不確実性に関する認知に基づいて,特定
の指標にのみ特別な関心を寄せる一方で(インターラクテイブな利用),その他の多くの
指標については例外管理的に利用されていた｡
こうした見解の相違は, BSCとインターラクテイブ･コントロールという2つの概念
の定義と操作化に大きく影響を受ける｡ BSCに関しては,たとえば, ｢トップダウン･コ
ントロールであるので,インターラクションの余地はなく,戦略の創発は期待できない｣
といった捉え方をするのか否かということである｡この間題は結局のところ, BSCの理
論的/実践的な多様性にどのように対応するのかという点につきるであろう｡もちろん,
先行研究に見られるように,研究関心はBSCというラベルの付いているシステムだけに
あるのではない｡戦略のマネジメントに有効な業績評価システムの特性とは何か,実際に
戦略のマネジメントに業績評価システムがどのように利用されるのか,戦略的変化を業績
評価システムがどのように促進/阻害するのかなど, SPMSの設計/運用に関して広く研
究が行われている｡ただし, BSCは最も普及しているSPMSの一つであり,効率的な研
究結果の蓄積という観点からは,こうした状況は望ましいとはいえず, BSC概念の明確
化と共有化は重要であろう｡
同様の問題はインターラクテイブ･コントロールという概念にも該当する｡先行研究に
おいて,インターラクテイブ･コントロールとしての業績評価システムの利用がどのよう
に操作化されたのかを示しているのが図表9である｡
図表9に示されるように,必ずしも一貫した方法によって操作化されているわけではな
く,それぞれ研究目的に応じて焦点が異なっている｡ Bisbeetal. (2007)68は,インターラ
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図表9　業績評価システムのインターラクテイブ･コントロール利用の操作化
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二つの国子に対して0.3以上の負荷畳を示した②の質問は分析からは除外された 
クテイブ･コントロールの定義を丁寧に行い,トップマネジャーの積極的活用,業務マネ
ジャーの積極的活用,面と向かった挑戦/討論の浸透,戦略的不確実性への集中,トップ
マネジャーによる現場の自律性を阻害しない関与という五つの特性を指摘している｡ま
た, Mundy (2010)は, S血onsのコントロール･レバーを一貫した信頼できる方法で観
察できるように,属性,組織プロセス-の影響,意図した組織的成果という三つの観点か
ら各レバー概念を整理している69｡先行研究では,こうした複数の特性すべての側面から
業績評価システムのインターラクテイブ･コントロールとしての利用は測定されていな
い｡
特に戦略的不確実性に関しては,定量的な実証研究ではあまり焦点が当てられておら
ず,今後の課題であるといえる｡ただし,フィールド･スタディでは,インターラクテイ
ブ利用の根拠の一つとして,戦略的不確実性-の注目が取り上げられている(Marginson,
2002 ;Tuomela, 2005)｡このことは,質問票郵送調査などを通じた定量的研究にて,トッ
プの認識によって決まる戟略的不確実性への集中という要素の測定が困難であることを示
唆しているのかもしれない｡すなわち,戦略的不確実性はトップが個人的にモニターすべ
きと考えている要因であるので,多くの企業に共通した質問によって,トップの認識を捉
えることができるとは限らない｡
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BSCにおける戦略的不確実性は,各視点内の関係あるいは視点間の関係に影響を与え
る要因として捉えられる｡つまり,既存の戟略の前提は各視点内あるいは視点間に想定さ
れている関係にあるので,これを覆す要因は戦略的不確実性と考えられる｡ただし,特定
の視点や視点間関係だけに焦点を当てるのかどうかは,トップの認識によって異なるとい
える｡それゆえ, BSCの一部の指標のみがインターラクテイブに利用され,その他の指
標は診断的に利用されることもある(Marginson,2002)｡また,先行研究では,診断的利
用とインターラクテイブ利用が,トップマネジメントチームの特性(専門職志向/管理者
志向)に影響を受けることも明らかにされている(Naranjo-Gil and Hartman, 2006)｡
さらに,個人の認識ということから常に一貫しているわけではなく,さまざまな要因に
よって影響を受ける可能性があるので,システムの利用方法が時系列的に変化する可能性
がある｡そのため,それまで診断的に利用されていたシステムがインターラグテイブに利
用されるといったように変化することもある｡たとえば, ¶ユOmela (2005)は, ABB
フィンランドの子会社の長期的なケース･スタディより,当初,顧客集中という価値を伝
達したりコントロールしたりすることで信条システムの支援を意図していた業績評価シス
テムが,株主価値重視へのシフトや戦略変更,戦略やその重要成功要因の確実性の欠如に
よって,診断的コントロール,インターラクテイブ･コントロールとして利用されるよう
に進化したことを明らかにしている｡また,組織の成長に応じて,個々のコントロール･
システムの利用日的や方法が異なっていることを示唆する研究(Davila, 2005 ; Davilaand
Foster, 2005 ; Davila et a1., 2009 ; Granlund and Taipaleenm箆ki, 2005 ; Moores and Yuen,
2001 ; Sandelin, 2008 ; Sandino, 2007 ;Vaivio, 1999)も行われており, Simons (1995)自
身も,コントロール･システムのインターラクティプ利用は,組織が成熟段階に入ると必
要になると述べている｡
つまり,トップマネジメントの認識という特性や事業環境によって,インターラクテイ
ブ利用は特定の内容や時間に関連することになるので,業績評価システム(指標)の診断
的/インターラクテイブ利用の普遍的区分が困難になり(GraAonetalリ2010),特にクロ
スセクショナルな定量的研究では戦略的不確実性という要素は捉え難いものとなってい
る｡
なお,限定合理性の観点からは,戦略的不確実性に関するトップの認識が誤っている可
能性がある70｡そうした状況では, BSCのインターラクテイブ利用は変化への適応に失敗
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するのであろうか｡乏しい測定結果を契機として既存の前提を疑うインターラクテイブ･
プロセスでは,対応が後手に回ってしまい,変化への対応という点で問題がある
(Mundy,2010)｡変化の最も早いシグナルは,企業内の公式スキャン･システムや報告シ
ステムから入ってくることはなく, ｢何か変だ,不安だ｣という漠然とした感覚から始ま
ることが多い(Quinn, 1981)｡それゆえ,情報共有や組織学習を促進する公式的な対話の
場を提供していれば,たとえトップの認識が誤っていたとしても,戦略を危機に陥れる要
因に対応可能であるかもしれない｡戦略的不確実性はインターラクテイブ･コントロール
を特徴づける重要な要素の一つであるので,こうした状況下でのインターラクテイブ利用
のプロセスや成果を明確にすることも重要であると思われる｡
また,トップマネジメントの関与は,トップが注意や関心を示しているのかどうかとい
う観点から測定されている(Bisbe弧d Otley, 2004 ; HeⅣi, 2006b ; Widener, 2007)｡ただ
し,単なるトップダウン･コントロールではないので,現場の自律性を阻害せずに,積極
的行動を促進/鼓舞する点(Bisbe eta1., 2007)をいかに組み込んで操作化するのかとい
う点は今後の課題である｡
このように,インターラクテイブ･コントロールの操作化は容易ではないために,異な
るコントロール概念に依拠して,業績評価システムの利用について検討している研究もあ
る｡たとえば, Graflonetal.(2010)は,フィードバック･コントロールとフィードフォ
ワード･コントロールという区別(EmmanuelandOdey, 1985 ;Preble, 1992)を用いて,
業績評価指標の利用と業績との関係性を分析している｡彼らは,フィードバック/フィー
ドフォワード利用に関する分･析結果が,診断的/インターラクテイブ利用に関する先行研
究の結果と,補完的あるいは一貫していると指摘しているが,両者は厳密には異なる概念
である｡どのような対象,状況,目的に対しても,インターラクテイブ･コントロール概
念が,研究戦略上,最適であるわけではないので,各コントロール概念の類似点/相違点
を明確にし,概念的な関連性を明らかにすることで,より頑健な研究蓄積が可能になるう
えに,より統一的な観点からの先行研究の解釈が可能になる｡
6.3　テンションのマネジメント
完全に計画的な戦略策定は学習を排除してしまう一方,完全に創発的な戦略策定はコン
トロールを排除してしまうので,どちらか一方に偏ることは,戦略形成/実行上,組織に
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大きな障害をもたらすことになる｡そのため,効果的な戟略あるいは現実的な戦略とは,
計画性と創発性を両立させた戦略であると考えられている(Mintzberg, 1989)｡これに関
連して, Simons (1995,2000,2005)は,複数のコントロールの利用を通じて,秩序と創
造性といった対立的要因の同時併存状態であるテンションを創出することで,組織に学習
と適応を促す必要があると指摘している｡
事業部制組織における内部振替に関する意思決定問題(事業部と全社)などに見受けら
れる対立要素の同時併存といったパラドックスが生じる場合,伝統的に会計研究者はこれ
を解決する方法を模索してきた(Buscoeta1.,2008)｡しかしながら,組織論の議論(た
とえば, Cameronand Quinn, 198871)の展開に同調するように,管理会計研究やMCS研
究においても,パラドックスは解決の対象としてではなく,複数の管理会計システムや
MCSを通じて管理されるべきものとして考えられるようになった(Dent, 1987;Buscoet
a1.,2008;Simons,1995,2000,2005)｡そして,タイト･コントロールとルース･コント
ロール(VanderStede,2001),診断的コントロールとインターラクテイブ･コントロー
ル(Henri, 2006b ; Marginson, 2002 ; Naranjo-Giland Hartman, 2006),競合価値モデル
(コントロールと柔軟性) (Henri, 2006a),本社設計のPMSと子会社設計のPMS (Dossi
and Patelh, 2008) ,垂直的関係と水平的関係/実践の標準化と差別化/意思決定の集権化
と分権化(Busco et a1., 2008),競合するステークホルダー間の目的(Sundin et a1., 2010),
コントローリング/強制的(coercive)とイネ-ブリング(Mundy, 2010 ; Naranjo-Giland
Ha血lan,2006),フィードバック･コントロールとフィードフォワード･コントロール
(GrZ此oneta1., 2010)といったように,矛盾する要因が同時に存在する状況のマネジメン
トは実に多様な概念に基づき検討が行われてきた｡
なかでも,多くの研究関心を集め,分析フレームワークとして依拠されることの多いの
がSimonsによる四つのコントロール･レバーである｡個々の研究論点には相違点がある
ことも多いが,基本的には, ｢MCSの競合/対立する利用(ダイナミック･テンション)
-ケイパビリティ-業績｣といった全体的フレームワークのもと,分析が行われてきたと
いえる｡
6.3.1ケイパビリティ概念
ケイパビリティという概念はRBVの議論に依拠72したものであり,戦略的選択(戦略
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的優先事項や戟略的変化)に先行する競争優位の獲得に貢献する要因であるので,業漬と
の正の関係が想定されている(Gr;虎on et a1., 2010 ; Henri, 2006b)｡
一方,業績評価システムの利用とケイパビリティとの関係については,利用方法によっ
て影響の方向性が異なると考えられている｡たとえば, Henri (2006b)は,業績評価シ
ステムの診断的利用はケイパビリティに負の影響を与えるのに対して,インターラグテイ
ブ利用は正の影響を与えるという仮説を支持する証拠を得ている｡しかし,診断的利用と
インターラクテイブ利用のバランスのとれた利用によって生み出される良好な引っ張り合
いの状態(ダイナミック･テンション)がケイパビリティに正の影響を及ぼすという仮説
を支持する証拠は得られなかった｡また, Graftonetal. (2010)は, Hemi(2006b)のケ
イパビリティ概念(市場志向,起業家精神,イノベーション,組織学習の四つの側面から
構成される)が将来志向のものであるが,企業には安定性と適応可能性の両面が求められ
るので,既存のケイパビリティにも配慮する必要があるとして,戦略的ケイパビリティを
既存のケイパビリティの利用と新しいケイパビリティの認識という2つに分類した｡そし
て,前者には業績測定情報のフィードバック目的での利用が,後者には業績測定情報の
フィードフォワード目的での利用が,正の影響を及ぼすことを実証し, Henri (2006b)
の発見を補完している73｡
ただし,ケイパビリティと業績評価システムの利用との関係について一貫した分･析結果
が示されているわけではない｡ Henri (2006b)とは分析焦点は異なっているが, Widener
(2007)は,業績評価システム(指標)のインターラクテイブ利用が組織学習に直接影響
を与えているのではなく,診断的利用を通じた間接的な正の影響を及ぼしていることを実
証している｡
Henri (2006b)は診断的コントロールとインターラグテイブ･コントロールの二つの
レバーが分析対象であるのに対して, Widener (2007)は四つのコントロール･レバーす
べてを分析対象にし,さらに,コントロール･レバー間の影響を考慮に入れたモデルに
よって検証を行っている｡こうした違いが分析結果に影響している可能性もあるが,組織
学習の操作化の影響の可能性も考えられる｡
診断的コントロールとインターラクテイブ･コントロールの説明(Simons,1995,2000)
によれば,診断的コントロールはシングル･ループの学習を促進し,インターラクテイ
ブ･コントロールはダブル･ループの学習を促進する｡ Widener (2007)とHenri (2006
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b)はともに,組織学習を同一の方法(Hult, 1998に依拠74)によって測定しているが,
厳密にシングル･ループとダブル･ループの区別は行われていない｡インターラクテイブ
利周の効果75として,組織学習は重要な構成要素の一つであると考えられるので,より精
微な観点からの概念整理と検証が必要であろう｡また,組織学習の基礎となる個人レベル
の学習76にも配慮する必要があろう｡
また,組織がいかに学習するべきかといった具体的な問題ともBSCは関連していると
考えられている｡特に,知的資本のマネジメントや知識創造経営/ナレッジ･マネジメン
トに対するBSCの役立ちが期待されている(Kaplan and Norton, 2004 a ; 01ve et a1., 1999,
2003;伊藤他,2001)｡しかしながら, Vaivio (2004)など一部の研究を除き,これらに関
する経験的証拠は限定的である77｡
その他のケイパビリティ概念についても,一貫した分析結果が蓄積されているとはいえ
ない｡たとえば, BisbeandOtley (2004)は, Henri (2006b)にてケイパビリティの構
成要素の一つとされたイノベーションとMCS78のインターラクテイブ利用が複雑な関係
にあることを明らかにしている｡彼らは,スペインの中規模の成熟企業(製造業)に対す
る質問票調査を通じて,新製品導入や既存製品改良に積極的なイノベーションの程度が高
い企業では, BSCのインターラクテイブ利用がイノベーションに負の影響を及ぼしてい
るのに対して,イノベーションの程度が低い企業では,正の影響を及ぼしていることを明
らかにしている｡すなわち, Henri (2006b)による｢診断的利用が負の影響,インター
ラクテイブ利用が正の影響｣という分析結果とは大きく異なっている｡彼らは,この結果
を受けて, BSCのインターラクテイブ利用は,高イノベーション企業では過度なイノ
ベーションを抑制しているのに対して,低イノベーション企業ではイノベーションを促進
していると推察している｡彼らの推察は,対立的なコントロールである診断的利用によっ
てイノベーションを抑制するのではなく,状況に応じてインターラクテイブ利用の影響を
トップの意図によって変化させることができる可能性を示唆しているといえるので,ダイ
ナミック･テンションの観点からは彼らの分析結果は興味深く,究明すべき研究課題を示
しているとも思われる｡
こうした検討余地/課題は存在しているにしても,ケイパビリティとMCSや業績評価
システムの利用方法との関連性への着目は, RBVの｢情報システムやコントロール･シ
ステムは移転可能であり,レントを生まない/競争優位の源泉ではない｣という一般的結
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論79 (Bameyeta1.,2001)とは異なるインプリケーションを提供する可能性を有している｡
たとえば, Henri (2006b)は,ダイナミック･テンション,ケイパビリティ,業績の
関係性についての分析結果から, RBVと管理会計研究のリンケージの重要性を指摘して
いる｡彼の全サンプルを対象とした分析では,診断的利用とインターラクテイブ利用のバ
ランスのとれた利用によって創出されるダイナミック･テンションがケイパビリティへの
貢献を通じて業績80に正の影響を及ぼすという仮説が支持されなかったので,環境不確実
性の高低および組織文化の特徴(柔軟的/階層的)によって分割された二つのサブ･グ
ループを対象とした追加の分析を行っている｡その結果,ダイナミック･テンションは,
環境不確実性の高いグループでは起業家精神と組織学習に,また柔軟性の高い組織文化の
グループでは四つのすべてのケイパビリティに正の影響を及ぼしていた｡逆に,環境不確
実性の低いグループでは組織学習に,また階層的コントロールの強い組織文化というグ
ループでは四つのすべてのケイパビリティにダイナミック･テンションは負の影響を及ぼ
していた｡そして,環境不確実性の高いおよび柔軟性の高い組織文化の二つのサブ･グ
ループでは,ダイナミック･テンションが業績に好して正の影響を及ぼしていた｡
こうした分析結果を受けて, Henriは,業績評価システムの診断的利用とインターラク
テイブ利用をバランスさせる能力が, ｢価値ある,独自性のある,不完全にしか模倣でき
ないケイパビリティ｣を示しているかもしれないと指摘している｡本来的に備わっている
組織コンフリクトをマネジメントするのに各コントロール･レバーをどのように利用する
のかに関して,マネジャーは個人的な選択が可能であるので,複数のレバーによる競合す
る要請をバランスさせることは独自のケイパビリティを示している(Mundy,2010)｡す
なわち,業績評価システムの利用方法に関する能力が競争優位の源泉になる可能性があ
り,ケイパビリティとしての業績評価システムのバランスのとれた利用81という視点は,
管理会計研究のみならずRBVといった影響力の大きな戦略論研究に対しても貢献可能性
を有している(Hemi, 2006b).
ただし,こうしたコントロール･システムのバランスのとれた利用とケイパビリティと
の関係の捉え方は,組織独自のケイパビリティによって,コントロール･システムのバラ
ンスのとれた利用が可能になるといった方向性の関係を思い浮かばせるので,前提となる
分析モデル(業績評価システムのバランスのとれた利用によって創出されるダイナミッ
ク･テンションがケイパビリティを高めるという関係)に対して疑問を投げかけるもので
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もある｡さらに, ｢コントロール･システムをうまくバランスさせて利用する能力として
のケイパビリティ｣が,診断的利用やインターラクテイブ利用あるいは両目的でのバラン
スのとれた利用によって影響が与えられることが実証されてきた｢組織学習などのRBV
に基づいたケイパビリティ｣と同一概念であるのかは検討の余地がある｡
6.3.2　バランス概念
このように,テンション概念が複数のコントロール利用の鍵概念であるために,その有
用性という観点から,ダイナミック･テンションとケイパビリティとの関連性に研究関心
が向けられてきた｡しかしながら,この関係の前提となっているダイナミック･テンショ
ン創出とMCS/業績評価システムの利用との関係は,それほど明確であるとはいえな
い｡なぜなら,単純に複数の対立的なコントロールを同時に組み込むことが効果的である
とは限らないからである82｡
ダイナミック･テンションとは診断的/インターラクテイブという二つの対立的目的で
のバランスのとれた利用によって生じる良好な引っ張り合いの状態とされるが,そもそも
バランスが何を意味するのか,コントロール･レバーのフレームワークのもとでも明確に
示されているとはいえない(Mundy,2010)｡それゆえ,実証分析上も,概念的な整合性
が担保され,かつ信頼できる測定方法に依拠しているとはいえない｡たとえば, Henri
(2006b)の分析では,ダイナミック･テンションは,業績評価システムの診断的利用と
インターラグテイブ利用の各変数の積項として操作化されている｡つまり,二つのレバー
の積極的利用によって,ダイナミック･テンションが創出されていると想定されているこ
とになるが,こうした状況のみがバランスのとれた利用方法を意味するのかどうかは議静
の余地があるだろう｡
診断的コントロールの特徴の一つは例外管理であるのに対して,インターラクテイブ･
コントロールはトップマネジャーの積極的な関与が特徴の一つとされている(Simons,
1995)｡どちらも組織の上位階層からの捉え方であるので,コントロール利用の選択に関
わるマネジャーにとっては,限られた時間や注意力を適切に配分する必要性が示唆される
利用(選択)方法となっている｡しかし,より下位層のマネジャーにとっては,どちらの
コントロールにも積極的な関与が求められるので,情報処理の観点からすれば過負担にな
るリスクがある｡また,ミドルやロワーのマネジャー,さらには現場の実際の業務のなか
-57-
で,意図された戦略の実行に集中する一方で新たな機会/脅威の探索も行うという対立的
状況にどのように対応するのか(バランスをとるのか)について,コントロール･レバー
のフレームワークは明確な指針を有していない｡そのために, BSCなどの業績評価シス
テムが診断的にもインターラクテイブにも利用されている状況だけから, ｢バランスのと
れた利用であり,ダイナミック･テンションが創出されている｣と判断するのは早計であ
るように思われる｡
おそらく重要な論点の一つは,複数のコントロール利用,バランス,ダイナミック･テ
ンション創出との関係をどのように捉えるのかにあるだろう｡すなわち,対立的に位置づ
けられるコントロールの同時利用とダイナミック･テンションの創出を同一概念として捉
えない限り,どのような利用方法がテンションの創出につながるのか明確にする必要僅は
高いといえる｡その際,重要な概念として考えられるのがバランスである｡
バランスという用語は, BSCの名称に含まれていることもあり,非常に多義的に用い
られている(たとえば,ステークホルダー間,短期と長期,先行指標と遅行指標,部門間
など)｡多くの場合,これらは一方だけに偏るのではなく,もう一方も含めた, ｢両者をシ
ステムに取り込む｣という意味で用いられている｡テンションの議論における診断的利用
とインターラクテイブ利用も,同様のニュアンスで捉えられている｡ただし,厳密には,
このバランス概念は,スタティックな最適点と経時的プロセスにおける一時的な仮の最適
点という2つの捉え方が可能である｡
業績評価システムの利用方法は変化する可能性があり(Tuomela, 2005),複数のコント
ロール･レバー問には複雑な相互関係あるいは適切な利用順序があること(Bmininget
al., 2004 ; Dent, 1991 ; Koberetal., 2007 ; Mundy, 2010 ; Widener, 2007)を踏まえれば,
対立的要因が引っ張り合うという状態は,常にある一点で均衡しているとは限らないであ
ろう｡
たとえば, Widener (2007)は,四つのコントロール･システムの相互依存性や補完性
に着冒し,インターラクテイブ･コントロールは境界システムと診断的コントロールに影
響を与え,信条システムは他の三つのシステムすべてに影響を及ぼすことを共分散構造分
析より明らかにしている｡また, Mundy (2010)は, MCSのコントローリング利用とイ
ネ-ブリング利用83のバランスを, Simonsの四つのレバー間の複雑な関連性の描写から
検討し,レバーの利用順序がMCSの異なる利用方法のバランスに影響することを例証し
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ている｡なお, Simons自身も, 2005年の著書では,組織が持続的に成長するために,那
門構造,診断的コントロール･システム,インターラクテイブ･ネットワーク,責任共有
という新たに示された四つのレバーのデザインによって,コントロール,アカウンタビリ
ティ,影響,サポートの四つの幅がどのように調整されるのか,ライフサイクル･モデル
を用いて示しており,よりダイナミックな特徴を捉えた議論を展開している｡
さらに, Sundinetal. (2010)は, BSCが複数のステークホルダー間の競合する目的を
どのようにバランスさせることができるのかを明らかにすべく,オーストラリアの州政府
所有の電力企業を対象としたフィールド･スタディを行っている84｡彼らは,当該企業に
て複数の目的間のバランスはあくまで一時的に安定したコンステレーションとして達成さ
れたに過ぎなかったことを記述し,バランスを成果としてのみならず,継続的なバランシ
ング(balancing;動詞としての)プロセスとして理解することの重要性を指摘している｡
また,バランスの構築/維持は容易なことではない｡なぜなら,利用方法の決定に大き
な影響力を有している上級マネジャーの能力のみならず,内部一貫性,コントロール･レ
バーの利用の順序,他のレバーに対する優位さ/歴史的傾向,特定のレバーとしての
MCSの抑制(欠如)といった要因もシステムの利用方法のバランスに大きな影響を及ぼ
すからである(Mundy, 2010)｡
ダイナミックなプロセスとしての利用方法のバランスは,変化を意味するので,イン
ターラクテイブ･コントロールとしての利用が相対的に抑制される必要がある状況も存在
し得ることを示唆している｡それゆえ,ワンショット的に切り取られた実践のみからは,
バランスの是非の判断を誤る危険性がある｡したがって,長期的にBSCのバランスがど
のように維持されるのか観察するといったアプローチが理論的にも実践的にも重要なイン
プリケーションを提供する可能性が高いと考えられる85｡
なお,こうしたダイナミックなバランス概念は,コントロール･システムの利用方法の
みならず設計要因に村しても示唆的である｡すなわち,全体の包含によるバランスが常に
望ましいアプローチであるとは限らないかもしれない｡たとえば, BSCを導入すること
になったとしても,既存の業績評価システムが財務指標偏重であったので,組織メンバー
の意識改革を推し進めるために,一時的に財務業績を軽視し非財務指標をより重要視する
といったアプローチ(財務の視点が欠如したBSC)86があり得るかもしれない｡
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6.4　まとめと今後の研究課題
因果関係の議論は,統計的に検証される原因と結果の関係だけに着目していては不十分
であり,因果関係に関する組織成員の知覚にも配慮する必要がある｡前者の因果関係は戦
略的意思決定にとって有用な情報になるのに対して,後者の因果関係は行動的に意味のあ
る情報となる｡ただし,両者は次元の異なる概念ではなく,相互に関連している｡すなわ
ち,戦略的不確実性やリスク,意図した戦略の誤り,誤った指標選択などのさまざまな要
因に対応して, BSCの指標や目標は修正されることになるが,実現した戦略が成功した
のであれば,事後的には統計的な関連性が観察されるはずである｡
この関連性を構築/椎持するには,イ`ンダーラクテイブ･コントロールとしてのBSC
の利用が重要である｡四つの視点を通じた関係が強い因果関係を示していると知覚させる
うえで,組織成員間のインターラクションは補完的役割を果たし,戦略の実行を支援す
る｡ただし,統計的な裏づけがない関係であるので戦略が安当ではない可能性があるこ
と,あるいは当初想定していた環境が大きく変化し戦略の有効性が減少する可能性がある
ことなどから,変化への適応を促進するためのインターラクションも重要となってくる｡
しかしながら, BSCがインターラクテイブ･コントロールとして利用できるのかとい
う疑問に関して,先行研究の結論にはバラツキがある｡その原因の一つは,概念定義と操
作化にある｡ Bisbeetal. (2007)やMundy (2010)にて示されるように,インターラク
テイブ･コントロールについては整理が試みられているが,水平的インターラクション
(Simons, 2005)など, BSCの利用に関連する要素(部門間BSCの整合性)として不十分
な面もある｡
さらに,インターラクテイブ利用のみならず,ダイナミック･テンションといったフ
レームワークのもとで, BSCの利用方法を検討することも重要である｡その際には,他
のコントロール･システムとの関連性に加えて,組織構造,環境,組織文化などの要因も
含めて理解する必要がある(Hemi,2006a;Sundinetal., 2010)｡こうした複数のコント
ロール･レバーやコンテクスト要因との相互関連性は,マネジメント･コントロールが単
独で機能するのではなく,複数のコントロールや要因を組み合わせたパッケージとして機
能していること(MalmiandBroⅥ1, 2008;Sandelれ2008)を示唆している87｡そのた
め, BSCの設計/運用に関する理解を促進するには,コントロール･パッケージにおい
てBSCがどのように位置づけられるのか,より根本的には, BSCを検討対象とする場合
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にはどういった要素をパッケージとして組み込み検討すべきなのか,明確にする必要があ
ろう｡また,複数のコントロールの相互関係,さらにはダイナミック･テンションにも影
響を及ぼすので(Mundy,2010),特定のコントロールの利用の欠如や抑制に対しても十
分配慮する必要がある｡そして,こうした複数要因やコントロールの利用方法を理解する
には,一時的な最適点としてのバランスを探索するのではなく,長期継続的なプロセスの
視点を重要視しなければならない｡こうした分析パースペクティブにとって,コンフィ
ギュレーション理論に依拠した先行研究(Chenhall and bng丘eld-Smith, 1998 ; Moores
andYuen,2001など)は参考になるであろう｡コンフィギュレーションとは,共通して同
時に生じる概念的に区分できる特性の多元的なコンステレーションという配置/構成の状
態を示す概念であるので(Meyereta1., 1993),複数のコントロールや要素をパッケージ
として捉えるアプローチとも相性が良く,コンフィギュレーション間の移行として変化の
プロセスを認識することができる｡
こうした分析アプローチ上の課題に加えて,内容的にも十分に検討されていない領域が
存在している｡たとえば,テンションに関する多くの先行研究は,一つの組織内での業績
評価システムの利用を検討対象としてきたが,親会社一子会社といった組織関係のもとで
ち,テンションのマネジメントを研究する重要性は高い(Buscoeta1.,2008;Dossiand
Patelli, 2008)｡多くのBSC研究は事業戦略/SBUレベルを対象としているが,全社戦略
のマネジメントのためにBSCが導入される場合もある(KrausandLhd,2010;Speck-
bachereta1., 2003)｡全社戦略のためのBSC (本社/親会社のBSC)は各sBUレベルで
のBSCと整合性が図られなければならないとされているが(Kaplan and Norton, 2004a),
こうしたBSCの利用状況もダイナミック･テンションとの関連性において検討する余地
がある88｡
7　導入研究
昨今,管理会計システムの導入研究が積極的に実施されている(谷, 2004)89｡これ
は,理論的に優れていると考えられる管理会計システムが実務においてなかなか導入され
ない,あるいは導入が中断されるという状況があるためである90｡そこで導入研究では,
成功裡の導入を阻害する要因,あるいは成功につながる促進要因を明らかにすることに焦
点が当てられる｡ただし,管理会計システムの導入意思決定に影響を与えている要因にも
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研究関心が向けられている｡そこで以下では, BSC導入意思決定に影響を与える要因と
導入プロセスに影響を与える要因とに分けて先行研究のレビューを行う｡その後,導入研
究と組織変革との関係性について論じる｡
7.1 BSC導入意思決定に影響を与える要因
一般的に,企業が新しい管理会計システムの存在を知るのは,出版物,経営管理に関す
るカンファレンス,コンサルティング会社からの情報提供などのルートを通じてであろ
う｡特に,コンサルティング会社はBSC導入サービスを提供していることもあり,導入
決定に対する促進要因になり得る｡先行研究でもコンサルティング会社の影響は広く認識
されている要因である｡たとえば,乙政(2004)は日本企業を対象とした分析91から,コ
ンサルティング会社の売り込みがBSC導入の促進要因であることを明らかにしている｡
また,近年ではBSCの導入/運用を支援するソフトウェアが開発/提供されており(伊
藤･小酒井, 2001,2003),こうしたソフトウェアのコンサルティング組織による販売に
よってBSCの採用が促進されていることが発見されている(GautreanandKleiner,
2001)0
こうしたコンサルタントの影響にも関連してくると考えられるが,修辞技法を巧みに用
いたBSCの記述である｡学術的に十分な経験的証拠がないなかでも,上手にメタファー
を使ったBSCの説明は多くの人々の関心を集めるうえで効果的92であったという(Nβ汀ek-
lit, 2003)｡また, AxandBjwnenak (2005)は, BSCの解釈可能性が高かったために,コ
ンサルタントなどのBSC宣伝者(供給者)がスウェーデンのマネジメント要素(non-
budgetmanagement93と知的資本モデルという二つのマネジメント技法,従業員重視とい
う事業文化への適応)を含めてスウェーデンのBSCパッケージを形成し,抵抗や変化へ
の障壁を取り除くことができたので,スウェーデンのBSC普及プロセスにおけるコンサ
ルタントの影響力が大きくなったと指摘している94｡
BSCの導入促進要因として考えられているのは, BSC導入を促す供給側の影響ばかり
ではない｡ Malmi (2001)は,フィンランド企業17社に対するインタビュー調査から,覗
在のBSCの人気の高まりは各社の模倣行動によって最もよく説明できるかもしれないと
述べている95｡さらに,製品ライフサイクル(HoqueandJames,2000),組織規模(Ho-
que andJames, 2000 ; Speckbachereta1., 2003),経済的業績(乙政, 2004)といった要
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因の促進的な影響が実証分析を通じて明らかにされている｡
一方,阻害要因としては, Speckbacheretal. (2003)が, BSCを採用しない決定をし
ている企業(全サンプルの10%)の調査から,同様のマネジメント･システムの存在,
BSC導入コストの大きさ, BSC導入によるベネフィットの不明確さ,複数事業部の業績
を集約するシステムとしての不適切さなどを挙げている｡なお,彼らの研究では,小売/
消費業界においてBSCの利用割合が低いことも明らかにされている960
このようにBSC導入決定の促進/阻害要因が,多くの場合実証的に明らかにされてき
たが,理論的には促進要因と阻害要因は表裏一体の関係になっているものもある｡たとえ
ば, Kaplan and Norton (1996b, 2001a)の著書では,経済的に逼迫していて大きな戦略転
換の必要性が高い組織での導入ケースの解説が多いが,高いといわれるBSC導入コスト
の支出に耐えることができるのは,ある程度財務的資源に余裕がある組織であろう97｡ま
た,組織規模はBSCに限らず管理会計システムの洗練度と関係があることは先行研究
(朴･浅田, 2003)でも明らかにされてきたが,規模が大きくなるほど,類似のマネジメ
ント･システムが導入される可能性は高まるし,導入コストも増大していくだろう｡この
ように,促進要因にも阻害要因にもなり得る要因が存在している｡
導入研究の本来の意義からすれば,導入決定に関する検討は導入プロセスほど研究上の
重要性は高いとはいえないであろう｡ただし,導入決定に至るまでの組織的プロセス98が
どのようなものであるのかは解明しておく必要があると思われる｡ Masque払(2008)は
業績評価システム導入におけるトップマネジメントの承認に至るまでのプロセス99を社会
的ネットワークの視点から記述/分析し,その成否が導入プロセスに関与している組織メ
ンバー間の関係特性に依存していることを明らかにしている｡特に,業績評価システムの
導入段階や変化への抵抗度に応じて重要な影響を与える結びつき(個人間関係)の強度が
異なっていることやコントローラーの構造的地位が成否に大きく影響していることは興味
深いインプリケーションといえるであろう｡
先行研究では,どちらかといえば構造的要因に大きな関心が向けられていたので,導入
が決定されるまでに,誰が,どんな情報をもとに,どのような相互作用を生んでいるのか
は, Masquefa (2008)など一部の研究を除き,十分な研究関心が向けられてこなかっ
た｡こうした導入決定に至るプロセスは,具体的な導入プロセスの促進/阻害要因を検討
する際にも,明らかにしておくべき要因であると考えられる｡また,導入決定プロセスと
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その進展に影響を及ぼす要因の解明は,社内の一部ではBSC導入の必要性が強く認識さ
れているにもかかわらず,結果的に導入決定が断念されるような現象に対して,実践的処
方隻の提案可能性を有している｡
7.2　導入プロセスの促進/阻害要因
Kaplan and Norton (2001a)は, BSC導入に失敗する原因として,導入過渡期の要因,
BSC設計上の要因,プロセス上の要因の三つを挙げている｡
導入過渡期の要因とは, BSCを構築している最中の担当者退職やトップを巻き込むこ
とができなかったことなどである｡ BSC導入推進を担当する部門やメンバーは,促進要
因としても挙げられる｡たとえば,日本では経営企画室の存在がBSC導入を促進するう
えで重要であったことがリコーや宝酒造の事例を通じて示されている(柴山他, 2001)｡
次に,設計上の要因とは,たとえば,パフォーマンス･ドライバーを持たないといった
設計上不備のあるBSCの構築である｡ただし, Kaplanらの要求するBSCの技術的基準
は決して容易に満たすことのできるものではない｡ Ahn (2001)は, ABB Indusb･ieAG社
のBSC導入プロジェクトへの参加体験から,指標の選択,指標間の因果関係の設定,意
欲的な目標設定はクリアが困難な設計要因であると指摘している｡
最後のプロセス要因としては,トップマネジメントの関与不足, BSCの関係者の少な
さ,トップ階層のみのBSCの展開,長過ぎる構築プロセス,ソフトウェア･プロジェク
トとしての導入,経験のないコンサルタントへの依頼,報酬システムのためだけの導入の
七つの要因が挙げられている｡組織メンバーの積極的な関与やBSCの下位への展開と
いった要因は,戦略マネジメント･システムとしてのBSCの位置づけを考慮すれば当然
ともいえるものであり,しばしば促進要因としても挙げられることが多い(伊藤
他, 2001)0
これらの要因以外に,促進/阻害要因として指摘されているのが,導入コストや類似の
マネジメント･システムなどである｡
BSC導入コストは,導入の意思決定のみならず,導入プロセスにも影響を及ぼすと考
えられる｡ BSCは複数の指標を取り扱うので,導入に当たって新たに情報を収集しなけ
ればならない場合がある｡こうした情報システムの開発や整備に関するコストが当初の予
測よりも高額だった場合,情報コストが高いという理由から,特定の指標の設定が断念さ
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れ,十分に戦略を反映しない指標が代替的に用いられる可能性がある｡ Ittner and hrcker
(1998b)は, BSCの導入/実践を支援するための多方面にわたる情報システムの開発と
いう課題に440/oもの企業が遭遇していることを示している｡また, Hyv6nen (2007)は,
顧客集中戦略を強調している企業では, BSCのような現代的な業績評価指標の利用と情
報技術との組み合わせが顧客成果の低下につながっていることを明らかにしている｡彼女
は,この結果を,顧客に焦点を当てた戦略のもとでは,現代的な業績評価指標の利用が困
難になり,非常に複雑で費用のかかる情報システムが必要になることから,成果が低下す
ると解釈している｡
日本企業を柑象とした導入研究にてしばしば指摘される要因が,類似のマネジメント･
システムの存在である｡類似したマネジメント･システムの存在は, BSC導入決定を阻
害する要因としても認識されているが,こうした類似した手法やツールの存在はBSCの
導入プロセスにも影響を与えていることが観察されている｡
わが国でのBSC導入研究の成果によれば,方針管理の実践経験や日本経常品質賞の取
り組みが, BSC導入の促進要因になっていることが明らかにされている100｡これは,方
針展開における目標がBSCの成果指標として利用することができたり,日本経営品質賞
の審査基準をBSCの四つの視点に落とし込むことができたりするためである｡
その一方で,方針管理はBSC導入の阻害要因になることも多い｡たとえば,定量化を
前提としないことや目標と方策を網羅的に組織末端にまで徹底的にブレークダウンするプ
ロセスなどの方針管理の負の影響はしばしば指摘されている(伊藤, 2002;伊藤
他, 2001)｡また,顧客/学習と成長の視点に関する指標の欠如,方針管理と予算との関
係,方針管理における水平間の調整といった要因も阻害要因として影響することが観察さ
れている(乙政, 2005a)｡
こうした影響の発見は, BSCと方針管理との関係にとどまるものではない｡ Frederick-
sonetal. (1999)は,業績評価システムについての先行経験が体系的に次の評価にバイア
スをもたらすのかどうかを調査し,成果ベースの業績評価システムの先行経験が次のシス
テムにおける成果への注目に影響を与えることを発見している｡たとえば,過去のシステ
ムにおいて財務目標が強調されていると,たとえシステムが変更され,非財務的な目標が
強調されたとしても,依然として財務目標への強調が高い状況が存在するということであ
る｡こうした影響は財務指標と非財務指標の両方を組み込むBSCにとっては,先行シス
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テムの経験が促進要因にも阻害要因にもなることを示唆している｡
業績評価システムの先行経験の影響に関する発見は非常に興味深いものである｡つま
り,導入決定に対する阻害要因として影響しながら,導入プロセスに好しては阻害要因と
してのみならず促進要因としても影響する可能性がある｡ただし,先行研究では,導入決
定を阻害していた要因が,導入プロセスに対しては,なぜ,そしてどのように促進要因と
して影響するのかについて明確な説明が与えられてはいない101｡また,目標管理や方針管
理などの先行的なシステムとBSCとの相違/類似の程度には導入企業によって差がある
ことが予測されるが,導入前後のマネジメント実践の変化幅は十分に検討されておらず,
指標/目標タイトネス/測定サイクル/コミュニケーションといった観点について,実際
にどの程度の変化があったのかは十分に記述されていない｡こうした業績評価システムの
先行経験による複雑な影響を解明するには,先行システムがどのように運用されており,
どういう経緯で導入が決定され, BSC導入によって先行システム自体がどう変化したの
か,さらに,どのようにBSCが構築され,運用されるに至ったのか,丁寧に記述する必
要があるだろう｡
これまで日本企業のABCやBSCの導入に際しては, ｢目新しく学ぶところはない｣や
｢またアルファベットの三文字ものか｣といったような声が実務上聞かれることが多いと
逸話的に語られてきた(柴山他, 2001)｡こうした抵抗は, BSCに対する理解不足や技術
的要因に対する見解の相違によるものだけではなく,よりソフトな側面に起因している可
能性もある｡たとえば, Bourguisnonetal. (2004)は,アメリカのイデオロギーを公平な
契約(faircontract),フランスのイデオロギーを名誉(honour)に求め,これらのイデオ
ロギーがBSCとタブロー･ド･ボールにそれぞれ埋め込まれていると主張している｡彼
らによれば,ある国の業績評価システムにはその国のイデオロギーが埋め込まれているの
で,社会のイデオロギーとマネジメント･システムのイデオロギー的想定の不一致によっ
て,異国で開発されたシステムの導入は抵抗にあいやすいという｡こうした知見は,シス
テムの技術的要因やプロセス要因のみならず,よりソフトな要因である文化(Axand
B38rnenak, 2005)やイデオロギー(Bourguisnon etal., 2004)102もまた重要な検討対象に
なることを示唆している｡
このようにBSC導入プロセスへの促進/阻害要因が指摘されるなかで,これらの要因
をより詳細に分類しどのような影響を及ぼすのかという観点から整理している研究もあ
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る｡たとえば, Kasurien (2002)は,フィンランドの多国籍企業のSBU (strategicbusi-
nessunit)のBSC導入を調査し, Innesand Mitchell (1990)やCobb etal. (1995)を参
考に会計システムの変化モデルを提示している｡しかしながら,乙政(2005a)は住宅設
備機器メーカーを対象としたインタビュー調査を通じて, Kasurien (2002)のモデルが広
義の導入プロセスを対象とした場合には不十分であると指摘している103｡さらに,彼の研
究で指摘された促進/阻害要因それぞれの内容はKasurien (2002)のそれとは大きく異
なっている104｡
すなわち,促進/阻害要因をより詳細に分類し検討しても,業績評価システムの先行経
験や導入決定-の影響要因と同様に,同じ要因であっても促進要因になったり阻害要因に
なったりするのはごく一般的に観察される現象である可能性が高いことを,先行研究の分
析結果は示唆している｡であるなら,なぜ,同じ要因であっても促進要因になったり阻害
要因になったりするのか,その理由を解明し,促進/阻害要因を決定づけている要因を特
定することは重要な研究課題であろう｡そのためには,より一層の丹念な記述が必要であ
る｡また,こうした研究疑問を意識するのであれば,コンテクスト要因の影響(差異)を
観察しやすいので,単一ケースよりも複数ケースによる検討が方法論的にはより望ましい
と考えられる｡
また, BSC概念がイノベーション･アクション･リサーチを通じて進化してきたこと
もあり,実践上のBSCには複数のタイプがあることが知られている(Speckbacheretal.,
2003)｡初めてBSCを導入する局面以外に,こうしたパターン間の移動(たとえば,戦略
の評価のみにウェイトを置いたスコアカードとしての利用から資源配分と連動させ中核的
なマネジメント･システムとしての利用への移行)も導入研究の対象といえるであろう｡
また,前節で検討したBSCの利用方法についても同様である｡
指標によって,診断的利用とインターラクテイブ利用が使い分けられることもあり
(Marginson, 2002),こうした使い分けは組織成員のBSCに対する受容度やモチベーショ
ンに影響するかもしれない｡インターラクテイブ･コントロールは組織成員の抵抗を高め
ることもあるので(Tuomela,2005),利用方法による差異が生じる余地はある｡ BSCの
各タイプや利用方法の導入順に成功パターンがあるのか,あるいはタイプや利用方法の移
行が,なぜ,どのようにして起こるのか,さらにはスムーズな移行には何が重要な要因と
なるのかなど,導入研究の視点から明らかにすべき課題は多いであろう｡
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7.3　組織変革
管理会計システムの導入プロセス自体が組織変革のプロセスとして機能する可能性があ
り,新たな管理会計の導入は組織変革に好する主な研究テーマになり得る(窪
田, 2002)｡それは, BSCなどの新たな管理会計システムの導入による変革が組織に新し
いルーティンを学習させ,古びたルーティンを学習棄却させるので,組織変革として捉え
られるからである(Atkinson et a1., 1997a)0
ただし, BSCの場合には導入上の観点からのみ組織変革に関連するのではない｡
KaplanandNortonによって記述される多くのケースでは, BSCの導入にあたって,従来
の戦略を大きく転換し,その実行のためのマネジメント･システムとしてBSCが導入さ
れている105｡こうしたケースでは, BSCの導入プロセス自体がまさに戦略転換を伴う組
織変革のプロセスとなる｡一方,実際には特に戦略転換を必要としない平時といえる状況
下でのBSC導入ケースもある｡こうしたBSC導入時の状況は導入の成否に大きく影響を
及ぼすことが予想されるので,導入研究にとって,この区分は重要であると思われる｡特
に,戦略転換を伴う変革時を対象とする場合には,管理会計システムの導入のみならず戦
略転換にもよる変革が同時的あるいは一体的に起こるので,プロセスの観察はより複雑に
なる｡
さらに,戦略転換を伴う導入ケースの検討は, BSCの導入プロセスのみならず,変革
プロセス全体に注目する必要がある｡この場合, BSCは基本的に新たなビジョンを達成
するための新規戦略を実行するために導入されるが,これは一般的には改革の後半に該当
する｡たとえば,財務的に逼迫し戦略転換を迫られる状況下での組織変革には,製品種類
数の大幅な削減や従業員のリストラなどの負の清算とそこから脱却するための新たな価値
の創出という二つの側面での改革が求められる｡ BSC導入前に実施されたリストラなど
負の要素への対応方法は,組織成員の心理的エネルギーに大きく影響することで,その後
のBSCによるマネジメントの成否に大きな影響を与える可能性がある｡そのため,新た
なビジョンを達成するための戦略の実行とBSCとの関係に主に焦点を当てた記述では不
十分であり, BSC導入前の改革も含めた全体的プロセスを措く必要がある｡
なお,桧下電器の経営改革に見られるように,リストラなどの｢守りの改革｣と新製品
導入などの｢攻めの改革｣は同時に進められる場合もあるので(伊丹他, 2007),こうし
た対立的な戦略のコントロールの相互作用は,前述したテンション概念の観点からも重要
-68-
な検討対象になる｡
7.4　まとめと今後の研究課題
先行研究の知見によれば, BSCの導入決定と導入プロセスに影響を及ぼす促進要因と
阻害要因の関係は非常に複雑であることが分かる｡これらの関係性を解明するには,複雑
な関係性を包括的に捉えるフレームワークとリサーチデザインが必要であろう｡現状で
は, Kasurien (2002)のモデルに基づいていることが多いが,乙政(2005a)の指摘にあ
るように,まだ改善の余地がある｡たとえば, BSCの導入決定に関する要因と導入プロ
セスに関する要因の相互作用も含めた総合的観点からの検討は重要な研究課題の一つであ
ろう｡
こうしたフレームワークを構築するうえで明確にしておかなければならない要因があ
る｡先行研究においては,導入の促進要因あるいは阻害要因を区別する判断基準はそれほ
ど明確にされてきたわけではない｡ BSC導入成功やBSCの定着とは具体的にどういう状
態を意味し,何を基準に判断するのかは先行研究を見てもはっきりしない｡導入プロジェ
クトを前進/後過させる要因なのか,成功/失敗を分ける要因なのか,会計システムの変
革に対して影響を及ぼす要因なのか,それぞれ意味は異なるであろう｡さまざまな組織を
対象に実施される導入研究であるが,そうした研究の知見を効率的に蓄積していくには,
何を基準に促進/阻害と判断するのかは明確にしておかなければならないであろう｡
さらに,今後の研究では分析レベルに関しても注意を払う必要があろう｡一般的に,管
理会計研究の分析レベルは個人レベル,部門レベル,組織レベル,組織間レベルに分類さ
れるが(h此弧d Shields, 2003), BSCの導入研究では部門や組織レベルに焦点が当てら
れることが多かったように思われる｡今後の研究では,個人レベルの分析が重要なインプ
リケーションを提示する可能性を有している｡たとえばWiersma (2009)は,オランダ
企業19社に所属している224名のマネジャー(自部門のBSCに責任を有している人物)を
対象に,マネジャー個人によるBSCの利用に焦点を当てた調査を行った106｡その結果,
マネジャー個人としてのBSCの利用の強度や目的は所属企業の影響をかなり受けるが,
BSCを利用するのかどうか,そしてどのように利用するのかに関して,かなりの自由裁
量がマネジャーに認められていることが明らかにされている107｡個人としてのBSC利用
(目的)の多様性は,個人間でBSCに対する態度が異なる可能性があることを示唆してい
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る108｡また,梶原･谷(2002)では,新しく導入されたインセンティブ･システムに対す
る営業マネジャーの満足度にバラツキがみられることを実証している｡さらに,業績評価
システムの導入には,個人間の関係やネットワークが重要な影響を及ぼしていることも明
らかにされている(Cobb et a1., 1995 ; Emsley, 2005 ; Innes and Mitchell, 1990 ; Masquefa,
2008など)｡これらの研究結果が示唆しているように,個人レベルあるいはそれらの関係
性(ネットワーク)レベルの分析パースペクティブは導入研究にとって大きな意義を有し
ており,今後積極的に採用されるべき視角といえるであろう｡
8　成果との関係に関する研究
BSCの導入プロセスの説明からも分かるように, BSCの導入/運用には組織の多大な
資源が投入されている｡そのため, BSCの構築や改訂に要する時間やその複雑性は,級
織的成果の改善を凌駕するものであるとの指摘(Papalexandriseta1., 2004)もある｡こ
のことを考慮すれば, BSCの導入によって,成果が改善されるのかどうかは理論的のみ
ならず実践的にも関心のあるテーマであろう｡ BSCと成果との関係について検証した実
証研究を,概念の操作化,分析財象,分析方法,分析結果についてまとめたのが図表10で
ある｡後述するが,先行研究におけるBSCの実証的捉え方は多様であり,なかには多様
な非財務指標の測定のみを取り上げてBSCとしている研究も存在している｡そのため,
非財務指標の利用やBSCとは呼ばれていないSPMSと成果との関係について検証した研
究も図表10には含めている109｡
図表11に示されるように,成果に関する研究は, BSCなどのSPMSと成果との直接的
関係のみならず,この二者間の関係を媒介もしくは調整する要因にも関心を向けてきた0
時代的傾向としては, 90年代は交互作用項を投入した重回帰分析による調整要因の検討が
多く行われてきた｡そして, 2000年代に入り, SEM (StructuralEquationModeling)が
管理会計研究において積極的に利用されるようになると(Smithandbng丘eld-Smith,
2004),媒介要因の検討も広く行われるようになってきている｡
調整要因としては,戦略,構造,文化,環境,その他の管理システム, SPMSの特性/
利用方法などの多様な要因が取り上げられるのに対して,媒介要因としては,行動関連の
要因が中心となっている(図表11)｡もちろん,調整要因としても媒介要因としても検討
されている要因もある｡これは,成果への影響を検証しているといっても,先行研究の関
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図表10　成果に関する実証研究
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(2000) 途咤Oﾞ茯酲Ux/x-ﾘﾙ+h+ﾘ,8985ｨ986X4(7Tｨ5h5X8,ﾉy駅,ﾉtﾉk8ｲによる-fi-献○ 85ｨ6X4)ﾉｹYH,h,,HﾇﾒX8,ﾈﾜﾉw,ﾘﾞk4痛Oﾞk4x+x,ﾉﾈ惠,ﾔH-ﾈ+X*(帽ｻuh,H*"                                       
TAR 非財務的成果> 顧客の再来店見込と1000室当たりの苦情件数o 8+8.ｨ.ｨ6X8ｸ64hｸ92ﾖ        
Saidetal,(2003) 橡_ﾅ,儖ﾞk轌Ux,ﾉy駅Oﾞk4鎚ﾍｨｷiｸ,h*(,+ﾘｽﾉOﾞk轌Ux,亊i+x.ﾈ4ﾈｸ8<財務的(会計的)成果> W7FH,x,ﾈｦX犬6hｸ5y;ﾓCCｮ仂b兎回帰分析 _ﾅ,儖ﾞk轌Ux,ﾉy駅,ﾘﾋｸﾝﾘ,ﾅ$決､ﾈ+x-x,H,ﾂ                                                          現行と将来(1年後)のROA ベンチマークモデ ﾈ惠,i8,ﾈｭhﾅx,.      
JMAR h,,H6hｸ5ｸ5伊X/EH*"ﾉ_効醜檍,ﾉ_ﾙｧﾈ+,H+ｸ.ｨ.x,ﾈ4ﾂﾒ8ｸ6ｩ8+X*)[ijﾈ,X諍w+8.ｨ,H*(.x*H*4h6(4Rﾈﾞk轌Ux,ﾈ-ﾘ/誡w+X,H*(.舒仂h,hﾞkﾞk轌Ux,ﾉ{ﾉ_ｸ/諍w+X,H*(.舒仂h,h,兒ｩ}粐<市場ベースの成果> 僖ｉOﾞk轌Uyy駅48ｸｸ7bi顰h5H987h8ｸ,b+X,H,ﾃCCｮ仂iDルを設定した残差に tｮ俤竧.穐ｨ*ﾘ8ｻRﾙM9ｹV丶ｩJﾘ5H484ｲﾈｴｹx,ri靼y4X,ﾒ                                                                   
現行と将来(1年後)の株式リターン 凾謔髟ｪ析) )Oﾞk轌Ux,ﾉy駅,ﾙﾈ惠,儿ﾈ帽ｻｷｨ+v            
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著者/雑誌* 儖ﾞk轌Ux,ﾉy駅ﾕ242成果変数 兒ｩﾙｲ分析方法 ﾈ惠,亊h+x.偃X,瓜ｩﾘﾈｸ悗               
lttneretal.(2003) ﾙｩ.ﾉ9ﾉ4ﾙvﾉｳ,ﾈ6hｸ686ｸ,ﾈ4ｨ6X588ｨｸ+ｸ.ｨ+ﾈ.ｨ,X,BﾈｭHｨ刋傀2ﾈgｹ8｢}ﾝiUﾘ幵ﾈ､Hﾏh､ｨ,h*(,+ﾘｦYmｩ4ﾈ+ﾘ-俶yw+X,H*(.iNrﾉｩ.ﾂﾉmｩUyﾙ.ﾉ/iNx/ｩ.X+ﾙ;i5ｨ4ｨｸ6r+ｸ.ｨ+ﾈ.ｩUx嶌+Xﾝ+X+ﾙ[ﾘｼﾈｲﾄ%48,ﾈ邉;?ﾈ8ｻX/,(,ﾈ8ｻX,Y,ｲﾉy駅(h,hﾔﾉYh,凉駅(h,h*(*I?,(,ﾈ9｢,ﾈ-ﾘ/%48/X邵+X,H*(.舒俤h+X,IZｨｴ*ﾘ宿惠7(5x6ﾈ5(6h8ｳ686ｸ/ﾈ惠-h,h宿惓4佇ｸ-,(*(5x6ﾈ5(6h8ｸ,x.佰h4,烏ｸｧｩNrナ5ｨ4ｨｸ6rｲ<莱劉評価システムに対する満足度> 期待に対する達成度,理想形と比べた評価,全体 の満足度に関する回答(6点リカート)をそれぞれ標 88ｨ4ｨ,ﾈｾuｨｴｭcC盛回帰分析 Oﾞk轌Ux,ﾉﾙvﾈ,謁駅,ﾓD隴H,ﾈｩH8ｨ5ｸ98.(5h5X8-h,ﾉiｲNx,i8,ﾈｭhﾅx*ｨ*,+ﾘｲt}韜x,ﾉYz｢ｨ8Xｸ686ｸ/ｸﾗ8+X,H*(.舒倩x.h.ﾔﾈｴﾅﾙ.ﾗ8,,H*(.舒俤ﾉ_ｸ*｢ﾈ齪5h5X8/ﾘ(*ﾙUﾘ廁+Rﾈ+8.x,鎚.h.畏(*#D隴H,c2                                                                                                                                              準化し非出した平均値○ ベンチマ-クモデ 僖隴H ﾈｩH8ｨ5籀98/; *(.忠ﾙzｨ.(6ｨ8Xｸ68ﾈ6x,i靼yｸ,ﾘﾝ              
AOS 財務的成果> 刄汲ﾝ定した残差に iUﾘ廁轌Ux/y駅+x.ｨﾘx,ﾉﾈ惠-h,ﾉXﾈ帽竧-ﾈｬ+8.ｨ,+ﾒｲ                
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BisbeandOtley (2004) AOS 篤%48,ﾈ48985ｸ8X4(7iy駅6x6(7h,ﾈｭiu篷87ﾘ6ﾈ5x88ｸ,ﾈｭiu篷{ﾈ,hﾏﾈ*+ﾙ&ｹﾈﾋｸﾗ8ﾇh柯/ｵ駭(雋+x.偃h+X,H,ﾉy駅,亊h+x.俶ﾈ,(,ﾈn"ペ5ｨ4ｨｸ6rﾈ宿Zｩﾘ,ﾈﾈｸ悗/*B闔ｨ,(,ﾈn(/､X+ﾘｦXn(,ﾉ;ﾈﾘxﾇi&ﾂて%48,ﾈ-ﾘ,.x+疫ﾉy7h8ﾘ5x4h4x7ﾘ6ﾈ5x8986x5h5X8,(*(,H.:,ﾉ_ｹd,Yｩ.+Rﾈ蓼,(,ﾄﾔ58,ﾉ9ﾈ,h+X,H,ﾈ48985ｸ8X487Yy駅.Zｩﾙｸ,X,H*".猪<組織的成果> 財務と非財務の双方を含む八つの次元(売上高 成長率,利益成長率,RO1,売上高利益率,顧客満 898,ﾉ(hｴｹlﾘ,ﾉﾈ相関分析, >X鄕486ﾘ7ｸ5h8x98,ﾉ/i7ﾘ).,h,,H5H987h8ｸ/Zｩ7ﾈ+X+ﾘｨﾘrﾈ486ﾒ7ｸ5h8x98,ﾉﾙL*ｨｧﾂﾈｮ倩xﾅ,X,ﾒﾄﾔ58,ﾈ48985ｸ8X4(7h,謁駅,bｹV86ﾘ7ｸ5h8x98,h,ﾈｭH,ﾙXﾉｨｭhｭhﾅx*ｨｬ+8.ｨ+ﾒ闔ｨｾ8486ﾘ7ぴ                                                                                               
足,厭客の保持,新規撒客の灘得,マーケットシェア 刮m回帰分析 h88,ﾉ/iNx*ｩ.*(ｮ俤闇8,X,ﾒﾉtﾈ,X,ﾘ,(+ﾘ*｢ﾉ{ﾈ,ﾉKH,ﾙ2          
の増加)に関して,過去3年間にわたって菜界平均と 舒俤イ(交互作用効果), ﾈｭhﾅx*ｨｬ+8.ｨ+ﾖ       
比放した菜範(11点リカー川こついて,それぞれの 相対的重要性のスコ7(11点リカー日によって誼みづ けした偵o 刄oス解析 ﾔ58,ﾈ48985ｸ8X4(7h,謁駅,iｹV86ﾘ7ｸ5h8x98,h,ﾉﾈ惠,x.tﾈ躪,委ﾍﾘﾞﾉwﾏｨ*ｨｬ+8.ｨ+ﾒﾘ+Rﾄ%48,亊h+X,H,ﾙtﾈ,以ｸ悗,ﾙ;x.ｨ,H*(,"ｲ                          
BraamandNijssen (2004) 橡ｩ.育Xﾏﾈ,ﾄ%48,ﾉy駅%48,ﾉy駅X48,ﾉ.h,亊h+x.俶ﾈ,(,ﾈn"i^y4ｩ.ｄ%42,ﾈ貶,(,ﾈ雹5h,,Iｩ.8.ｨ.饑Lﾘ鈷/ﾏh,h,,H螽ﾈﾏﾍﾘﾞﾉw<財務的成果> 客観的な財務指標(過去3年間のROⅠの変化)○ く非財務的成果> 主潮的な非財務指標(淡合と比供した自社の稔 F竧処,ﾈ485bC盃回帰分析 (交互作用効果) ｩ.育Xﾏﾈ,ﾄ%48,ﾉy駅,ﾙﾈ惠,儿ﾈ忘nﾈ/uh,H*(.薬tﾙzｨ躪ﾏﾈ,ﾄ%48,ﾉy駅,ﾙﾈ惠,8,ﾈﾜｨｬx/uh,H*(.薬                                                        
LRP 俘ｲﾉﾙzｨ躪ﾏﾈ,ﾄ%48,ﾉy駅ｩ.育Xﾏﾈ,ﾄ%48,ﾉy駅,iYzｨ,h,ﾈﾏﾍﾘﾞﾉwﾘｲ合的な菜新評価(5点リカート))○ <稔合的な成果指標> 財務的成果と非財劫的成果から合成変数を井出.               
BryantetaL (2004) JMAR 栃ﾞk轌Ux,iOﾞk轌Ux*xﾞYﾈ+8.ｨ.們IiUﾘ廁5h5X87h8ﾘ4ﾈ5bﾒXｸ6x8986x,ﾉ_ｶ騏ﾙ_ﾙHｨ+.h,,Bﾈ6x6(7h4x4ｸ4X4"く指標間関係> 非財我の視点に属する成果指標と財務の視点の 成果指標との関係性 兔Hﾙ鄧)仄h檍,ﾈﾍｨｷiｲNx轌H,ﾉ+(ﾛｸｮ仂h,R6W7FH,ﾈ6hｸ5ｲ5ｩy駅Eﾈ,ゴｮ仂bD共分散構造分析 俥k轌Ux,iOﾞk轌Ux/[冽+X+ﾘ閂ﾋiUﾘ廁5h5X8/YY?ﾈ+X,H*(.舒                                                          
プの報酬が財務指標のみで決定されているか,財務/非財務指標の併用に よって決定されているのかによって分類○ 劔菜の方が,非財務的な成果指標の利益への彩管がより高い○ 
DavisaJldAIt)right (2004) MAR 篤%48,ﾈ鋠ﾈ,ﾉtﾉk3<財務的成果> CKFM(Compositekey血ancialmeasure);当 該銀行にて各支店が殺大化すべきとされている財務 指標(各支店の親模,市場,経済的,概略的な追い は経営掛こよって調整される). 儉鞁>ﾉ8ﾉYH,.仞(ﾗ8,ﾂウイルコクソンの符号 49*)ﾈﾎ8,俥k4ﾈ惠,ﾘ淙ｻｨ+8.｢ﾈ+,ﾉﾈ惠,ﾉ¥ｸ,ﾙ69ﾙ4萎k                   
BSCを導入している支店と中人していない支店で分類o 刹繧ﾂの支店 儻H*ｸ肩ﾉ指標のみを使用している支店と比べでも有意に高いものであったo    
JemiasandGani (2004) MAR 栃ﾍｨｷiｹ7な5888ｨｸ,Yﾙxｨ,X*ｸ.僭ｩrﾉGX,ｹ(ｨxｴ俯7867ﾘｸ4ﾈ984x佇隴I愰NrﾉYzｨﾇh柯,x/ｩ.x.豫yyﾘ檍ﾇh5h5X8<ビジネスユニットの財務′非財務的成果> ROl,利益,督莱CF,原価管理,新制品開発,販 jut:数丑,シェア,市場間堀,人材開発の九つの尺政 に関して自社の標準′浪合と比較した評価(7点リ カート)と上司による兎蛮性を掛ナ合わせて測定o Inﾈﾞﾝ愛X,仭ﾈ+x.x824ｨ8ｸ5伊H竧処8ｨｮ相関分析, 丼Izｨ,h蓼,(,ﾈ5(986X4y¥B瓜ｨﾊ嶌5(986x8ﾘｸ8ｸ,ﾈ587bﾈｬyyﾘ檍ﾇh5b                                           
14の特定の管理会計システムの利用の有頻と詑要性(7点リカート)から抽 出された因子の一つ○ 剋6社の115のビジネスユ ニット 兌ﾘｼ(,ﾈﾛx,ﾈﾉステムのタイプ)の適合度が高いと戦略的選択にかかわらず成果が高い○     
-　ii凪卜
著者/雑誌* 儖ﾞk轌Ux,ﾉy駅ﾕ242成果変数 兒ｩﾙｲ分析方法 ﾈ惠,亊h+x.偃X,瓜ｩﾘﾈｸ悗               
林(2004) 企菜会計 篤%49;?ﾈｮ仂h,x.偖ﾘ閂､ﾈ,x.(ﾛ<戦略共有直接効果> BSC中人による,目標設定や菜劉評価などのマネ ジメントツールの経営職略に対する統合皮向上に 関する五つの質問(5点リカート)○ <概略共有間讃効果> BSC導入による,経営職略に対する従某月の忠 弛向上に関する四つの質問(5点リカ-I)o 48ｿ8駟?ﾈｮ仂c倆s洩ﾈ,ﾂｼh蹴記述統計分析 48,ﾈ鳬ﾈ,ﾘ自Lｩ4佗俛ﾉﾙzｨ/yHﾕﾉﾈ醜,冏i:x+8+佰｢鞍zｨｺItﾈﾏ｢ｨ*.定+ﾘ+Rﾈ+,ﾈ･IzｨｺItﾈﾏｨ,ﾘ9ｨ,ﾉｹ¥｢吋驃粐oRh,,Hﾛx腰*ｨ-ﾘ.x.ｨ.ｲ                                            
松尾(2005) 会計 栃齷:霑ｸ4ｨｸ,X,ﾉOﾞk轌Ux/ｭﾈ-鞏越ｹUﾘ廁5h5X8,ﾉ;?ﾃtx倆&ﾉUﾘ廁轌Ux*ｨvR謁ﾘｹ;笘+8.ｨ.丶ｲﾈtﾝ&儷ﾘ廁5h5X8,ﾇﾘ,8*(+ﾙmｩUyﾙ.x,x.9:ｩ¥ｸ+x.xt(ﾗ9:ﾈﾈｸ悗*ｨ囗ﾍ9Uﾘ廁轌Ux,儷ﾈ.ｨ.丶ｸ,ﾈ蓼,(,ﾈ惠,ﾉJﾘﾋｹ&丶ｸ/Zｨ*t,ht,ﾂ&丶ｸ,X,ﾉ¥ｸ/ﾉ&<指標に対する理解庇> <目標設定における問迎皮/韮零度> ROA,概略課渇達成度(非財務指標)に関してそ れぞれ6点リカートで評価○ く非構造化インタビューによる行動の変化抽出> 俾傚Xｿｸ4ｨｳバス解析 vY&丶ｸ,凉ﾘ7ﾘﾞkﾞﾘX轌Ux,h.,侘IﾉI兀InX,ﾉiｸ,ﾈ*(*ﾙX,ﾘ,x,+ﾖtｴ儷｢9:ｩ¥ｸ+x.丶ｸ,X,ﾒﾉOﾞk轌Ux,ﾙﾙzｨﾗ8,ﾈ+ﾘ-ﾉxb+Xﾙﾘ/.h.X,們ﾗ8+8+鎚･Izｨ,ﾈ/ﾏﾈ8+8+H*h,YtﾈﾏX*,+ﾖ                                                                                                             
Chenhall(2005) 毒5ﾕ8,ﾈｺ8ﾘx,h*(*H鋻_<ｳﾕ8*､VﾉUrﾈ･Iz｢ﾈ4ﾂﾘ5h88ｭH.(廂&ﾈﾇﾘﾛﾘ/{&h+X+ﾙ9ﾘﾘyｸ/<職略的成果> Milleretal,(1992)によって示された11の機略項 ｸ5x8ｨ4ｮ仂c#,ﾂ4%X.h.(ﾛ絢i|ﾘ,ﾉ;r.ｨ+ﾘ7ﾘ6ﾈ5x88ｳkﾂ共分散榊造分析 ﾘﾘy4ﾕ8,ﾙYzｩ4ﾈ惠/淙ｻｨ+x.鑓+ﾘ+Rﾈ+*H+X+ﾙ+ﾉｩ4亊hﾅr                                         供している硬度,財務.Wl客ゼジネスプロセス,長期的イノベーションの領域 之ﾈ,亊h+ .痛9ﾘﾘx,iNIZﾘ+X+ﾙUﾘ廁,h+ｸ,ﾈ･Izｩ4佗ｨ凾ﾌみならず,SPMSは製造に関する概略的整合性を高め組織学習を促進   
AOS 倡yUx,ﾉ/ｹhﾗ8轌Ux,i'為8轌Ux/JﾈｹX,H*(.i7亊h+x.",ﾈn(ﾘm｢ペ5ｨ4ｨｸ6rx蓼,(,ﾈ宿斡ｨ,hﾝ畏X,ﾈ8ｨ985ｸ5rﾈﾗｷ躋ﾏﾂﾈ5H7h888Hｸ躪ﾏﾂ5ﾕ8,ﾉ<ｸ,h+X,I(ｨｲ性(ともに7点リカート)のスコアを掛け合わせた値から 三つの因子(配送,柔軟性.低コスト/価格)を概略的 成果として抽出○ PLSモデリング) x.,h,Rﾉﾙzｩ4ﾈ惠/ﾘ(-h*(*HｭIｨﾏｨ,亊h+x.ﾉ.辷鰄+8.｢+ﾖ                                                     
Hoque(2005) 篤%48,ﾉOﾞk4井(,ﾈ雹5x.倡yUx,ﾉJﾒb蹣Uﾘ廁,X,ﾉy駅NsVV襯ｦﾖW2dｶﾆ襯踟'F涛f"ﾖﾈ,ｨ+8.ｨ+ﾓ8ﾘmｨ,ﾈ轌Ux,ﾈﾝＦI¥h廁,X,ﾉy駅Nrズ5ｨ4ｨｸ6rﾉ;x蓼,(,ﾂ宿/(ｨ姶X宿,ﾈ岑肩愰Ny;%[ﾘｼ,i9ﾈ,ﾉ%[ﾘｼﾉ{ﾉ_ｲ/Zｩﾘ,凉駅ｲ<租紙的成果> GoVindarajan(1984)によって用いられた財務的/ ｨ8Xｸ5xｸ886ﾉｹ(ｼb韮回帰分析 ｬ(ｺｹW8ｦﾘｸ*ｨﾘ(*(8ｻX岑,(,BﾉOﾞk轌Ux,ﾉy駅*ｨ.h.畏(*)ﾂ惠,(,ｨ.薬                                                                                     
BAR 剩熏I成果を表す12項目に関して平均と比較し た得点(5点リカート)の単純平均o 鉄((交互作用効果) hﾌ)¥ｨ,ﾉOﾞk轌Ux,ﾈ8ﾈ7ｸ,X,ﾒﾈ薊ｷ,ﾈ雹5亊i:h+X+ﾘ轌Ux,hｧx,bﾉ+x,ﾈ雹5亊Y:h+X+ﾘ轌Ux,(,Bﾈt,ﾈﾏﾍﾘﾞﾉwﾏｨ*ｨｬ+8.ｨ+ﾘｲ                         
LauandSholihin 栃ﾌ)ﾈ,ﾈﾝ囲9Uﾘ廁,儖ﾞk轌Ux,ﾉy駅<マネジャーの磯務満足> 8986ﾈ5h498ﾉH竧処2バス解析 Oﾞk轌Ux,舒8*(+ﾘｬyyﾘ,ﾉxiUﾘ廁,ﾒﾉUﾘ廁詹*ｸ,ﾈﾏi[ﾘ+8,h2                             三つの財務指標と17の非財務指標に関して,個人莱織の評価に際して, 劔司への倍額という二つの要因を通して間接的に,職務満足に影切を与え 
(2005) 8譏*ｩ(闌雕+x.乂餒rペ5ｨ4｢ﾔ著/ﾙZｩﾘ,I(ｨ+8.ｨ+ﾓHﾙMSQ(ミネソタの弼足皮調査)のショート版を用い ｩｹ(ﾝx.ﾘ6ﾂH*(.忠:ﾈ,ﾈｭhﾅx*ｨﾞk轌Ux,h.儷ﾘ廁,X.ｬ+8.ｨ,H*(.著ｲ                                
BAR ﾈ*H+ﾉOﾞk轌Ux,亊h+x.宿囲ｨｷﾉ>YH7(5x6ﾈ5なｧx,iﾉ+x,ﾈ雋た20項目の質問(5点リカート)の単純平均○ x88ｳskﾂﾞk轌Ux,iOﾞﾘX轌Ux,ﾉｩX4x486x,h.Ykiｸ,x.冲ﾉ(                                 
点)の下位尺度得点(単純平均)と全体の平均値o 劔な影野は観察されなかった○ 
HassabEhabyet aL(2005) JMAR 橡_ﾅ,儖ﾞk轌Ux,ﾉy駅<市場関連成果> 芳WFﾂ窿#2ﾉZｩﾒｸ,ﾈ*H+Oﾞk轌Ux,並回hn.-分析, CoX比例ハザード 分析 Oﾞk轌Ux,ﾉy駅,hｮ俤ｸ,h,ﾉ靼yｸ*ｨｩx乖(+8,ﾈ帽ｻｷ-ｨ+xｲ                                               
非財務指標に対するウエイトづけD 僖隴H,ﾈｩ+)鞋ﾘ,ﾈｩH8ｨ5ｸ96特定のウエイトづけをして いた91社 刧A過去の菜親と企菜特性は非財務指標の継競利用の主要な決定要素で ある○        
西居(2006) 原価計算研究 橡_ﾙ,ﾈﾔﾉLﾘ+3ﾙvﾈ,(,ﾉOﾞk轌Ux,ﾈ6x6(7h-h,ﾉ_ﾙ,ﾉtﾉk8,ﾉ[ﾘｼﾈｲﾉOﾞk轌Ux,ﾆ盲.以ｸ惠,亊h+x.(7X6ｨ5ｸ5h8x93<財務的成果> 過去3年間の平均ROAO ｩgｸ,ﾉ8ﾈｩYH8ｨ,ﾉｲ(鑽伊ｩﾘﾝ*ﾒ涛H並回帰分析 儘ﾉLﾘ,雲ﾙﾈ.(-ﾘ*ﾘ.,(7X6ｨ5ｸ5h8x98,X,ﾘ,ﾒﾈ･Izｩ4xｸ,舒2                                                  
各指標のコミュニケーションの程度(5点リカート)の平均値o 劔いた測定結果の高いコミュニケ-シヨン(戦略的適合吸)が高い財務的成果 
<概略的適合度> 7鶴の取略的盤賓性と12の非財務指標のコミュニケーションの程度との適 合度から各社の平均的な適合度を算出○ 劔につながっているo 
-　hi鼎　-
著者/雑誌* 儖ﾞk轌Ux,ﾉy駅ﾕ242成果変数 兒ｩﾙｲ分析方法 ﾈ惠,亊h+x.偃X,瓜ｩﾘﾈｸ悗               
VanderStedeet al.(2006) BRA 橡y駅+8.ｨ.俤Ｃ兌ﾘ廁轌Ux,ﾉﾙvﾉｳﾞk轌Urビ痛>YHｼikｭi,ﾈ轌Ur鎚ｼhﾈ陏ｨﾇﾘ,ﾈ轌Urビ鎚ﾍｨｷｭi,ﾈ轌Urモ鎚皦ｬ儷ﾘ廁轌Urビﾉ,ﾘ,(,ﾈ4ｨ6X588ｨｸ,兒ｨ*x.ｨ+ﾘｦX輦Ux,ﾉｹ)YInX,ﾉx弾H8)ｩ.Uﾘ廁,ﾈ+ﾘ-8肩,ﾈｬyyﾘ+ﾘ+ｩy駅+X,H*(.,ﾈ*x*H*ｩ.ｈｨxﾌｩ>,ﾉHﾌ(,ﾘn)Uｸ,ｨ587h+8.ｨ+ﾘ轌UyB愉Zｩﾒ,冽*(.x.ｨ.倡yUx,ﾉﾙvﾉｸ,ﾘ轌Ux,ﾉH,hｦX轌Ux,ﾉy駅'+.h.兒ｩ}.h,,H*h.x.ｨ+ﾘｲ<稔合的(財務′非財務的)成果> 財務,業務,従業比撤客関連の莱約について, 儉鞁,ﾉｹ)cベ,h7ｲ相関分析, 平均値の差の検定, 盟回帰分析 (交互作用効果,ベ ンチマークモデルを 設定した残差による 分析) Yzｨ,ﾘ.x+ﾙvﾉｸ,ﾙﾈ惠/ﾏﾈ8+8+ｲt(ﾅY(･Izｨ,儼俯ﾈ,ﾈｺﾙ+(,h皦ｬ倡yUx,ﾉy駅,h,ﾉﾈ惠,x.8,ﾈﾏﾍﾘﾞﾉwﾏｨ*ｨｬ+8.ｨ+ﾘ*｢ﾈｷｬ儖ﾞ茯酲Ux,h,ﾉn(,X,ﾙ:B                                                                                                    
業界平均と比戟した評価(5点リカート)を単純平均し た個(国子分析の結果は一つの国子を抽出)○ ﾒﾘ,ﾉｹ(ｼcCﾈﾏﾍﾘﾞﾉwﾏｨ,ﾘﾊ偬8.ｨ,+ﾖt(7867ﾘｸ4(6h8ｸ.h.晴,(轌Ux,ﾉy駅,ﾙe(+X*)ﾈ惠,(,ｨ,,B*(.ｸ自_ｲﾈ.h.慰ﾉLﾘ,育yUx,ﾉy駅,X,ﾙ:H,ﾈﾏｨ,ﾘｬ+8.ｨ,+ﾘｲ                                       
Widener(2006) 橡O69ﾙ4倡yUx,ﾉGXｸ,亊h+x.僖i&ﾓ<財務的成果> W7FH6hｸ5ｸ5共分散構造分析 ﾙzｩ4倬ﾋ忠ﾉ4膝)gｲﾈﾕﾉ)4倬gｲﾉZ謁ﾙ4倬gｲﾉD)wiｸ,ﾒﾉO69ﾒ                        内部の情報システムにおける17の指標の利用に対するトップマネジャーの 劔的指標の盈安性の認知の向上を通じて,成果に正の好廿を与える.ただし, 
MAR 僖i&ﾘ+x.Y¥ｲペ5ｨ4ｨｸ6r宿Zｩﾘ,I(ｨ+8.ｨ+ﾓX圷,ﾈ*H+ﾂROAo 亊ﾈ-ﾈ.ｨ.x冲ﾈ躪,渥hﾅx*ｨｬ+8.ｨ+ﾙ¥H,ﾒﾉｹ(ｼh,iOｻｸｼh,h,Rﾒ臟R茯,,H*な拮*"                               
3田子(従業fl,オペレーショナル,生産性)の下位尺度得点(*純平均)○ 劔成果につながる戦略的資源と菜新評価指標の組み合わせが異なっていた○ 
Henri(2006b) AOS 読ﾕ8,ﾉi&i4凉駅8985ｸ8X4(7iy駅<財務的成果> ｨ6ﾉｹ)|3共分散構造分析 i&i4艇48985ｸ8X4(7iy駅,ﾈ54877(8ｨ6X4(/,ｨ+h+ﾘﾞk4凅冩-b                                
Vandenbosch(1999)に依拠して,診断的利用はスコアキーピングに問迎 劔の好き掛ま支持されなかったo 
する四つの質問(7点リカート),インターラクティプ利用は注意JA中に関する七 儉ﾉHII(簀&Rﾉyh,亊h+x.偃Xｬ儷ﾘ幵ペ5｢刧A環境不確英性が高い,あるいは柔軟性の高い租税文化を有する金井で       
つの質問(7点リカ-ト)の平均値oなお,オリジナルは五つの質問だが,対話 ｨｸ6rﾉ[ﾘｼﾈｲ凾ﾍ,診断的利用とインターラクティプ利用によって生じるダイナミックテンシヨ       
や談論に関する二つの質問が追加されているo 劔ンは財務的菜掛こ正の影野を及ぼすo 
Bumeyand Widener(2007) BRA 毒5ﾕ3ﾝ9ｩ.h5X8,h･Izｨ,h,ﾈ8ｨ985ｸ5x,ﾉ/iNrﾙzｨ,hｭiｸ,ﾈ*.倡yUr,ﾉy駅ﾉ$)ﾈ+8.ｨ+ﾙﾙzｨ,ﾉyﾘ,ﾈ辷腕ﾈ宿惠ｭhﾅx,ﾉk篦ﾙzｨ,ｸﾘx+x.b*I+8.ｨ+ﾘ轌Ux,ﾉy駅亊h+x.俶ﾈ,(,ﾈn"謁駅+X,H*(,(9ｨ,ﾃ/ｭﾈ-繪5ｨ4ｨｸ6rh,,F紋弁.ｲ<管理者成果> 戦略的計画と意思決定に対する成果(意思決定 DﾔFF宥WFVﾖvVﾖV蹈66蹤蹠2,ﾈ8986ｳs#洩ﾂ共分散構造分析 5ﾕ8,ﾒﾉYkｭi饑,ﾉ4ｹ井y;iox,ﾈﾛIhh+8,ﾉ.岑/,ｨ+h,Bn(ｼ94ﾈ惠/ﾏﾈ8+8+ｲ                                                                                 
に適切な情報を有している′必要な職略的怖報を入 手できる)に関する二つの質問で測定(7点リカート)○ 劍t5ﾕ8,iYkn(ﾇﾙWﾉU｢ﾉox,ﾉ&yj+2ﾉoｨHｨｹ:,h,ﾈｭhﾅx*｢ﾉUﾘ廁7h8ﾒ5ｨ5h,ﾈ8ｨ985ｸ5rﾉz艙Rﾘ6ﾈ5x88ｸ,ﾈﾆ,h,,I+)8.ｨ.ｲ                         
Hyv6nen(2007) 栃ﾋｹ94俤虻ｩUﾘ廁轌Ux,ﾉy駅<非財務的成果(顧客に関する成果)> 10の成果次元に関して,競合と比べた相対的な評 価とその蒐要牡という二つのスコアを掛け合わせた H4(98886僭Ywc2蝌ﾝｉ厭85ｸ扎ｴ2韮回帰分析 佻ｨｷ5ﾙzｨ/ｸﾗ8+X,H*(,(ｮ坦ﾘ,X,ﾒﾉi%ｹ4饑ｵｨ,hﾋｹ94                            過去3年間にわたり,特定の深耕評価指標(非財務的評価指標,定性的指 劔な菜前評価指標の組み合わせが高い顧客成果につながるのに対して,榔 
MAR 儷rﾄ%42靉ｨｷiｹNy+(ﾛｘ,ﾉy駅*y;ﾘ7ﾈ7H4(6(6x,亊h+x.俯"ペ5変数から抽出された第1国子によって測定(尺度は下 位尺政得点(単純平均)による)○ ﾈｹXｮ俤ゴ(交互作用効果) 亶5Yzｨ/ｸﾗ8+X,H*(.仞(8,X,ﾒﾈ+,ﾉx-ﾘﾘx.ﾘ+ﾘ･IvYﾈ惠,X,B                            
カート)から構成される因子(もう一つ抽出された因子は.財務指標の利用)○ 劔負の彩旬を与える｡ 
Ki血n(2007) 栃､8､檍,ﾉｸﾖｹUﾘ廁,儖ﾞk4(986x8ﾘｸ8ｸ,ﾉy駅､8､檍,ﾈ7ﾘ6ﾈ5x88ｸ,ﾉx逸(8)Uﾘ廁,ｹw+8.ｨ.儖ﾞk4(986x8ﾘｸ8ｸ,ｭh+X,Bﾉ4ｹw+8.ｨ.倡yUx,ﾉ¥wiｲﾈ､8､檍7ﾘ6ﾈ5x8Bﾘ,h,ﾈ檠&ｸ,ﾉ[ｹNrﾂ轌Ux*ｩ(h皐,ﾉﾉMｸ/Kﾘ防+X,H*(.韶h轌Ux,ﾉｩ.以ｸ惠,X,Hﾏﾈ*x.｢.ｸｷﾒﾉｩ.以ｸ惠*ｨ､8､檍7ﾘ6ﾈ5x88ｸ,ﾉUﾘ廂m冩,冰h.Ynﾈ,(*",Bﾈ､8､檍7ﾘ6ﾈ5x88ｸ,ﾈ8譏,ﾈ雹5xﾊﾙUﾘ廁,亊h+x.俯"ズ5｢4ｨｸ6rﾉ%[ﾘｼ<財務的成果> H4(98886ﾈ5(984ﾘ7ﾘ8ｨ62韮回帰分析 ﾗ9:(986x8ﾘｸ8ｸ,ﾉ8,ﾈﾆ-ﾉOﾞk4(986x8ﾘｸ8ｸ,ﾉXﾈﾜｨｴ.h,,H-h/,yｨ膵+8.ｨ,H+X-ﾈ*H+ﾘ-鎚蓼,(,ﾈ587h,ﾈ5(986x8ﾘｸ8ｸ,ﾉ:ｺﾙ+(,ﾘﾞk4(986x8ﾒﾘ8ｸ,ﾈｺﾙ+(決8,ｨｯｩ4假ｸ擁ｸ/淙ﾄ(+X,"                                                                                                             
EAR 刳坙魔ﾌR01の究約倍○ x,ﾃ3X,ﾈ7(5x6ﾈ5h6ｨ68ｲﾂ(交互作用効果) ｬ(ｺｹ¥ｸ*ｩ.*(,i4xﾋ饑ｨ+8.ｨ,H*(.ｨﾘx,ﾙOﾞk4(986x8ﾘｸ8ｸ,ﾈﾌ｢ｭX,ﾙ%ｨｯｩ4假ｸ擁ｸ,儿ﾈ忘ｷｨ+x*｢ﾈⅸ*(,h*(*IDiH,ﾈｨﾘx,ﾙ2,ﾈ帽/ｷｨ+xｲ                                
Widener(2007) 栃ﾝＨ(-ｦbﾘ廁5h5X8,ﾉi&i4凉駅8985ｸ8X4(7iy駅i&i4凉駅,ﾘ8(6ｨ5籀.(8ﾈ7(8Xｸ,亊h+x.,ﾈﾘmｨ,亊h+X,I|''IUﾘ廁5b5X8,ｹh+X,H*(.iNrペ5ｨｸ6r鎚48985ｸ8X4(7iy駅,ﾘﾝ越ｹUﾘ幵5h5X8,ﾈ48985ｸ8X4(7h,謁駅/ｴﾈ+X+ﾙ,(,ﾉ[i.h,ﾉ:ﾉ/i7ｃr5ｨ4ｨｸ6ryｩ.ｲ<租紙的成果> 全体的な組織的菜糾,全体的な租紙的収益性, W7FH,X,ﾈ4ｸ4ｨ4868ｸ6hｸ5y駅,X*ｸ.#"共分散構造分析 48985ｸ8X4(7h5(986x8ﾘｸ8ｸ,ﾙi&i4(98蒔H8ﾘｸ8ｸ/,ｨ+h,IyHｧx,$ﾇｼ948,ﾈ忘nﾈ/uh,H*(.ｲ                                                                                      
AOS 剋蝸v製品の相対的マーケットシェア,配送システムの 全体的な生産性に関する質問(7点リカ-ト)○ 劍t貶,(,ﾈ5(986x8ﾘｸ8ｲﾈ6ｸ,ﾒﾉyHｧx,h7ﾘ6ﾈ5x8986x,ﾉ(ﾘ/,ｨ+h,Bﾂ9ﾈ,h+X,H,ﾙﾈ惠/ﾏﾈ8+8+薬                  
-　hdE!　-
著者/雑誌* 儖ﾞk轌Ux,ﾉy駅ﾕ242成果変数 兒ｩﾙｲ分析方法 ﾈ惠,儿ﾘ+x.偃X,瓜ｩﾘﾈｸ悗               
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トップマネジメントの支援,概略の潮汎プロセス/サービス/コンピタンスの 劔札継続的にマネジメント実践に形管を与える能力(概略を継続的なプロセ 
榊臥組織ユニット問の整合性,全員参加,概略の継続的なプロセス化に閃 劔D(ｴZｩﾒスにする),資源(手段)と職略的日的(目的)を盤合させる役割という,牝略     
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評価のために利用されている程度(5点リカート)○ただし,国子分析の結果よ 劔において,より強くなる(ただし,十分に開発されたPMSと菜弟との関係が 
り,三つは除外○ 冕ｹybﾅ$BﾈﾍｨｷiｲﾉｹVﾈ5Hｸ7(5ﾉV俯剔g純構造によって調整されるという仮説は支持されなかった)o           
<十分に開発されたPMS> 偖ﾘｼhﾈh蝎ｸ,亊h+X,Bﾉ_ｨﾘx,iNHｧ(+X+ﾘ皦ｬ儷ﾘ幵第168社 ﾘ5x686xｴZｩﾒ②放争の程度がより高い企第では,十分に開発されたPMSと菜約の関係          
Speckbacheretal.(2003)の三つの分類の一つ(因果モデルの包含とイ 茶Y5ｨ4ｨｸ6rｲ凾ｪより敷くなる(ただし,統合された指標の利用での同様の仮説は支持さ     
ンセンチイブとのリンケージの舵供が特徴)○自社のPMSの位想づけをこのタ イプとして選択した企第〇 劔れなかった)○ 
*雑誌の略徒名は下記の通りである｡
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図表11成果への影響をめぐる変数間の関係性
<媒介変数>
･ (戦略的)ケイパビリティ,イノべ-ション,組織学習
･公平性(手続き的/組織的),信輔
･職務ストレッサー
･役割の唆昧さ
･エンパワメント
･戦略志向組織の5つの原則
<独立変数>
･BSCの利用の有無,実践パターン
･SPMSの特性(多様性,因果性.統合性,コミュニケーション,
戦略的整合性,報酬連動など)
･コントロール･システムの利用方法(診断的/インターラクテイ
ブ,フィードバック/フォワード) ,ダイナミック･テンション
･報酬決定,業紡評価における非財務指標の利用(目標設
定,報告頻度,重要催,ダイナミズムなど)
<目的変数>
･ ROIなどの財務的業績
･株式リターンなどの市場関連の菓紡
･非財務的業績(競合や業界標準と比較した自己評価)
･因子分析などを通じた総合的評価
･マネジメント上の成果
･満足度(職務/システム)
<調整変数>
･戦略,組織構造,組織文化
･環境不確実性/複雑性,競争の程度,規制
･管理/情報システム,品質/製造プログラム(システム)
･ (戦略的)ケイパビリティ,イノベーション
･管理者特性. SPMSの特性/利用方法
心がいかに広範にわたるものであるのか示唆しているといえよう｡
成果との関係についての実証研究は, 1990年代に入ってから比較的実施されるように
なった｡これはBSCに代表されるSPMSが注目を集め,その理論的安当性/有用性を経
験的に検証しようとする試みであったと理解できる｡しかしながら,必ずしも一貫した経
験的証拠が蓄積されてきたわけではない｡
たとえば, BSCの導入/実践が成果に与える影響については, DavisandAlbright
(2004)では正の関係が観察されたのに対して, Ⅰ仕neretal. (2003b)ではそのような結果
を明確に示す証拠は得られていない｡さらに, SPMSの重要な特性であると考えられる戦
略と非財務指標とのリンケージに関しても, Saidetal. (2003)では,戦略,製品ライフ
サイクル,規制などに適合しない非財務指標の利用は成果に負の影響を与えることが明ら
かにされたが, Ⅰ仕neretal. (2003b)では,戦略やバリュードライバーと整合性なく指標
を利用する場合,成果への負の影響は観察されなかった｡さらに,過大に指標が利用され
る場合には,株式リターンが高くなることが発見されている110｡また, Ⅰ仕neretal. (2003
b)では戦略的実行ツールとしての役割ではなく包括的な測定機能と経済的成果との間に
正の関係が観察されたのに対して, BraamandNijssen (2004)では,包括志向ではなく
戦略志向のBSCが成果に正の影響を与えていることが明らかにされた｡非財務指標の役
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割や意義が注目されるなかで,こうした研究結果の不一致はより一層の経験的証拠の蓄積
の必要性を示していると思われる｡以下では,こうした不一致の原因にもなっていると考
えられる概念の操作化を中心に検討を行う｡
8.1　BSC
8.1.1 BSCの多様性と分類
図表10に示されるすべての研究がBSCの導入/実践の成果を直接的に検証しているわ
けではなく,むしろそうした研究は少数派(Braam and Nijssen, 2004 ; DaviSandAlbrigh,
2004 ; Hoque and James, 2000 ; Ⅰ仕ner et a1., 2003b ; Malina and Selto, 2001など)である｡
少数しかないにもかかわらず,各研究でのBSCの測定方法は多岐にわたっている｡その
ため, BSCの導入/実践が成果の改善につながるのかどうかは先行研究の結果からは断
定することはできない｡たとえば, HoqueandJames (2000)は, BSCの四つの視点に分
類される指標がどの程度業績評価に利用されているのかによってBSCの利用度を測定し
ているが, BraamandNijssen (2004)は戦略とのリンケージを重要視してBSC実践を捉
えている｡もちろん,分析対象,得られるデータによって,現実的に採用できる測定方法
は変わってくるが, BSCという用語自体が多義的に用いられていることも影響している
と考えられる111｡
BSC概念が多様であるために,その多様性に応じてBSCをいくつかのタイプに分類し
ている研究が先行研究のなかには見受けられる(Braam and Nijssen, 2004 ; Speckbacher
eta1.,2003)｡たとえば, Speckbacheretal. (2003)はBSCを,タイプⅠ (戦略的である
財務指標と非財務指標を組み込み,それらを視点としてグループ化した業績評価システ
ム),タイプⅡ (タイプⅠに因果関係を通じた戦略の記述を追加したタイプ),タイプⅢ
(タイプⅡにコミュニケーション,行動計画,インセンティブによる戦略遂行機能を追加
したタイプ)という3段階112に分類している｡
こうしたBSC実践の分類を受け入れて, BSCの各実践タイプ(パターン)と成果との
関係を検証するのは,成果研究を精微化させる一つの試みであろう｡分類されたタイプご
とに成果の違いを測定できるばかりでなく,長期的フィールド･スタディによれば,タイ
プ間の移行による成果への影響を捉えることができる｡また, BSCの導入成果を検討す
る際には,どういったBSCの導入を試みたのかという(当初の)意図は導入プロセスや
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成果に影響を及ぼすと考えられるので,タイプ分けは重要であろう｡
しかしながら,多面的業績評価システムや戦略マネジメント･システムといった分類が
理論的に可能であっても,実証的な操作は容易でないといえる｡ BSC実践をいくつかの
タイプに分ける場合,複数の分類基準が必要であるため,タイプ分けの作業はかなり複雑
になる｡たとえば, BSCをSpeckbacheretal. (2003)のいう三つのタイプに分ける場
令,少なくとも,戦略と指標とのリンケージ,指標の多様性/グルーピング,指標間の因
果性,コミュニケーションの程度,計画や報酬との連動といった要因を分類基準として考
慮しなければいけないであろう｡こうした要因が分析上一つの基準に集約されるのであれ
ば,その唯一の基準に従えばよいだろう｡しかし,複数の基準を用いる際には,理論通り
に各社の実践ケースを分類できるとは限らない｡たとえば,指標間の因果モデルを利用し
て,予算管理や報酬制度と連動が図られているBSCを戦略マネジメント･システムとし
て定義した場合に,因果モデルは想定しないスコアカードを使用しているが,戦略を実行
するために各種計画との整合性や報酬との連動などがきちんと整備されている企業の
BSCはどのように分類すればよいのだろうか｡このように, BSCにある種のラベルを割
り当てることは,議論を展開するうえで便利ではあるが,実証的に落とし込むことは容易
ではなく,概念の操作化は今後の大きな研究課題である113｡
8.1.2　設計要因/利用方法への着目
実践上BSCとは呼ばれていないが,類似したSPMSが比較的数多く導入されている現
状114を鑑みると,こうしたBSC導入/実践企業にだけ着目するアプローチではSPMSの
十分な知見の蓄積は期待できない115｡また, BSCというラベルによって何を捉えている
のか明確ではないので,現代的な業績評価システムによって企業が何を意味しているのか
明確にする方法を研究者は明らかにする必要がある(Ⅰ仕ner eta1., 2003b)0
研究者の本質的関心は, BSCというラベルの付いているシステムよりは, BSCにて観
察される設計要因/利用方法にあるだろう｡そのため, SPMSの重要な特性と成果との関
係を検証するアプローチを採用している研究も多く存在している(Bedfordeta1., 2008;
Burneyand Widener, 2007 ; Burney et a1., 2009 ; Chenhall, 2005 ; Henri, 2010 ;Lee and
Yang, 2010 ; Ⅴander Stede et a1., 2006 ; Yu et a1., 2008 ;西居, 2006など)1160
たとえば,戦略と指標のリンケージ,指標間の因果性,チャレンジングであるが達成可
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能な目標,報酬と連動した戦略的な業績評価指標,垂直的/水平的インターラクションと
いった, BSCを設計/利用するうえで指摘される基本的特徴は,必ずしもBSCと呼ばれ
ていない業績評価システムにおいても備えておくべきであると多くの文献にて指摘されて
いる(Adams and Roberts, 1993 ; Ittnerand hrcker, 1998b ; Maha and Selto, 2001 ;
McNair eta1., 1990 ; Nanni etal., 1992 ; Neely etal., 1994)117｡実際に成果との関係が検証
されている内容としては,戦略との整合性(Bed血rdeta1., 2008 ; Bumey弧dWidener,
2007 ;Yu eta1., 2008 ;西屠, 2006),指標の技術的特性(Burneyetal., 2009),因果関係
(Bedford et a1., 2008 ; Burney and Widener, 2007 ; Burney et a1., 2009 ;Lee and Yang,
2010 ;Yu eta1., 2008),統合性(Chenhall, 2005), PMSのダイナミズム(Henri, 2010),
指標の多様性(Lee andYang, 2010 ;Van derStede eta1., 2006 ;西居, 2006),インターラ
グテイブ･コントロールとしての利用(BisbeandOdey,2004)などがある｡
こうした個々の要因と成果との関係を検討するアプローチによる方が,分析サンプルが
BSC導入企業には限定されずに,それでいてBSCにも共通するSPMSのさまざまな特性
が成果につながるのかどうか検証することができる｡つまり, BSCなどのSPMSがどう
いう経路を通じて成果を向上させるのか,さらにどういった要因が強い効果を有するのか
も明らかにできる｡また,分析方法によっては,複数要因の総合的な効果の測定も可能で
あろう｡たとえば,個別の要因ではなく包括的に業績評価システムの測定を行っている研
究もある｡ Ham (2008)は包括的業績評価システムの操作化に関して詳細な検討を行い,
実証的に信頼できる妥当な測定方法を開発している118｡
なお,最初に検討したBSCを類型化するアプローチもSPMSの重要特性に着冒して分
類を行うことになるので,二つのアプローチは相容れないわけではない｡成果に影響を及
ぼす重要な特性は何か,そしてその要因がどのようにして成果を向上させるのか,理論的
に説明(予測)し実証するという方向性には違いがないからである｡どちらのアプローチ
を採用すべきかは,リサーチクエスチョンによって決まってくるが,現実的にはどういっ
た分析データが得られるのかにも大きく左右されるであろう｡
8.2　成果
8.2.1成果の種簸
どのような成果概念が望ましいのかは, BSCがどのような目的によって実行されてい
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るのかによって変わってくるだろう119｡たとえば, BSCの導入/実践の目的としては,
企業変革の推進,戦略の明確化と実行,コミュニケーションの促進,業績連動型報酬制度
の確立といったようにさまざまなものを挙げることができる｡しかしながら,システムの
導入や改革には組織の多大な資源が投入されることを考慮すれば,たとえ,直接的に意図
されていなくとも,最終的には財務的な成果の改善に資するべきであると考えられる｡ま
た,戦略は各社の財務的業績に大きく影響する要因であると考えられ, BSCが戦略のマ
ネジメントをうまく支援できたかどうかは最終的に財務的業績に反映されることになるだ
ろう120｡その意味では,財務的業績はBSC導入/実践の最終的な成果として捉えること
が望ましく,成果変数として利用している先行研究も多い(Chenhall, 1997;Davisand
Albright, 2004 ; Khn, 2007 ; Perera etal., 1997 ; Said et a1., 2003 ; Widener, 2006 ;西暦,
2006)1210
しかし,業績評価システムの成功による財務的成果への影響を捉えるのは本質的に困難
である　Uazayeriand Scapens, 2008)｡指標間関係の実証分析の結果が示しているよう
に,財務的成果の向上はすぐに実現されるとは限らず,タイムラグが存在している｡ただ
し,タイムラグを考慮した分析を行っている先行研究は少数(Bmkereta1.,2000;Said
eta1.,2003など)である｡どの程度のラグが存在するのかは,実行される戦略,戦略実行
のための組織体制の整備の程度などによって影響を受けるので,一律にどの程度の期間で
あると決定できるものではなく,慎重に分析フレームワーク/方法を検討する必要があ
る｡さらに,タイムラグの設定に関連して, BSCによる影響のみを抽出できるように,
適切にコントロール変数を設定することが重要になるだろう122｡
先行研究では財務的成果のみを従属変数としている研究ばかりではない｡ BSCや非財
務指標による成果の検証ということから,顧客,内部ビジネス･プロセス,学習と成長と
いったBSCの三つの視点に関連する非財務的業績(あるいは,財務的業績も考慮に入れ
た総合的な成果)を成果変数とする研究も多い(Braam and Nijssen, 2004 ; Chenhall,
2005 ; De Geuser et a1., 2009 ; Henri, 2010 ; Hoque, 2005 ; Hyv6nen, 2007 ; Jer･mias and
Gani, 2004 ; Sin andKillough, 1998 ; Van der Stede et a1., 2006).
また, BSCによって実現が期待される管理上の効果や行動的影響を成果として捉えて
いる研究も少なくない｡たとえば, Mahoneyetal. (1963, 1965)に従った計画や調整など
の管理項目に関連した成果(Hall, 2008 ; huandMoser, 2008),モチベーション改善や
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戦略共有効果(Bed血rdeta1., 2008 ;Yueta1., 2008 ;柿, 2004 ;渡蓮, 2009)などが成果変
数として捉えられている｡また,インターラクテイブ利用の効果としては,戦略的変化
(Abernethy and Brownell, 1999 ; Kober, etal., 2007 ; NaranjoIGil and Hartmann, 2007)早
ナレッジ･マネジメントへの貢献(Vaivi0,2004)などが取り上げられることもある｡た
だし,研究数が絶対的に不足していることや成果概念の暖昧さ123ゆえに,さらなる研究の
蓄積が必要である｡
タイムラグという観点からは,こうした成果変数間には, BSCの実施-管理的/行動
的の成果-非財務的業績-財務的業績といった関係が想定される(松尾, 2005)｡ただ
し,成果間の関係が一方向の単純な線形関係であるとは断定できない｡たとえば,非財務
的業績が財務的業績の向上につながるかどうか,あるいはその関係を効率的にマネジメン
トできるのかどうかは, BSCの設計/プロセス要因が影響している可能性がある(Bry-
antetal.,2004)｡また,成果との関係が必ずしも正の関係であるとも限らない｡たとえ
ば, BSCのインターラグテイブ利用は,かなりの時間や組織的エネルギーを必要とし業
務負担を増大させたり,組織成員の抵抗を引き起こしたりしてしまうこともある
(Tuomela, 2005 ; Wdener, 2007) 0
8.2.2　成果の発現形態
成果に関する先行研究では, BSC導入プロセスによる成果-の影響や成果発現の捉え
方に関して,明確に意識をして検証が行われてきたとはいえない｡そのため,先行研究で
はBSCの導入をどう取り扱うのか,かなりのバラツキが見られる｡たとえば, Hoque
andJames (2000)やBraam and Nijssen (2004)は非財務指標の利用方法によってのみ
BSCの利用状況を測定し導入段階にあるかどうかは無視しているが, Ⅰ仕neretal. (2003
b)はBSCの導入状況を六つの状況で尋ね｢利用中と広範に利用中｣という二つの回答の
みをBSCを実施している企業として分類し,導入中の企業は除外している｡またその一
方で, DeGeuseretal. (2009)は, BSCの設計,導入,使用を区別せずに, BSCのde-
velopmentという用語で統一的に取り扱っている｡
成果への影響を分析するにあたっては, BSCによる成果がいつどのように生じて,そ
の量がどのように増減する(あるいは変化しない)のかについて,研究者がどのような想
定をするかによって,分析モデルは大きく変わってくる｡こうした想定は基本的に二つの
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観点から整理することができる｡一つはBSCの定着に至るまでの導入プロセスにおける
成果の発現であり,もう一つはBSC定着後の経常的運用段階に入って以降の成果の変化
である｡以下,順に検討する｡
前者は導入プロセスのなかで成果がどのように発現するのかに関する想定のことであ
る｡たとえば,導入プロセスが完全に終了するまでは成果が発現しないという想定124とプ
ロセスの進捗に合わせて段階的に成果が発現するという想定とでは,分析モデルもインプ
リケーションも大きく異なってくるであろう｡
導入完了後に成果が発現すると想定する場合には,どこまでを導入プロセスと判断する
かが論点の一つとなる｡ KaplanandNorton (1996a/b)において,スコアカード設計まで
の狭義の導入プロセスと戟略マネジメント･システムとしての定着までの広義の導入プロ
セス125が示されているように,導入プロセスの捉え方は一様ではない｡こうした導入プロ
セスの捉え方の多様性は検討される成果変数にも多様性をもたらす｡たとえば,スコア
カードの設計にて導入完了と捉えて,導入前後での成果の差を検討する場合には,財務的
業績を成果とするのは望ましいとはいえないであろう｡
一方,段階的な成果の発現を想定する場合には,導入プロセスの区分が重要になってく
る｡なぜなら,その区分によって,どういった成果が発現するのか,あるいはどの程度の
成果が発現するのかが理論的に予測されることになるからである｡たとえば, Kaplanand
Norton (1996b)によって示された狭義の導入プロセスであるスコアカードの設計によっ
てどのような成果が発現するのか,そしてその後,マネジメント･システムとしての定着
を図るための導入プロセスによって,その成果がどの程度高められるのか,さらには他の
成果が発現するのかなど,より精微な分析が可能となる｡
後者はBSC定着後の実践経験と成果との関係についての想定のことである｡つまり,
BSCが定着した後の経常的運用段階における実践経験に応じて成果がどのように変化す
るのかに関する想定である126｡大きくは,実践経験に応じて成果が｢増大する/減少す
る/変化しない｣という三つのパターンに分けることができるであろう127｡戦略マネジメ
ント･システムとしてのBSCが提唱されて15年ほど経過していることを踏まえれば,早
期に導入した企業ではBSCがマネジメント･システムとして定着していると考えられ
る｡そうした企業群を対象に成果を検討する場合には,実践経験(時間軸)による成果の
変化をどのように想定するのかは重要になってくる｡たとえば,導入から10年経過した企
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業と5年経過した企業(ともに経常的に同様のタイプのBSCを利用し続けている場合)
との間には,成果に差があるのか,あるとすれば,その方向性と程度はどうなるのか,と
いった想定は,理論的検討128に影響を受け,実証モデルに影響を与えるだろう｡また,こ
うした想定が企業間によって差がある可能性も考えられるが,その際に重要なのはそうし
た差異がどういった要因によって導出されるのか明らかにすることであろう｡
8.3　まとめと今後の研究課題
厳密にBSCの成果に限定しないのであれば,成果に関する研究はある程度蓄積されて
きている｡しかしながら,その内容はかなり多岐にわたっており,結果も一貫していると
は必ずしもいえない｡一貫した経験的証拠が積み上げられていないのは,概念の操作化や
設定されるモデルの違いが大きく影響している可能性が高い｡もちろん,研究の効率的蓄
積という観点からは,統一的な概念の操作化が望ましいといえる｡それゆえ, BSCと成
果について,信頼できる次元とインディケーターの確立が喫緊かつ根幹的な研究課題であ
る｡しかしながら,分析対象や研究期間の多様性は統一的な測定方法を困難にするであろ
う｡そのため,全く選択の余地がない限定的な概念の操作化というよりもむしろ,核心を
捉えながらも微細な点はリサーチサイトに合わせた修正が可能となるような順応性の高い
アプローチがより有用であると思われる｡
また,成果に至るタイムラグ,導入促進/阻害要因の影響, BSCの習熟度の想定,調
整要因/媒介要因の影響など,実証モデルを構築するうえで検討しなければならない要因
は数多く存在している｡ただし,これら複数要因を何でも組み込んだモデルの検討は現状
では困難であろう｡なぜなら,多様な要因を包括的に範み込んで,成果-の影響を予測で
きるほど,われわれが十分な理論的知見を持ち合わせていないからである｡そこで, BSC
の本質的影響を説明することのできる要因を見出すことがまずもって重要になるであろ
う｡そのためには, BSCの実践度の分類パターンやSPMSの各要素によってどのように
成果が高められるのか十分な理論的説明を与えることが必要不可欠である｡
たとえば, DeGeuseretal. (2009)は, BSCの実践度を業績測定,戦略のコントロー
ルといったように分類したとしても,それらによってどれほどの成果の違いが生み出され
るのかは十分な理論的説明が与えられないために,成果がいかに達成されるのかという
howに該当する部分を区別することが重要であると指摘し,この理論的説明をKaplanら
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による戦略志向組織モデルに求め実証している129｡また, Henri (2006a/b)やWidener
(2007)は,業績評価システムの利用と業績との関係がケイパビリティによって仲介され
ると主張している｡こうした成果の向上にどのようにつながるのかというhowに当たる
部分のしっかりとした理論的検討は,前述した適切な概念の操作化や複雑な関係性の解明
のためには必須であろう｡
9　結びに代えて
本研究は, BSCに関連する先行研究を, ｢業績評価｣, ｢報酬とのリンケージ｣, ｢因果関
係｣, ｢コントロールとしての利用方法｣, ｢導入決定/プロセス｣, ｢成果｣という六つの観
点から整理し検討を行うことで,今後の研究課題を導出した｡
まず,第3節では,共通指標バイアスを中心とした評価バイアスに関する先行研究を取
り上げ,実験研究という一貫した方法論の採用による研究蓄積の研究上の意義を示し,今
後の課題として実際のフィールドにおける観察の必要性を指摘した｡第4節では,報酬連
動に関連するいくつかの設計/運用要因を中心に取り上げ,理論/方法論/分析対象と
いった側面において,より複合的なアプローチが重要になってくることを指摘した｡第5
節では,因果関係に関する問題を,視点(指標)間関係の統計的検証と組織プロセスとの
関連性という二つの観点から検討を行い,このテーマの研究意義を明確にした｡さらに,
因果関係概念の明確化や戦略内容にも関連づけた因果モデル構築プロセスの解明が今後の
研究では必要であると指摘した｡第6節では, BSCの利用方法について,インターラク
テイブ･コントロールと複数レバー利用によるテンションという観点から検討を行い,イ
ンターラクテイブ利用の操作化や長期継続的な利用プロセスの解明などが重要な研究課題
であると指摘した｡第7節では,導入決定と導入プロセスの両面から導入研究の知見を整
理し,さらに,戦略マネジメント･システムであるBSCゆえの組織変革との関連性の検
討も行った｡そして,今後の研究では,分析フレームワークの改善,促進/阻害の判定基
準の明確化,個人やネットワークといった新たな分析レベルの採用が重要になると指摘し
た｡第8節では, BSCなどのSPMSの成果に関する実証研究を取り上げ,一貫した経験
的証拠の蓄積を阻害している原因の一つであると考えられるBSC/成果概念の定義と操
作化の問題を中心に関連課題を抽出した｡
各研究領域に関連した細かな論点は各節において指摘したので,各研究領域に横断的に
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関連していると考えられる研究課題と本研究の限界を指摘することで,結びに代えること
にしたい｡
第1に,第3節から第8節までの検討を通じて,繰り返し指摘されてきたことは, BSC
概念の明確化と安当な測定方法の確立が必須であり, BSC単独ではなくパッケージある
いはコンフィギュレーションとして捉える視点が重要であるということである｡
BSCはイノベーション･アクション･リサーチによって発展してきたので,複数の
BSC概念が存在している｡また,実態調査や実証分析は,実際に導入されているBSCが
いかに多様であるのかを示唆している｡こうした多様性はBSC研究を理解するうえで踏
まえておかなければならない要因である｡そして,さまざまな問題を検討する際に,どの
ように概念定義し操作化するのかは,非常に重要である｡これは, BSCの設計関連要因
のみならず,どのように運用するのかという利用方法をも含めた問題である｡また,報酬
とのリンケージや特定の利用方法といった側面のみを取り上げて検討することは,誤った
結論を導出する危険があるため,戦略,組織構造,組織文化,インフォーマル･コント
ロール,バリューチェーン,情報技術といったコンテクスト要因,予算管理や人的資源管
理などの他の管理システム,さまざまなコントロール目的での利用方法など複合的な視点
で捉える必要がある｡
ただし,全体を構成する要素として何を検討対象として組み込むのかは議論の余地があ
り,重要な論点である｡たとえば,戦略は重要な構成要素の一つであると考えられる｡
MCS/管理会計システムと戦略との関係性について検討した研究は過去30年間におい
て,管理会計研究の主要トピックの一つであり続けている(Chenhall, 2003 ;hng丘eld-
Smith, 1997 ; Nyamorieta1., 2001)｡これらの研究群の関心は多様ではあるが,最近の研
究動向の一つとして,特定の財務指標や非財務指標などの比較的単純な業績評価システム
よりもBSCに代表されるより洗練したシステムへの研究関心の移行がある(Tuckeret
a1.,2009)0 BSCにおける戦略概念は,ポジショニング,資源,学習といったように多様
な理論モデルを通じて説明されるので(沼上, 2009), BSCと戦略との関係性について検
討する際に,どういった戟略概念に依拠すべきなのか,あるいは複合的な戦略概念をどの
ような統合的なフレームワークのもとで検討すべきなのかは重要な研究上の課題である｡
さらに, BSCの利用方法はさまざまな要因の影響を受けて経時的に変化する一方で,
他のコントロールやコンテクスト要因に対して影響を及ぼす可能性も高い｡それゆえ,複
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合的な要因を取り上げて,長期継続的なプロセスとして検討することが重要になる｡戦略
志向組織への転換を促すBSC導入/実践,戟略の創発を可能にするBSCのインターラク
テイブ利用, BSCの診断的利用からインターラクテイブ利用-の変化といったように,
変化の検討対象は多様であるが,なぜ,どのようなメカニズムを通じて,変化が促進され
たり阻害されたりするのか明らかにすることが重要になろう｡
第2に,業績評価は管理会計研究の中心でありBSCとは直接的な関連性を有しない研
究も数多く存在しているが, BSC実践というコンテクストのもとで,それらの研究成果
がどのように解釈されるべきなのかは興味深いテーマである｡たとえば, Hartmannetal.
(2010)は,リーダーシップ･スタイルが業績評価指標の利用に影響を及ぼすこと,そし
て,リーダーシップ･スタイルによって職務関連態度-の影響プロセスが異なっているこ
とを, PI5回帰分析によって実証している｡こうした関係性が,指標の設計や利用方法が
ある程度規定されるBSC導入企業においても観察されるのかどうかは,検討の価値があ
る｡このように, BSCの実践プロセスにおいて知見の解釈が明確ではない内容は,辛
莱/業務戦略(Hyv6nen, 2007 ; Jansen et a1., 2009 ; Said et a1., 2003 ; Van Veen-Dirks,
2010),ライフサイクル(HassabEhabyeta1., 2005),組織構造/プロセス(Bhimani and
hg丘eld-Smith, 2006 ;Lee and Yang, 2010),部門間相互依存性/外部性(Baimanand
Baldenius, 2009 ; Bouwens and VanLent, 2007 ; Hansen, 2010 ; Kea血g, 1997 ; Van Veen-
Dirks, 2010),コンフィギュレーション(ChenhallandEuske, 2007 ; GerdinandGreve,
2004 ;Jermias and G弧i, 2004),重要資産(Kelly, 2007),組織文化(Henri, 2006a),リー
ダーシップ(Hartmanneta1.,2010)など数多く存在している｡こうしたギャップは,実
践上の問題解決を意図したイノベーション･アクション･リサーチが必ずしも学術研究の
知見に基づいて展開されてきたわけではないために生じているのであろう｡学術研究にお
いて検証されてきた業績評価システムの設計/運用に関する内容は,必ずしもBSCに関
する規範的特徴と一致しないので,こうしたズレに該当する部分の埋め合わせを行う必要
があると考えられる｡こうした研究の蓄積は, BSC実践のさらなる解明のみならず,理
論の修正や精微化をもたらす可能性があり,学術的にも実践的にも有意義なインプリケー
ションを有しているであろう｡
第3に,実践志向の強い研究であるKaplanらによるBSCに関する記述は, Nβrreklit
(2000,2003)の指摘にあるように,強固な修辞技法が多分に利用されており,十分な頑
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優性が担保されているとはいえない｡しかしながら,豊富なBSC実践を背景とした記述
であることには違いはないので,学術研究を行ううえでのヒントは数多く散りばめられて
いる｡それゆえ,彼らの著書に基づいた理論的検討は,学術的にも実践的にも有用なイン
プリケーションを有する研究疑問を導出できるかもしれない｡たとえば,彼らの指摘する
戦略志向組織や戦略管理オフィスに関して,概念を明確化したうえでの妥当な測定方法に
よる経験的検証は,戦略,組織,管理会計システムの相互的関係の理解をよりいっそう推
し進める可能性がある｡
第4に, BSC研究に限定される議論ではないが,最近のいくつかの研究においては,
これまであまり適用されてこなかった理論/フレームワーク/分析方法が適用されてい
る｡たとえば, Masquefa (2008)は,業績評価システム導入におけるトップマネジメン
トの承認プロセスを社会的ネットワークの視点から分析しているが,結論の部分におい
て,アクターネットワーク理論による解釈の有用性について示唆している｡こうした社会
学系の新たな理論の適用は, BSC実践に伴う社会的/行動的側面に関して説明や理解を
与えてくれるものであるが,アクターネットワーク理論や構造化理論に代表されるよう
に,管理会計研究者にとって決して理解が容易ではない理論も少なくない｡また,実践的
インプリケーションの抽出という面ではこれらの理論的アプローチには限界がある｡しか
しながら,本研究のいくつかの節の検討でも示唆されたように,実践への貢献も重要な研
究インプリケーションである｡学術研究における実践的貢献の欠如を解消するには,学術
研究の発見や理論的理解が実践の便益に適用されるような配慮が必要になる(BaldvinS-
do仕ir et a1., 2010)0
実務への処方隻の提供を主たる目的とした研究のみを行う研究者が少数派である欧米に
対して,日本の管理会計研究は,雑誌の区分,それに対する研究者の意識,学術研究の評
価基準などの面で世界の研究とは異なっており,相対的に専門職業人向けの研究を行う研
究者が多いといわれている(加登, 2010)｡そのため日本では,頑健性の高い学術研究の
蓄積はもちろんのこと,それら学術研究の知見を生かした実践向けの研究の蓄積も重要に
なってくるかもしれない｡さらに,トップジャーナル掲載を積極的に奨励するような業績
評価制度によって研究の創造性やイノベーションが脅かされる危険性のある北米130とは異
なり,日本は比較的自由に研究が行える環境であるために,より創造的/革新的な研究結
果の創出が期待できる｡
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本研究における文献サーベイにはいくつかの限界がある｡まず,本研究では,先行研究
を六つの領域に区分し検討を行った｡ただし,前述したパッケージとしての長期的変化プ
ロセスを捉える必要性の指摘は,まさにこれら六つの研究テーマには重複している部分が
多いことを示唆している｡したがって,こうした複合的な観点を重要視した研究フレーム
ワークに依拠すれば,また異なる研究課題が導出できた可能性がある｡なお,先行研究に
おいて適用されることの多い業績評価システム/MCSを検討するためのフレームワーク
としては, Otley (1999)の五つの主要疑問(日的,戦略と計画,目標設定,インセン
ティブと報酬構造,情報フロー), Simons (1995)による四つのコントロール･レバー,
Ittnerand hrcker (2001)によるVBM (Value Based Management)フレームワークな
ど131がある｡
次に,非財務指標に関する研究境界は昨今大きく拡大し続け,これまで管理会計研究で
はあまり注目されてこなかったいくつかの研究領域(たとえば,リスクマネジメント/
コーポレートガバナンスでの非財務指標の利用,非財務指標の内部利用と外部公開とのリ
ンケージなど)が生まれてきている(Ittnerandhrcker, 2009)｡これらの創発的な研究
領域はBSCとも関連しているが,それほど研究が蓄積されていないということで,本研
究では検討対象とはしていない｡これらの領域は,管理会計研究としてのフレームワーク
を拡大させる可能性があるものであり,その動向には注目する必要がある｡
最後に,中小企業や非営利組織などを対象とした先行研究に関して,本研究では十分な
レビューができていない｡これらの研究では, BSCに好する研究関心のみならず,中小
企業や公的組織特有の管理会計上の諸問題にも関心がある場合が多いので,本研究では一
部の研究を除いてレビューの対象とはしなかった｡しかしながら,公的ヘルスケア組織に
おいて管理者層と専門職業人層との緊張関係の削減にBSCが有用であったこと(Aider-
mark, 2001)やBSCのフォーマットや導入プロセスの面で大企業と中小企業とでは違い
があること(Anderseneta1., 2001;Hudsonetal., 2001)など, BSC自体に関しても興味
深い研究結果が示されている｡それゆえ,今後は非営利組織や中小企業を好象とした研究
成果も検討する必要があると考えられる｡
[付記:本稿は,科学研究費補助金(若手研究(B) :課題番号: 21730379)の助成を得
て行われた研究成果の一部である｡]
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注1　なお,著書の出版と同時期にHaJVard BusinessReviewに論文が公表されているが,これは著書の内容の
一部であるので, 96年以降は著書のみをカウントしている｡
2　このように進展するBSCの捉え方に関する説明や解釈は,実務家や研究者の間で概念や用語の誤解/誤
用を避けるために有用である｡そのため, BSCが日本に紹介された直後には,こうした解説はしばしば見
受けられた｡しかしながら,昨今, BSCの位置づけに関して説明を試みる研究や解説記事自体が少なく
なっている｡イノベーション･アクション･リサーチによって, BSCの概念は進化するので,その進展過
程を継続的に説明する意義は高いはずである｡にもかかわらず,それがなされていないというのは, BSC
概念の大きな進展が見られなくなっていること,あるいは実際に新たな段階にまで進んでいる導入企業が多
くないことを示唆しているのかもしれない｡なお, Kaplan (2009)は,今もBSCには進展の余地があり研
究機会が多く存在していると指摘している｡
3　なお,文献サーベイの対象には,必ずしもBSCを直接の研究対象としていない研究も含まれている｡罪
財務指標に関する研究では, BSCについて直接的に言及していなくても,議論されている内容がBSC実践
に関連していることが多いためである｡
4　本研究の文献サーベイはその他の雑誌も対象としているが,比軟的掲載されることの多かった雑誌をリス
トアップした｡また,掲載数が少ない雑誌あるいは専門職業人向けといえる雑誌でも,学術的なBSC研究
に関連性が探いと考えられる論文の場合,このリストに加えている｡ただし,これらの全体に占める割合は
低い｡
5　Baldvinsdotdretal. (2010)は,管理会計研究を社会科学研究として確立(学術的信頼性を向上)させる
過程で,学術研究者の実践への関心が薄れてきたと指摘している｡
6　たとえば, DeGeuseretal. (2009)は, BSCに関する実証研究を, ①概念の普及を調査した研究, ②
BSCが組織業績に貢献しているかどうかを分析した研究, (参BSCが組織業績にどのように貢献しているか
を分析した研究の三つの分野に分類している｡また,安酸他(2010)では,戟略の明確化プロセス,戦略の
伝達･共有化プロセス,戦略実行のコントロール,戦略実行のフィードバック･プロセス,組織業績との関
係という五つの観点から, BSCの実証研究のレビューを行っている｡
7　厳密に言えば,両者の評価バイアスは若干異なっている｡消費者行動研究や心理学研究では,複数属性の
判断タスクにおいて,意思決定者が代替案間に共通している指標と各代替案に特有の指標の両方を用いる
が,前者により大きなウェイトを置くことを明らかにした.一方,LipeandSalterio (2000)が明らかにし
たことは, BSCを使って部下の業績を評価する際には独自指標を総合的に無祝してしまうということであ
る｡
8　共通指標バイアスの存在は経済学的にも説明されている｡ AⅣaetal. (2005)は顧客満足度や品質などの
各ビジネスユニットの要請に合わせてカスタマイズされた指標よりも標準化された指標(たとえば財務指
標)への企業の信頼が根強いことを,標準化された指標の測定誤差という共有性による学習の観点から理論
的に説明している｡つまり,標準化された指標による,ある従業員のための測定結果は,他の従業員のため
の測定誤差に関する情報を提供するので,たとえそれほど正確に標準化された指標ではなくても,二つの事
業部を比較するといった相対的業績評価においてはこれらの指標はインフォーマテイブになるというo
9　このことは,被評価者の意思決定が業績評価および報酬に左右されるというエージェンシー理論の分析結
果より示される｡
10　実験研究以外に数理モデル分析を通じた理論的な検討も行われている｡たとえば, Hera血etal. (ZOIO)
は,協調的意思決定モデルの適用によって,上司と部下の評価コンフリクト(業績指標の目標水準とウェイ
トに関する)を防ぐことができるのか検討している｡
11評価プロセスの分解とは,事前にウェイトづけをしておいた指標ごとに個別に評価をし,その後,この
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ウェイトを用いて自動的に全体評価のスコアを集約し,この値を参考にして主観的全体評価を行うアプロー
チを意味する｡ Roberts etal. (2004)は,前者の個別指標の評価手続きを分解(disaggregated),後者の既
定のウェイトによる全体スコアの算出手続きを機械的集約(mechanicallyaggregated)と呼び,こうした評
価手続きを採用するBSCのことを分解型BSCと呼んでいる｡
12　Dillaand Steinbart (2005a)において検証されたBSCの教育訓練は,共通指標バイアスを緩和させる効果
(独自指標を無視する評価バイアスの解消)は認められた｡ただし,それでも独自指標よりも共通指標によ
り大きなウェイトの置かれた評価が行われていた｡
13　その他の補完的な情報提示に関しては, DillaandSteinbart (2005b)が,表とグラフという情報提示方法
によって,業績評価と報酬決定の一貫性や被験者間の評価決定に関する一致度に影響を及ぼすのか検証して
いる｡
14　Libbyetal. (2004)の実験では,被験者にプロセスの説明責任を課し,さらに第三者による保証報告書も
提供した場合には,共通指標バイアスが生じている｡この結果は,単独で効果のある方策を組み合わせたと
きに,常に効果が保証されているわけではないことを示している｡
15 Ittneretal. (2003a)では,報酬システムとしてのBSCが廃止されるプロセスが記述されており,そのな
かで,共通指標バイアスについて若干言及されている｡
16　全社コントロールにおける財務的視点の過度の強調は,単純さや比較可能性を重要とするトップの知覚と
いった内部的要因のみならず,アナリストの利益予測を通じた資本市場からの圧力という外部的要因にも影
響を受けていることが明らかにされている｡
17　主観的業績評価のスコアは業績判断を捉える指標であるのに対して,ボーナス配分は業績の差についての
評価者の決定を反映しており,業績評価とボーナス配分は異なる意味を有している(Mainesetal., 2006).
18　行為者は自分自身の行為の原因を外的要因に帰属させるのに対して,観察者はその同じ行為の原因を行為
者の安定した内的要因に帰属させる傾向のことをいう｡
19　行動の原因を推測する際,状況や環境といった外的要因を十分に考慮しないで,行為者の属性や特性と
いった内的要因に過度に帰属させる一般的な傾向のことをいう｡
20　彼らの示した仕組みは,事業部長の評価の前に事業部業績への戦略の影響を評価するように要請すること
である｡彼らの分析結果はこうした明示的な仕組みがないとトップは戦略のことを考慮に入れて事業部長の
評価をしないことを示している｡しかしながら,実際にBSCの運用プロセスで考慮してみると,トップが
事業部長個人の評価をする前に, BSCに関するさまざまな会議体にて戦略の実行状況に関する議論がトッ
プと事業部長との間で実施される可能性が高い｡そのため,通常のBSC運用プロセスでは,彼らの指摘す
る評価バイアスに関する問題は深刻にならない可能性がある｡
zl　自身の望んだ結論に到達するようにデータの評価や解釈を行う傾向のことをいう｡
22　ただし,Libbyetal. (2004)はバイアスの原因が動機的あるいは努力関連的である可能性があるというこ
とから,プロセスの説明責任によって共通指標バイアスが防止できるのか検証している｡
23　管理会計研究として報酬システムに焦点を当てた先行研究のレビューは,島他(2010)を参照されたい｡
24　プリンシパルーエージェントモデルを通じたインセンティブ･プランの検討は, BSCが操唱される以前
より精力的に行われていた研究テーマであるが, BSCの普及とともに, BSCの有用性を支持したり,限界
を指摘したりするなど, BSC実践/研究へのインプリケーションが意識されるようになってきている｡
25　示された条件は, ｢顧客と非顧客(潜在的顧客,過去の顧客,競合企業の顧客)の両方が測定されるこ
と｣, ｢顧客と非顧客に対する測定精度の違いが報酬関数に反映されていること｣, ｢低いスイッチングコスト
を持つ顧客に対してより高いウェイトが置かれること｣, ｢自社製品と競合企業製品とを比較した相対的満足
度が測定されること｣, ｢各従業員の行動-の影響をよりうまく反映するために満足度指標が分解されるこ
と｣の五つである｡
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26　実際には,報酬とリンクさせる指標に関して, BSCの指標のなかでも四つから七つの範囲に収めている
ことが多いようである(Kaplan and Norton, 2001a)0
27　仮説として検証され支持されたのは, ｢多様であり補完的であること｣, ｢客観的で正確であること｣, ｢情
報を提供すること｣, ｢戦略を伝達すること｣, ｢改善へのインセンティブを創造すること｣, ｢意思決定を改善
すること｣, ｢収集コストに優るベネフィットを有すること｣, ｢システムの因果連鎖を反映すること｣の八つ
の属性である｡
28　業績カテゴリーや指標の重要性に関する認知と,それらの内部目的での利用度や戦略目的の設定度とのズ
レは測定ギャップと呼ばれる(Ittnerandhrcker, 2001)｡こうしたギャップの存在は実態調査(河
合, 2004)でも確認されている｡
29　なお,組織の戦略目標としても常に意欲的な目標水準が望ましいのかどうかはきちんと検証されるべきで
ある｡たとえば,成長戦略が軌道にのると,成長のスピードに組織化のスピードが追いつかなくなるといっ
た事態が生じるように(三枝, 2003),意欲的な背伸びした目標水準の達成が続けられるほど,組織はいつ
までも全速力で走り続けられるとは限らない｡そのような状況では,成長のスピードを意識的に抑えるよう
な戦略展開があり得るかもしれない｡
30　このときのモチベーションは内発的なものといえるが,後述するように,報酬とのリンケージの議論とは
無関係ではないと考えられる｡
31管理会計研究では,業績は従属変数として取り扱われることが多かったが,今後の研究では,管理会計シ
ステムやコントロール･システムの設計/利用/有効性などの特性に影響を及ぼす独立変数として位置づけ
られる可能性がある(Chenhal1, 2003 ; Tuckeretal., 2009).
32　前述した共通指標バイアスに関する研究は主観的なウェイト配分の影響を検討した研究である｡ただし,
それら実験研究のすべてにおいて明示的に報酬とのリンケージが意識されているとはいえないので,本研究
では両者を分けて検討している｡
33　社内アンケート調査によれば, BSCの手続きに摘足しているのは32%で, 45%が不満と回答している｡
34　主観的なウェイト配分によって, BSCに基づくボーナスプランが中止されるという同様の事例は, Meyer
(2001)においても取り上げられている｡
35　なお,主観性のみならず,指標間の相互関係によって,プリンシパルの意図(ウェイト配分)通りにエー
ジェントがインセンティブに反応しない場合もある(Surysekar, 2003).
36　報酬契約における主観性に関する詳細な先行研究のレビューはBol (2008)を参照されたい｡
37　財務指標の立証可能性は会計基準によって保証されるのに対して,非財務指標はそうした法的基盤を欠い
ているとされる｡
38　Budde (2007)の理論的検討のもう一つの結論は,各指標が戦略を反映するように適切に設計されたBSC
であるならば,明示的契約(公式ベースのインセンティブ契約)であっても歪みのないインセンティブの捷
供が可能であるというものである｡
39　Kaplan and Norton (2001a)は, BSCに基づいた報酬を¶le Balanced Paycheckと呼び,リンケージのタ
イミング,客観的測定,指標の数,個人とチームのバランス,環境変化との関係に関する実践的提案を行っ
ている｡ただし,これらの提案以外に, BSCに基づいた報酬システムの有効性に関する一般化可能な結論
は導き出されなかった｡彼らによれば,唯一の一般化可能な発見は,報酬とBSCを結びつけているという
ことだけであったという｡
40　将来志向の指標は必ずしも非財務指標ではないが,将来の企業業績に先行する指標であるので,非財務指
標の形態をとることも多いといえる｡ただし,彼らの実験では財務指標が将来志向の指標として設定されて
いる｡
41こうした改悪効果が生じるとすれば, BSCと報酬とのリンケージは,戦略マネジメント･システムとし
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てのBSCの導入/運用に成功した企業ほど,慎重な検討を要する事項になると考えられる｡
42　彼らは,米国とオランダ(ともに自動車販売ディーラー)との間ではインセンティブ報酬(利用割合,評
価指標,パフォーマンス/報酬関数形態)が大きく異なっていること,インセンティブ報酬の利用はさまざ
まなコンテクスト変数(ディーラーの規模,マネジャーの統制範囲,競争度,戦略)によって影響を受ける
こと,米国とオランダとの間では,このコンテクスト変数の影響(オランダの方がコンテクスト変数はシス
テム設計に大きな影響を及ぼす)やインセンティブ報酬利用の従業員一人当たりの純利益と支払い満足度-
の影響(米国では満足度に対して正の影響,オランダでは利益と満足度に対して負の影響)が異なることを
実証している｡
43　Stringer (2007)は, AOSとMARに掲載されたフィールド･スタディ研究のレビューを行い,報酬問題
自体も調査されることは決して多くないうえに,その他の業績管理の諸要素も含めた総合的な検討や分析が
ほとんど行われていないと指摘している｡
44　これらの実証研究(特に90年代の研究)に関する詳細なレビューは河合(2002)を参照されたい｡なお,
河合(2002)では,財務指標と非財務指標との関係性に関する定量的研究を,仮説検証型アプローチと探索
型アプローチに分類し検討している｡
45　マーケテイング領域の先行研究(Anderson etal., 1994 ;Anderson and Mitta, 2000 ; Rust etal., 1995など)
は図表8から除外している｡
46　この種の研究で最も有名な発見は, PIMS (Pro丘tlmpactofMarketStrategy)プロジェクトによる｢マー
ケットシェアとROIの関係｣であろう｡
47　ただし,彼らの研究対象企業では,戦略マップが作成されていなかったので,インタビューを通じて収集
された定性的データをもとに, BSCの指標間に期待される関係(統計的に検証される分析対象)が抽出さ
れている｡
48　この場合,サンプルとなる業界の特性(たとえば,少数の勝ち組/多数の負け組から構成される業界,ほ
ぼすべての企業が赤字企業のような斜陽産業,非常に多くの企業が高収益/利益を享受できる業界など)に
よって,インプリケーションは大きく変わってくる｡
49　各社の意図した戦略は,必ずしも財務的成果に最も大きな影響を与える要因に焦点を当てたものとは限ら
ない｡
50　RBV (Resource-basedⅥew)の説明では,競争優位を獲得している企業であっても,資源と競争優位の
関係について不十分にしか理解されていないケースがあり得る｡
51因果関係であることの基準は, Humeの議論に従い,独立性(論理的に原因Ⅹと結果Yが独立してい
る),時間順序(原因Xが結果Yより時間的に先行している),予測能力(原因Ⅹが観察されたら必ずその
次にYが観察される)の三つに求める研究が多い(Mahaetal., 2007)｡
52　論理的関係は演樺的推論によってのみ反証される関係であり, ROI公式や正味現在価値計算が論理的モデ
ルの例として示されている｡目的論関係とは文字通り,ある行動が目的に対して最も望ましい手段であると
組織成員が信じている際に存在する関係であり,目的と手段が独自に観察されないことが原因と結果の関係
との大きな違いである｡
53　なお,指標間関係の統計的検証を行う定量的研究やインセンティブに関連した分析的研究では,どちらか
といえば予測能力や意思決定といった便益が重要視されているように思われる｡
54　目標コミットメントは財務目標に対するコミットメントと非財務目標に対するコミットメントに分類され
て検証されている｡基本的にはどちらの目標コミットメントに対しても,因果関係の強さの知覚は正の影響
を及ぼしていたが,媒介変数による間接効果の経路やその強さが異なっていた｡財務目標コミットメントの
場合には,財務目標に対する自己効力感(その人自身が実際にその行動を起こすことができると自信を持つ
こと)を通じた間接的な効果によって総合効果のほとんどが説明できる結果であった｡一方,非財務目標コ
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ミットメントの場合には,非財務目標の魅力度(目標達成により期待される満足度)を通じた間接効果も観
察されたが,因果関係の強さの知覚の直接効果の方が高いという結果であった｡
55　凝集の分析は戦略/個人という二つの水準にて行われる(Botuguignon etal., 2003 ; NOrreklit, 2000)o
Bourgnignon etal. (2003)によれば,凝集は, insb1mentalcoherenceとpsychologiCalcoherenceとに区別
することができるという｡前者は戦略とオペレーションの関係性について言及したもので,後者は個人とし
ての関連性について言及したものである｡
56　対話の重要性はインターラクテイブ･コントロールとしての利用という観点から説明されることが多い｡
ただし,インターテクテイブ･コントロールは戦略的整合性を高めるのみならず,新たな戦略の創出を促進
することに本質的意義がある｡こうした側面は次節にて検討する｡
57　NOrreklit (2000)や小林(2000)はBSCの祝点間の関係を相互依存関係として捉えて議論を展開してい
るが,たとえ論理的関係であったとしでも対話は重要であると考えられる｡論理的関係は漬樺的推論によっ
てのみ反証可能な関係であるので,関係性に関して議論をする余地は少ないともいえるが,その漬樺的思考
に関する知識を組織成員全員が身につけているとは限らないので,論理的関係に関しても,好話による整合
性強化は有用であると考えられる｡
58　ただし,効果的なコミュニケーションが,戦略的整合性,効果的なモチベーション,ポジティブな成果に
関連しているという関係性は観察されなかった｡つまり,非効果的なコミュニケーションによる悪影響の方
が効果的なコミュニケーションの良好な影響よりも強い効果を有している可能性がある｡
59　BSCはこのフレームワークが開発される以前から導入されていたが,マネジャーが,戦略目標,指標,
ドライバー間の相互関係を十分に把握し,根底のドライバーに至るまで戦略をドリルダウンするうえで不十
分であった｡ただし,このBSCはKaplanandNorton (1992)に依拠したものであるので,この分析結果の
解釈には注意を要する｡
60　Bukhand Malmi(2005)は, NOrreklitによる因果関係に対する三つの批判(時間の次元の欠如,因果性
の欠如,四つの視点の相互関連性)の再検討を行い,スカンデイナヴイア企業のBSC導入に関する経験に
基づき,実践的な観点からは彼女の批判が必ずしも安当ではないと主張している｡
61この点に関しては,次節でより詳細に検討する｡
62　日本のBSC導入企業では,因果関係の検証を行っている企業は必ずしも多くない｡森沢他(2005)の調
査では, ｢すべての戦略目標間の因果関係の検証を行っている｣企業が11.4%, ｢特に重要と考える戦略目標
間に絞って因果関係を検証している｣企業が14.3%であった｡
63　実践上,統計的な分析によって検証される関係は,ある程度条件(関連の普遍性,その他の要因の影響の
排除)を緩めた因果関係であると考えられる｡
64　コンピュータ支援によるアプローチとは定性的データ(インタビューデータ)を分析するソフトウェアを
用いたアプローチであり,エスノグラフィック･アプローチとはインタビューとそのコンテクストの民族誌
学的解釈によって研究者が因果マップを構築するアプローチであり,インターラグテイブ･アプローチとは
先行インタビューから抽出された具体的なテーマや概念間の因果関係をマップするように専門家自身(実践
家)を参加させるアプローチである｡
65　インターラグテイブ･コントロール全般に関する研究レビューは,小林･窪田(2010)に詳しい｡
66　戦略のコントロールとは,計画の確実な遂行のためにのみ行われるものではなく,創造的な革新と予測可
能な目標達成という二つの本質的な引っ張り合いの状況をうまく操縦し,両者を収益性豊かな成長へと導く
こととされる(Simons, 1995)0
67　パラドックスとは,矛盾する要因が同時に存在するがジレンマのように選択の必要がない状況であり,矛
盾するものの同時併存を意味する(Camer･on and Quinn, 1988)0
68　Bisbe etal. (2007)は, MACS (ManagementAccoun血g and Control Systems)に関する研究(特に理論
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に基づいた定量的研究)における構成概念について,詳細な議論をインターラグテイブ･コントロールを具
体例として展開している｡
69　インターラクテイブ･コントロールの三つの観点は次のように整理されている｡属性とは,フィードバッ
クと測定システムの属性のことで, ｢挑戦/討論のプロセス｣, ｢上位マネジャーと下位マネジャーによる定
期的で徹底的な利用｣, ｢統合的なリエゾンツール｣, ｢戦略的不確実性への焦点｣, ｢意思決定に対する促進的
で非侵入的アプローチ｣, ｢シニアマネジャーによる選択｣から構成される｡組織プロセスへの影響は,
｢データが基づいている想定を疑問視する/改訂する｣, ｢意味の共有/創出｣, ｢テンションの具体化｣, ｢戟
略の調整｣, ｢新規戦略の創発｣, ｢変化に関する議論/討論｣から構成される｡意図した成果は, ｢現行の業
務環境を変えたり組織的前提を無効にしたりする潜在的脅威と機会である戦略的不確実性に関する従業員の
理解｣から構成される｡
70　昨今の事業環境は,革命的でオープン化が進んでおり,変化がどこから現れてくるのか分からないため
(石倉, 2009),そもそもトップの認識によって規定されるという概念定義自体が, MCSによる変化への適
応可能性という観点から望ましいといえるのかどうかは別途検討の余地がある｡
71 CameronandQuinn (1988)は,多様なパラドックスに見られる共通の特徴として,一方に片寄ることは
逆機能につながるのでパラドックス状況は無祝されるべきものではなく,すべての矛盾を解決してしまうと
パラドックスが生む創造的な緊張状態を取り除いてしまうので,必ずしも矛盾は解決される必要はないと指
摘している｡
72　Grant (1991)は,資源とケイパビリティの概念を明確に区分している｡彼の定義によれば,資源とはイ
ンプットであり,それらは財務資源,物的資源,人的資源,技術資源,名声,組織資源の六つに分類され
る｡しかし,個々の資源それ自体は生産的ではなく,各資源を協働させ,調整する活動が必要である｡それ
がケイパビリティであり,資源を組み合わせてあるタスクや活動を行うキャパシティ(capacib,)のことで
ある｡すなわち,資源はケイパビリティの源泉で,ケイパビリティは競争優位の源泉であるとされる｡
73　ただし,ケイパビリティ概念の操作化に関して, Gra丘onetal. (2010)とHenri (2006b)の方法は大き
く異なっている点には注意が必要である｡
74 ｢学習能力は重要な改善である｣, ｢改善への重要要素としての学習が基本的価値に含まれている｣, ｢学習
をいったんやめると未来はない｣, ｢従業貞の学習は費用ではなく投資である｣の四つの文章に関して,同意
の程度を7点リカートで測定している｡
75　Widener (2007)の分析でも,支持はされなかったが,業績評価システムのインターテクテイブ利用が組
織学習を促進すると仮説は設定されている｡
76　インターラグテイブなBSC利用の経験はそれに参加している個人に影響を及ぼす可能性がある｡たとえ
ば,洗練されている(sophisdcated)投資家が巧みに情報の意味を深読みするように, BSCによる仮説検証
のサイクルによって鍛えられたマネジャーや従業員は複数の指標の測定結果を受けて,それらの関係性やど
ういった変化が起こっているのか読み取ることができるようになるかもしれない｡つまり, BSCのイン
ターラグテイブ･プロセスが繰り返されることで,個人の戦略思考法(沼上, 2009)もより洗練される可能
性が高い｡こうした効果の重要性は,実務的には認識されている(三枝, 2002;遠見, 2008)｡たとえば,
三枝(2002)は,失敗によって見えてくる原因と結果のつながりを経営の因果律と呼び,因果律のデータ
ベースの蓄積には,当初の計画や仮説との乗離をしっかりと検証し,失敗の疑似体験を積むことが重要であ
ると指摘している｡
77　Mouritsenetal. (2005)は, BSCと知的資本アプローチについて,企業,戦略,組織,マネジメント,
指標に関する想定の違いを比較検討し,業績評価指標がどのように機能するのかという面で両者にはかなり
の違いがあることを指摘している｡
78　取り上げられたMCSは, BSC,予算,プロジェクト･マネジメント･システムである｡なお,彼らの研
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究関心は,これら三つのシステムの個別の影響というよりもむしろ,全体的なMCSのインターラクテイブ
な利用にある｡それゆえ,三つのシステムの利用を総合した変数による分析結果を中心に,仮説の支持/不
支持が判定されている｡ただし,こうした分析方法は,インターラクテイブ･コントロールに利用されるシ
ステムは一つに過ぎないという特徴(Mundy, 2010 ; Simons, 1995)を軽視している｡
79　ただし, RBVの観点からも, ｢情報システムと熟練ユーザーとの関係といった利用方法｣は模倣が容易で
はないかもれしないので,情報システムが競争優位の源泉になる可能性は暗示される(Bameyetalリ
2001)0
80　業績は,販売量, Rot,利益に関する主観的評価によって測定されている｡なお, HeⅣiは組織業績を財
務的業績に限定せずに,市場開拓,顧客満足,新製品開発や市場シェアなども含めて測定していれば,組織
業績との有意な関係が観察されたかもしれないと指摘している｡
81 Mundy (2010)は,特に,インターラクテイブ･レバーを他の三つのレバーと組み合わせて利用する方
法は,組織独自のケイパビリティの構築を可能にさせるので,重要な差別化要因を構成していると指摘して
いる｡
82　たとえば, Khn (2007)は,海外子会社マネジャーの業績評価に対する,本社による財務的コントロー
ル,非財務的コントロール,行動的コントロールの影響を調査し,短期的収益性に対して,財務的コント
ロールが非財務的あるいは行動的コントロールよりも貢献しており,三つのコントロールの同時強調の効果
は財務的コントロール単独よりも強くないことを明らかにしている0
83　MCSのコントローリング役割とは,予測可能性,効率性,公式性,短期目標達成の重要性といった概念
に関連し,情報非対称性による問題の濃和を狙いとしているのに対して, MCSのイネ-ブリング役割と
は,自発性,透明性,適応,情報共有,進取の気性,順応可能性といった概念に関連し,不確実性の削減と
意思決定の改善を狙いとしていると説明される｡さらに,これら2つの利用方法は事後(意思決定影響)と
事前(意思決定促進)の違いとしても概念化できるとされている｡
84　彼らは,ステークホルダーの視点に基づいたBSCであっても戦略BSCとして作用するというケースの記
述から, Kaplanらによるステークホルダー･スコアカードと戦略BSCという安易な区別を批判している.
85　経時的プロセスとしてバランス概念を考える場合には,矛盾する要素を同時に取り込んだ状況を意味する
テンション概念をどのように修正/適応させるのかも重要な検討課題である｡
86　こうした戦略的思考は一般的に観察されるものである｡たとえば,ヤマト運輸(小倉, 1999)では,サー
ビスとコストというトレードオフの関係にある要素を,宅配便事業に着手した初期の頃には,それらを同時
にバランスさせるというよりもむしろサービスを徹底的に重視した事業展開を図っている｡小倉社長は,
｢サービスが先,利益は後｣と発言し,ドライバーによるサービスの質の向上を徹底的に追求した｡
87　ただし,複数のコントロール･レバーによる理解が重要であるといっても,インターラグテイブ･コント
ロールは,コントロール間のバランスの構築/維持にとって重要な役割を担っているうえに,診断的コント
ロールに比べて特別の便益と課題を有しているので(Mundy, 2010 ; Tuomela, 2005 ; Widener, 2007),中心
的な検討対象になるであろう｡
88　全社戦略のためのBSCは,事業戦略のためのBSC以上に,信条システムや境界システムとの関連性がよ
り探くなる可能性が高い｡
89　時に, ABC/ABMに関しては多くの研究が行われている｡コンテクスト要因の検討などの面で,これら
の先行研究はBSC研究にとっても参考になる｡これらの詳細なレビューについては,梶原･窪田(2004)
を参照されたい｡
90　McCunn (1998)によって引用されているKPMGのレポートによれば, BSC導入の70%以上が失敗に終
わっているという｡
91 ｢BSCを導入しているおよび導入を検討している企業グループ｣と｢現時点でのBSCの導入を検討して
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いない企業グループ｣とを比較検討している｡
92　ただし, BukhandMalmi(2005)は, NlオrTeklit (2003)の指摘する修辞技法のみならず, BSCの実用可
能性も重要な役割を果たしていると述べている｡
93 ｢nonbudgetmanagement｣はスウェーデン語の｢budget16st鈷retagande｣を英訳したものであり,国際
的には｢beyondbudge血g｣として確立されている｡ただし, AxandBj8rnenak (2005)では, ｢non
budgetmanagement｣は｢beyond budgedng｣とは類似しているが,同義ではなく｢beyond budge血g｣ア
プローチの一部であると理解されている｡
94　彼らの分析パースペクティブや分析結果を日本での状況に当てはめれば,日本ではBSCとの類似点と相
違点に関して盛んに議論は展開されたが,設計上の特徴あるいは修辞学的要素を変化させたり追加したりす
ることで,日本企業に整合したBSCパッケージを形成するといった動きは限定的であったといえるであろ
う｡
95　日本企業の横並び意識の強さは逸話的に語られることも多いが, Malmi (2001)の調査結果は日本でも
BSC導入意思決定に模倣行動が影響を与えている可能性を否定はできないことを示している｡
96　業種の影響については,十分な体系的調査が実施されているとはいえないが,金融機関や医療機関といっ
た組織における導入事例は紹介されることが多いといえるだろう｡
97　なお,業績は導入決定のみならず,システムの継続利用の可否に好しても影響を及ぼす可能性がある｡た
とえば, HassabElabyetal. (2005)は,報酬契約における非財務指標の利用と企業特性との整合性が企業
業績に影響を及ぼすが,その業績結果によって,非財務指標の利用継続の決定が左右されることを明らかに
している｡
98　もちろん,導入決定までのプロセスが個人の意思決定プロセスである場合もある｡しかし,ある程度の規
模の組織になると,そうした決定は組織的プロセスであるのが通常であろう｡
99　Masquefa (2008)では,業績評価システムの導入がトップマネジメントの承認というプロセスとシステ
ムを実際に使うユーザーによる承認というプロセスによる区分(Pereraeta1., 2003)にて捉えられている｡
なお,各社の導入決定プロセスの多様性によって,導入決定とトップマネジメントの承認は同義の場合とそ
うでない場合とが考えられる｡
100　方針管理とBSCとの関係に関する議論は日本だけに限定されない｡たとえば, SerdarAsanandTanyas
(2007)は導入研究ではないが, BSCと方針管理を統合的に運用する方法論を提示し,それを高等教育機関
におけるケースを通じて例証している｡また, KaplanandNorton (2008a)においても,戦略実行のための
仕組みとして, TQM,方針管理,ダッシュボードを紹介している｡
101導入決定への阻害要因,導入プロセスへの促進要因/阻害要因は,必ずしも同一企業で同時に観察され
ているわけではないので,必ず相反する影響を及ぼしているとは限らない｡ただし,それでも,なぜ組織に
よって影響が異なってくるのか,その理由は説明できなければならないであろう｡
102　Bour･guisnonetal. (2004)によれば,イデオロギーは認知的概念であるのに対して,文化は行動的概念
であるという点で異なっており,文化はイデオロギーよりも広義な概念とされる｡
103　先行研究の多くは実行計画の完成までという狭義の導入プロセス(Kaplanand Norton, 1996b)を対象
としており,戦略マネジメント･システムとしてBSCが組織に定着するまでの広義の導入プロセス
(Kaplan and Norton, 1996a)にまで研究対象を拡大する必要があるという意識のもと,乙政(2005a)の調
査は実施されている｡
104　Kasurien (2002)では指摘されてなかった内容が観察されたり(逆もある),同じ内容であってもどの要
因に分類されるのかが異なったりしている｡
105　継続的に運用される状況下で,環境変化にいかに対応するのかは,第6節で検討したインターラグテイ
ブ･コントロールとしての利用との関連で論じられるテーマである0
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106　なお,彼の研究は導入プロセスを対象とした研究(分析好象の19社はBSC利用経験年数が最低2年以上
ある企業)ではない｡
107　探索的因子分析の結果は, ｢意思決定の支援と決定の正当化｣, ｢組織ユニット内での活動の調整｣, ｢自己
モニタリング｣といった理由のためにBSCを利用していることを示している｡
108　マネジャー個人としてのBSCの利用は合理的な選択のみならず単なるマネジャー自身の好みに影響を受
けている可能性がある｡ Wiersma (2009)は新しい情報への受容性という個人特性がBSC利用日的(意思
決定支援と決定の正当化,調整という2つの目的)に影響を及ぼしていることを明らかにしている｡また,
業績評価指標の利用や職務関連態度に影響を及ぼすリーダーシップ･スタイル(Hartmannetalリ2010)ち
BSC導入に影響を及ぼす可能性のある要因といえる｡
109　ただし,研究の主たる関心が非財務指標やSPMSに置かれていない実証研究(Chia, 1995 ; Chenhal1and
Lang丘eld-Smith, 1998 ; Gul and Chia, 1994など)は除外している｡
110　Saidetal. (2003)もIttneretal. (2003b)ち,ベンチマークモデルからの残差によって整合性の測定を
行った分析方法に従っている｡しかしながら,この方法は分析サンプルの影響を大きく受けるため,戦略な
どの要因と整合的な非財務指標の利用が測定できていない可能性がある｡
111これらの先行研究にて引用されるKaplanらの論文/著書にはバラツキがあるので,依拠しているBSC
概念が異なっていると考えられる｡
112　ドイツ語圏(ドイツ,オーストリア,スイス)の上場企業174社を対象とした調査では,各タイプの導入
割合は,タイプⅠが50%,タイプⅡが21%,タイプⅢが29%であった｡
113　ただし,操作化のみならず, BSCを分類する概念的フレームワークに関しても十分な理論的検討が必要
である｡
114　タブロー･ド･ボーJt, (Bourguignon etal., 2004 ; Bromwich and Bhimami, 1994 ; Epstein and Manzoni,
1997;GehrkeandHorvah,2002),パフォーマンス･ピラミッド(McNairetal.,1990),パフォーマンス･
プリズム(NeelyandAdams, 2001),方針管理(長田他, 1996;高窮, 1997)などがある｡
115　BSC導入/実践企業を好象とし,各社のBSC実践パターンを類型化するには, BSC実践に関するデー
タを詳細に収集しかナればならない｡しかし,実際に分析に耐え得る十分なサンプル数を確保することは牡
しく,研究の実行可能性はそれほど高いとはいえない｡
116　なあ　Bedfordetal. (2008)やYuetal. (2008)は, BSC導入企業を対象として, BSCの重要特性(戟
略とのリンケージ,因果性,報酬とのリンケージなど)によって成果に差が生じるのかどうか検証してい
る｡
117　たとえば,乙政(2005b)はSPMSを構成する変数として,戦略との統合度,情報の多様性,情報の多
元性,垂直的統合皮,水平的統合度,目標のストレッチ度,情報のタイムリーさ,情報の利用度,垂直的イ
ンターラクション,水平的インターラクションを挙げている｡
118　包括的業績評価システムは九つの文章に同意できるか否かを7点リカートスケールで測定された｡九つ
のうち五つの項目は,業績評価システムがSBUのオペレーションの重要な部分に関する多様な業績情報を
提供できているのか尋ねたものである｡残りの四つの項目は,戦略と指標の統合や価値連鎖間の指標の統合
の程度に関係するもので, Chenhal1 (2005)から引用されている｡ただし,彼らの測定した包括的業績評価
システムには, BSCにて検討されているすべての要素が組み込まれているわけではない｡
119　乙政(2005b)は, BSCの実行プロセスに即してBSCに期待される役割を明確にしたうえで,各プロセ
スに関連したBSC実践による成果の先行研究のレビューを行っている｡
120　戦略マネジメント･システムとしてのBSCには,戦略の修正という役割期待がある｡四つの祝点間の因
果性の検討を通じて,仮説である戦略の修正が園られるとKaplan and Norton (1996b, 2001a)は説明して
いる｡すなわち,長期的に見た場合には,当初の戦略が誤りがあったとしても, BSCが機能しているなら
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ば是正され,最終的に財務的成果の改善につながってくると予測される｡
121同じ財務的成果といっても,その測定方法にはかなりバラツキがある｡ BSCの成果指標として,どの桔
標を用いるのが適切なのかは明確ではない｡同様の問題は後述する非財務的成果や管理的成果にもある｡
122　原理的にはBSC以外の管理手法による影響も除去すべきであるが(Maiga弧dJacobs, 2003),配慮で
きるコントロール変数には限度があるので,説明力の観点で取捨選択が行われることになるだろう｡
123　たとえば,内容,変化幅,スピードなどの側面において,どの程度の水準の変化を戦略的変化として捉
えるのか必ずしも研究者間の同意があるわけではない｡
124　この想定は現実的ではないと思われるかもしれないが,導入前後という2時点での成果の差を比較検証
するといったアプローチは少なくとも暗黙的にはこの想定に基づいているといえる｡
125　およそ16週にわたるスコアカード構築単位の選定から実行計画の完成までのスコアカードの設計に関す
るプロセスが狭義の導入プロセス,ビジョンの明確化から最終的にBSCが戦略マネジメント･システムと
して定着するまでの2年強に及ぶプロセスが広義の導入プロセスとされる(Kaplan and Norton, 1996a/b)0
126　こうした導入後の成果の検討に関する議論は, BSCに限らず予算管理などの一般的に普及している管理
会計システム全般にも共通する論点であろう｡
127　もちろん, BSCの実践に戦略や組織の変革も伴う場合には,一時的に業績が悪化する可能性も考えられ
るので,この変化を示す関数は非線形である可能性もある｡
128　たとえば,成果が上昇するという想定はBSCに好する習熟度/洗練度の向上による組織成員の戦略志向
の高まりや能力の向上といった要因で説明できるかもしれない｡一方,成果の減少に関しては,慣れやマン
ネリ化といった要因による説明可能性が考えられる｡
129　分析の結果, BSCの開発(設計,導入,使用を包含する概念としてdevelopmentを用いている)は虎果
を高めるが,それは, ｢戦略の翻訳という役割｣, ｢継続的にマネジメント実践に影響を与える能力(戦略を
継続的なプロセスにする)｣, ｢資源(手段)と戦略的目的(目的)を整合させる役割｣という三つの経路を
通じたものであることが明らかにされている｡つまり,戦略志向組織になるための五つの原則のうち,
｢トップマネジメントの支援｣と｢全員参加｣という二つの原則がBSCの開発が成功と評価される前提条件
とはならず, Kaplanand No佃nによるSFOモデルは部分的にしか支持されなかった｡
130　詳しくは, ScapensandBmmwich (2010)などを参照されたい｡
131 Fe汀eiraandOdey (2007)は, Odey (1999)にもSimons (1995)にも問題があるとして,両者を統合
したフレームワークを提案している｡
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